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議  案  第 １７号 

令和 ６年 ２月１５日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

姫路市公共施設整備基金条例について 

 

姫路市公共施設整備基金条例を次のように制定する。 

 

姫路市公共施設整備基金条例 

（設置） 

第１条 姫路市が設置する公共施設の整備及び改修（姫路市２１世紀都市創造基金条

例（平成１４年姫路市条例第３５号）第１条に規定する都市機能の高度化に資する

拠点施設にあっては、改修に限る。）に要する資金に充てるため、姫路市公共施設

整備基金（以下「基金」という。）を設置する。 

（積立て） 

第２条 基金は、一般会計歳入歳出予算の定めるところにより積み立てるものとする。 

（管理） 

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法によ

り保管しなければならない。 

 （繰替運用） 

第４条 市長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及び

利率を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用することができる。 

（運用益金の処理） 

第５条 基金の運用から生ずる収益は、一般会計歳入歳出予算に計上して、基金に積

み立てるものとする。 

（処分） 

第６条 基金は、第１条の目的を達成するために必要な場合に限り、処分することが
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できる。 

（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、市長が定め

る。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議  案  第 １８号   

令和 ６年 ２月１５日   

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

アイランドハウスいえしま荘民間活用事業者選定委員会条例につい

て 

 

アイランドハウスいえしま荘民間活用事業者選定委員会条例を次のように制定する。 

 

アイランドハウスいえしま荘民間活用事業者選定委員会条例 

（設置） 

第１条 市長の附属機関として、アイランドハウスいえしま荘民間活用事業者選定委

員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、市長の諮問に応じ、アイランドハウスいえしま荘の民間活用事業

者の選定に関する事項について審議し、及び審査し、その結果を市長に答申するも

のとする。 

（組織） 

第３条 委員会は、委員７人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱し、又は任命する。 

⑴ 学識経験を有する者 

⑵ 団体経営及び財務管理について専門的な知識を有する者 

⑶ 編入前の家島町の区域に存する自治会又は連合自治会の代表者 

⑷ その他市長が必要と認める者 

（委員長及び副委員長） 

第４条 委員会に委員長及び副委員長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 
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３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたと

きは、その職務を代理する。 

（委員会の会議） 

第５条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が招集する。 

２ 委員長は、会議の議長となり、議事を整理する。 

３ 会議は、委員の半数以上の出席がなければ開くことができない。 

４ 会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の

決するところによる。 

５ 会議は、これを非公開とする。 

（意見聴取） 

第６条 委員会は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させ、説

明又は意見を聴くことができる。 

（守秘義務） 

第７条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、

同様とする。 

（庶務） 

第８条 委員会の庶務は、市民局において処理する。 

（補則） 

第９条 この条例に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が

定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（失効） 

２ この条例は、第２条の規定による答申が行われた日限り、その効力を失う。 

（招集の特例） 

３ 最初に招集される会議は、第５条第１項の規定にかかわらず、市長が招集する。 
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議  案  第 １９号   

令和 ６年 ２月１５日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

姫路市新美化センター整備基本計画検討委員会条例について 

 

姫路市新美化センター整備基本計画検討委員会条例を次のように制定する。 

 

姫路市新美化センター整備基本計画検討委員会条例 

（設置） 

第１条 市長の附属機関として、姫路市新美化センター整備基本計画検討委員会（以

下「委員会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、市長の諮問に応じ、姫路市新美化センター整備基本計画の策定に

ついて調査し、及び審議し、その結果を市長に答申するものとする。 

（組織） 

第３条 委員会は、委員１５人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

⑴ 学識経験を有する者 

⑵ 各種団体から推薦された者 

⑶ 市民 

⑷ その他市長が必要と認める者 

（委員長及び副委員長） 

第４条 委員会に委員長及び副委員長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたと

きは、その職務を代理する。 
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（委員会の会議） 

第５条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が招集する。 

２ 委員長は、会議の議長となり、議事を整理する。 

３ 会議は、委員の半数以上の出席がなければ開くことができない。 

４ 会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の

決するところによる。 

５ 会議は、これを公開とする。ただし、委員の発議により、出席した委員の過半数

で議決したときは、公開しないことができる。 

（意見聴取） 

第６条 委員会は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させ、説

明又は意見を聴くことができる。 

（部会） 

第７条 委員会は、必要に応じて部会を置くことができる。 

２ 部会は、委員会から付議された事項を所掌する。 

３ 部会に属すべき委員は、委員長が指名する。 

（守秘義務） 

第８条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、

同様とする。 

（庶務） 

第９条 委員会の庶務は、農林水産環境局において処理する。 

（補則） 

第１０条 この条例に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長

が定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（失効） 

２ この条例は、第２条の規定による答申が行われた日限り、その効力を失う。 
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（招集の特例） 

３ 最初に招集される会議は、第５条第１項の規定にかかわらず、市長が招集する。 
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議  案  第 ２０号 

令和 ６年 ２月１５日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

姫路市女性自立支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例 

について 

 

姫路市女性自立支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例を次のように制

定する。 

 

姫路市女性自立支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第６５条第１項の規定

に基づき、女性自立支援施設（困難な問題を抱える女性への支援に関する法律（令

和４年法律第５２号。以下「法」という。）第１２条第１項に規定する女性自立支

援施設をいう。以下同じ。）の設備及び運営に関する基準を定めるものとする。 

（基本方針） 

第２条 女性自立支援施設は、入所者に対し、健全な環境の下で、女性の人権に関す

る高い識見と専門性を有する職員により、社会において入所者の置かれた状況に応

じた自立した生活を送るための支援を含め、適切な支援を行うよう努めなければな

らない。 

２ 女性自立支援施設の職員は、入所者に対し、虐待をしてはならない。 

３ 女性自立支援施設は、自らが入所者の安全の確保について重要な責任を有してい

ることを認識し、市及び関係機関と連携して、入所者が安全に安心して日常生活を

営むことができるようにしなければならない。 

（基準と女性自立支援施設） 

第３条 女性自立支援施設は、この条例に定める基準を超えて、常に、その設備及び
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運営を向上させるよう努めなければならない。 

（構造設備の一般原則） 

第４条 女性自立支援施設の配置、構造及び設備は、日照、採光、換気等入所者の保

健衛生に関する事項、入所者に対する危害の防止及び防災について十分考慮された

ものでなければならない。 

（非常災害対策） 

第５条 女性自立支援施設は、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設け

るとともに、非常災害に関する具体的計画（第１６条第４項において「非常災害計

画」という。）を策定しなければならない。 

２ 女性自立支援施設は、非常災害に備えるため、定期的に避難、救出その他必要な

訓練を行わなければならない。 

（安全計画の策定等） 

第６条 女性自立支援施設は、入所者の安全の確保を図るため、当該女性自立支援施

設の設備の安全点検、職員等に対する施設外での活動、取組等を含めた女性自立支

援施設での生活その他の日常生活における安全に関する指導、職員等の研修及び訓

練その他女性自立支援施設における安全に関する事項についての計画（以下この条

及び第１６条第４項において「安全計画」という。）を策定し、当該安全計画に従

い必要な措置を講じなければならない。 

２ 女性自立支援施設は、職員に対し、安全計画について周知するとともに、前項の

研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

３ 女性自立支援施設は、定期的に安全計画の見直しを行い、必要に応じて安全計画

の変更を行うものとする。 

（苦情への対応） 

第７条 女性自立支援施設は、その行った支援に関する入所者からの苦情に迅速かつ

適切に対応するために、苦情を受け付けるための窓口の設置その他の必要な措置を

講じなければならない。 

２ 女性自立支援施設は、その行った支援に関し、市長から指導又は助言を受けた場

合には、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなければならない。 
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３ 女性自立支援施設は、社会福祉法第８３条に規定する運営適正化委員会が行う同

法第８５条第１項の規定による調査にできる限り協力しなければならない。 

（帳簿の整備） 

第８条 女性自立支援施設は、設備、職員、会計及び入所者の支援の状況に関する帳

簿を整備しなければならない。 

（職員配置の基準） 

第９条 女性自立支援施設に置くべき職員及びその員数は、次のとおりとする。ただ

し、調理業務の全部を委託する女性自立支援施設にあっては、第３号の職員を置か

ないことができる。 

⑴ 施設長 １ 

 ⑵ 入所者の自立支援（法第１２条第１項に規定する自立支援をいう。以下同じ。

）を行う職員 ２以上 

⑶ 栄養士又は調理員 １以上 

⑷ 看護師又は心理療法担当職員 １以上 

⑸ 事務員 １以上 

⑹ 女性自立支援施設のその他の業務を行うために必要な職員 当該女性自立支援

施設の実情に応じた適当数 

２ 女性自立支援施設の職員は、専ら当該女性自立支援施設の職務に従事する者でな

ければならない。ただし、入所者の支援に支障がない場合は、この限りでない。 

（施設長の資格要件） 

第１０条 施設長は、女性自立支援施設を運営するに当たって女性の人権に関する高

い識見と専門性を有する者であって、次に掲げる要件を満たすものでなければなら

ない。 

 ⑴ 社会福祉主事の資格を有する者又は社会福祉事業若しくは困難な問題を抱える

女性への支援に関する活動に３年以上従事した者であること。 

 ⑵ 罰金以上の刑に処せられたことのない者であること。 

 ⑶ 心身ともに健全な者であること。 

（設備の基準） 
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第１１条 女性自立支援施設の建物（入所者の日常生活のために使用しない附属の建

物を除く。）は、耐火建築物（建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第

９号の２に規定する耐火建築物をいう。次項において同じ。）又は準耐火建築物（

同条第９号の３に規定する準耐火建築物をいう。次項において同じ。）としなけれ

ばならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長が、火災予防、消火活動等に関し専門的知識を有

する者の意見を聴いて、次の各号のいずれかの要件を満たす木造かつ平屋建ての女

性自立支援施設の建物であって、火災に係る入所者の安全性が確保されていると認

めたときは、耐火建築物又は準耐火建築物とすることを要しない。 

 ⑴ スプリンクラー設備の設置、天井等の内装材等への難燃性の材料の使用、調理

室等火災が発生するおそれがある箇所における防火区画の設置等により、初期消

火及び延焼の抑制に配慮した構造であること。 

 ⑵ 非常警報設備の設置等による火災の早期発見及び通報の体制が整備されており

、円滑な消火活動が可能なものであること。 

 ⑶ 避難口の増設、搬送を容易に行うために十分な幅員を有する避難路の確保等に

より、円滑な避難が可能な構造であり、かつ、避難訓練を頻繁に実施すること、

配置人員を増員すること等により、火災の際の円滑な避難が可能なものであるこ

と。 

３ 女性自立支援施設には、次に掲げる設備を設けなければならない。 

 ⑴ 事務室 

 ⑵ 相談室 

 ⑶ 宿直室 

 ⑷ 居室 

 ⑸ 集会室兼談話室 

 ⑹ 静養室 

 ⑺ 医務室 

 ⑻ 作業室 

 ⑼ 食堂 
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 ⑽ 調理室 

 ⑾ 洗面所 

 ⑿ 浴室 

 ⒀ 便所 

 ⒁ 洗濯室 

 ⒂ 消火設備その他の非常災害に際して必要な設備 

４ 前項各号に掲げる設備の基準は、次のとおりとする。 

⑴ 居室 

ア 入所者１人当たりの床面積は、収納設備等を除き、おおむね９．９平方メー

トル以上とすること。 

イ 主要な出入口は、避難上有効な空地、廊下又は広間に直接面して設けること。 

  ウ 寝具を収納するための押入れその他の設備のほか、各人ごとに身の回り品を

収納することができる収納設備を設けること。ただし、寝台を設けてある場合

においては、寝具を収納するための設備は、設けることを要しない。 

⑵ 相談室 

室内における談話の漏えいを防ぐための間仕切り等を設けること。 

⑶ 医務室 

入所者を診療するために必要な医薬品、衛生材料及び医療機械器具を備えるこ

と。 

⑷ 食堂及び調理室 

食器、調理器具等の消毒その他食堂及び調理室を常に清潔を保持するために必

要な措置を講じること。 

⑸ その他の設備 

ア 廊下、便所その他必要な場所に常夜灯を設けること。 

イ 火気を使用する部分は、不燃材料を用いること。 

（秘密保持等） 

第１２条 女性自立支援施設の職員は、正当な理由がなく、その業務上知り得た入所

者又はその家族の秘密を漏らしてはならない。 
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２ 女性自立支援施設は、職員であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得

た入所者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じなければ

ならない。 

（居室の入所定員） 

第１３条 一の居室の定員は、原則として１人とする。 

２ 女性自立支援施設の入所の対象となる者が監護すべき児童を同伴する場合等、入

所者の自立支援を行うために必要と認められる場合は、前項の規定にかかわらず、

一の居室の定員を２人以上とすることができる。 

（自立の支援等） 

第１４条 女性自立支援施設は、入所者の意向及び私生活を十分に尊重して、入所者

の心身の健康回復及び生活（就労及び就学を含む。）に関する支援等を行わなけれ

ばならない。 

２ 女性自立支援施設は、入所者の個の尊厳を保ち、心身の状況、本人の意思、希望

及び自立に向けた意向を十分に踏まえた上で、女性自立支援施設における基本的な

共同生活の考え方を示さなければならない。 

３ 女性自立支援施設は、入所者の自立支援を行うため、入所者の意向を踏まえ、各

入所者ごとに個別支援計画を作成しなければならない。 

（食事の提供） 

第１５条 食事は、食品の種類及び調理方法について栄養並びに入所者の身体的状況

及び嗜
し

好を考慮したものでなければならない。 

２ 調理は、あらかじめ作成された献立に従って行わなければならない。 

（業務継続計画の策定等） 

第１６条 女性自立支援施設は、感染症や非常災害の発生時において、入所者に対す

る支援の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図

るための計画（以下この条において「業務継続計画」という。）を策定し、当該業

務継続計画に従い必要な措置を講じなければならない。 

２ 女性自立支援施設は、職員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必

要な研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 
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３ 女性自立支援施設は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務

継続計画の変更を行うものとする。 

４ 業務継続計画は、非常災害計画及び安全計画と一体のものとして策定することが

できる。 

（保健衛生） 

第１７条 女性自立支援施設は、入所者については、毎年２回以上定期に健康診断を

行わなければならない。 

２ 女性自立支援施設は、居室その他入所者が常時使用する設備について、常に清潔

にしなければならない。 

３ 女性自立支援施設は、入所者の使用する食器その他の設備又は飲用に供する水に

ついて、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講ずるとともに、医薬品、

衛生材料及び医療機械器具の管理を適正に行わなければならない。 

４ 女性自立支援施設は、当該女性自立支援施設において感染症又は食中毒が発生し

、又はまん延しないように、職員に対し、感染症及び食中毒の予防及びまん延の防

止のための研修並びに感染症の予防及びまん延の防止のための訓練を定期的に実施

しなければならない。 

（給付金として支払を受けた金銭の管理） 

第１８条 女性自立支援施設は、当該女性自立支援施設の設置者が入所者に係る厚生

労働大臣が定める給付金（以下この条において「給付金」という。）の支給を受け

たときは、給付金として支払を受けた金銭を次に掲げるところにより管理しなけれ

ばならない。 

⑴ 当該入所者に係る当該金銭及びこれに準ずるもの（これらの運用により生じた

収益を含む。以下この条において「入所者に係る金銭」という。）をその他の財

産と区分すること。 

⑵ 入所者に係る金銭を給付金の支給の趣旨に従って用いること。 

⑶ 入所者に係る金銭の収支の状況を明らかにする帳簿を整備すること。 

⑷ 当該入所者が退所した場合には、速やかに、入所者に係る金銭を当該入所者に

取得させること。 
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（関係機関との連携） 

第１９条 女性自立支援施設は、女性相談支援センター、女性相談支援員、困難な問

題を抱える女性への支援に関する活動を行う民間の団体のほか、福祉事務所（社会

福祉法に規定する福祉に関する事務所をいう。）、児童相談所、児童福祉施設（児

童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第７条第１項に規定する児童福祉施設をい

う。）、保健所、医療機関、職業紹介機関（労働施策の総合的な推進並びに労働者

の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律（昭和４１年法律第１３２号）第

２条に規定する職業紹介機関をいう。）、職業訓練機関、教育機関、都道府県警察

、日本司法支援センター（総合法律支援法（平成１６年法律第７４号）第１３条に

規定する日本司法支援センターをいう。）、配偶者暴力相談支援センター（配偶者

からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（平成１３年法律第３１号）第

３条第１項に規定する配偶者暴力相談支援センターをいう。）、母子・父子福祉団

体その他の関係機関及び母子・父子自立支援員、民生委員、児童委員、保護司その

他の関係者と密接に連携しなければならない。 

（暴力団員等の排除） 

第２０条 女性自立支援施設において、施設長は、姫路市暴力団排除条例（平成２４

年姫路市条例第４９号）第７条の暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と社会的に

非難されるべき関係を有する者であってはならない。 

２ 女性自立支援施設は、その運営について、姫路市暴力団排除条例第７条の暴力団

及び暴力団員並びにこれらのものと社会的に非難されるべき関係を有する者の支配

を受けてはならない。 

（電磁的記録） 

第２１条 女性自立支援施設は、作成、保存その他これらに類するもののうち、この

条例の規定において書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その

他文字、図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他

の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規定されている又は想

定されるものについては、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子的方式

、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記
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録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）により行う

ことができる。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （姫路市婦人保護施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の廃止） 

２ 姫路市婦人保護施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年姫路

市条例第５０号）は、廃止する。 

 （施設長の任用に関する経過措置） 

３ この条例の施行の際現に前項の規定による廃止前の姫路市婦人保護施設の設備及

び運営に関する基準を定める条例第９条の規定により施設長に任用されている者は

、第１０条の規定により任用された者とみなす。 

 （女性自立支援施設の建物に関する経過措置） 

４ 女性自立支援施設（法附則第８条第３項の規定により女性自立支援施設とみなさ

れたものに限る。次項において同じ。）の建物であって、平成２５年３月３１日以

前に設置されたものについては、第１１条第１項の規定は、適用しない。 

（居室の面積及び入所人員に関する経過措置） 

５ 女性自立支援施設における居室の床面積及び入所人員については、第１１条第４

項第１号ア及び第１３条の規定にかかわらず、当分の間、附則第２項による廃止前

の姫路市婦人保護施設の設備及び運営に関する基準を定める条例第１０条第４項第

１号ア及び第１１条の規定によることができる。ただし、施設を改築し、又は増築

する場合は、この限りでない。 
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議  案  第 ２１号 

令和 ６年 ２月１５日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

姫路市墓地等の経営の許可等に関する条例について 

 

姫路市墓地等の経営の許可等に関する条例を次のように制定する。 

 

   姫路市墓地等の経営の許可等に関する条例 

（目的） 

第１条 この条例は、墓地、埋葬等に関する法律（昭和２３年法律第４８号。以下「

法」という。）第１０条の規定による墓地、納骨堂又は火葬場（以下「墓地等」と

いう。）の経営等の許可（以下単に「許可」という。）に係る手続、基準等を定め

ることにより、墓地等の安定的かつ永続的な経営の確保及び周辺環境との調和を図

ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において使用する用語は、法において使用する用語の例による。 

（墓地等の経営主体） 

第３条 墓地等を経営しようとする者は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に

定める者でなければならない。ただし、公衆衛生その他公共の福祉の見地から支障

がないと市長が特に認める場合は、この限りでない。 

 ⑴ 墓地 地方公共団体又は宗教法人（宗教法人法（昭和２６年法律第１２６号）

第４条第２項に規定する宗教法人であって、本市の区域内に事務所を有するもの

をいう。以下同じ。） 

⑵ 納骨堂 地方公共団体、宗教法人又は認可地縁団体（地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第２６０条の２第１項の規定により市長の認可を受けた地縁によ

る団体をいう。以下同じ。） 
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⑶ 火葬場 地方公共団体 

（事前協議） 

第４条 許可を申請しようとする者（以下「申請予定者」という。）は、墓地等の設

置、変更又は廃止の計画（以下「設置等計画」という。）について、規則で定める

ところにより、あらかじめ市長と協議しなければならない。 

２ 市長は、前項の協議があったときは、申請予定者に対し、設置等計画について必

要な指導及び助言を行うことができる。 

 （標識の設置） 

第５条 申請予定者は、規則で定めるところにより、設置等計画に係る敷地の外部か

ら見やすい場所に、当該設置等計画の概要を記載した標識を設置しなければならな

い。ただし、公衆衛生上の支障及び周辺環境に及ぼす影響が少ないと市長が認める

場合は、この限りでない。 

２ 前項の標識は、設置等計画に係る許可を申請する日まで設置しなければならない。 

３ 申請予定者は、第１項の規定により標識を設置したときは、規則で定めるところ

により、速やかにその旨を市長に届け出なければならない。 

（周辺住民等への説明） 

第６条 申請予定者は、規則で定めるところにより、設置等計画に係る敷地の境界線

からの水平距離が墓地又は納骨堂にあっては１１０メートル以内、火葬場にあって

は２２０メートル以内の区域に存する土地又は建物を所有し、又は占有する者その

他規則で定める者に対し、当該設置等計画について説明を行わなければならない。

ただし、公衆衛生上の支障及び周辺環境に及ぼす影響が少ないと市長が認める場合

は、この限りでない。 

２ 前項の説明は、前条第１項の規定により標識を設置した日から１４日を経過した

後でなければ、これを行うことができない。 

３ 申請予定者は、第１項の説明を行ったときは、規則で定めるところにより、その

旨を市長に報告しなければならない。 

（許可の基準） 

第７条 市長は、許可の申請があった場合において、第３条に定める者が第４条から
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前条までに定める手続を経ており、かつ、当該申請に係る墓地等が第９条から第１

４条までに定める基準に適合するものでなければ、許可をしてはならない。 

（許可の条件） 

第８条 市長は、許可に際し、公衆衛生その他公共の福祉の見地から必要な範囲内で

条件を付することができる。 

（墓地等の経営の基準）   

第９条 墓地等の経営は、次に掲げる基準によらなければならない。 

⑴ 墓地等を安定的かつ永続的に経営するに足りる経理的基礎を有すること。 

⑵ 墓地等を適正に管理するため必要な体制が整備されていること。 

⑶ 墓地又は納骨堂にあっては、費用、管理方法その他の使用に関する契約の内容

が明確であること。 

（墓地等の設置場所の基準 )  

第１０条 墓地等の設置場所は、次に掲げる基準によらなければならない。 

⑴ 墓地等に係る土地及び建物は、墓地等を経営しようとする者が所有し、かつ、

所有権以外の権利が設定されていないこと。 

⑵ 墓地にあっては、学校、病院その他公共的施設及び住宅の敷地から１１０メー

トル以上離れた場所であり、かつ、国道、県道その他主要な道路及び鉄道に近接

した場所でないこと。 

⑶ 火葬場にあっては、学校、病院その他公共的施設及び住宅の敷地から２２０メ

ートル以上離れた場所であること。 

⑷ 宗教法人が経営しようとする墓地又は納骨堂にあっては、当該宗教法人の事務

所が存する市立中学校の校区内であること。 

⑸ 認可地縁団体が経営しようとする納骨堂にあっては、当該認可地縁団体が経営

する墓地の敷地内又は敷地に隣接する場所であること。 

２ 前項の規定は、住民の宗教的感情に適合し、かつ、土地の状況、墓地等の構造設

備等を勘案し、公衆衛生の見地から支障がないと市長が認める場合においては、適

用しない。 

（墓地の構造設備の基準 )  
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第１１条 墓地の構造設備は、次に掲げる基準によらなければならない。 

⑴ 墓地の周囲に垣、塀等が設けられ、隣地との境界が明らかにされていること。 

⑵ 墳墓を設ける場所（次号において「墓所」という。）の数が、墓地の需要に応

じた適正な数であること。 

⑶ 個々の墓所に接し、かつ、支障なく墓参をすることができる通路が設けられて

いること。 

⑷ 墓地の区域内に緑地等が設けられていること。 

⑸ 管理事務所が設けられていること。 

⑹ ごみ処理設備、給水設備及び排水溝が設けられていること。 

⑺ 飲料水を汚染するおそれがある場合にあっては、汚染防止のため必要な措置が

講じられていること。 

２ 前項の規定は、住民の宗教的感情に適合し、かつ、土地の状況、墓地の構造設備

等を勘案し、公衆衛生の見地から支障がないと市長が認める場合においては、適用

しない。   

（納骨堂の構造設備の基準） 

第１２条 納骨堂の構造設備は、次に掲げる基準によらなければならない。 

⑴ 堅固な建物であること。 

⑵ 十分な換気が行われる設備が設けられていること。 

⑶ 出入口及び焼骨を収蔵する設備に施錠装置が設けられていること。 

⑷ 焼骨を収蔵する区画の数が、納骨堂の需要に応じた適正な数であること。 

２ 前項の規定は、住民の宗教的感情に適合し、かつ、土地の状況、納骨堂の構造設

備等を勘案し、公衆衛生の見地から支障がないと市長が認める場合においては、適

用しない。 

（火葬場の構造設備の基準） 

第１３条 火葬場の構造設備は、次に掲げる基準によらなければならない。 

⑴ 火葬場の周囲に垣、塀等が設けられ、隣地との境界が明らかにされていること。 

⑵ 火葬場の敷地内に緑地等が設けられていること。 

⑶ 十分な防臭及び防じんに係る能力を有する火葬炉が設けられていること。 
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⑷ 残灰庫が設けられていること。 

⑸ 管理事務所及び待合所が設けられていること。 

⑹ ごみ処理設備、給水設備及び排水溝が設けられていること。 

（縮小又は廃止の基準） 

第１４条 墓地等の変更（縮小に係るものに限る。）又は廃止は、次に掲げる基準に

よらなければならない。 

⑴ 墓地又は納骨堂にあっては、縮小又は廃止に係る部分の改葬が完了し、墳墓又

は焼骨を収蔵する設備を撤去するものであること。 

⑵ 火葬場にあっては、縮小又は廃止に係る火葬設備を撤去するものであること。 

２ 前項の規定は、廃止しようとする墓地等について、新たに許可を受ける者がある

場合においては、適用しない。 

（完了検査等） 

第１５条 許可を受けた者は、当該許可に係る墓地等の工事が完了したときは、規則

で定めるところにより、速やかに市長の検査を申請しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、当該墓地等が許可の内容に適合

しているかどうかについて検査し、適合していると認めたときは、許可を受けた者

にその旨を通知するものとする。 

３ 許可を受けた者は、前項の規定による通知を受けた後でなければ当該許可に係る

墓地等を使用してはならない。 

（みなし許可の届出） 

第１６条 法第１１条の規定により許可があったものとみなされた墓地又は火葬場に

係る事業の認可又は承認を受けた者は、規則で定めるところにより、その旨を市長

に届け出なければならない。 

２ 前項の規定による届出に係る墓地又は火葬場を経営しようとする者は、規則で定

めるところにより、その旨を市長に届け出なければならない。 

（墓地等の変更の届出） 

第１７条 墓地等の経営者（許可を受けた者及び前条第２項の規定による届出を行っ

た者をいう。以下この条及び次条において同じ。）は、次に掲げる事項を変更した
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ときは、規則で定めるところにより、その旨を市長に届け出なければならない。 

⑴ 墓地等の名称  

⑵ 墓地等の経営者の名称、所在地又は代表者の氏名 

⑶ 法第１２条に規定する管理者の氏名又は住所 

⑷ 第１１条第１項各号、第１２条第１項各号又は第１３条各号に掲げる墓地等の

構造設備 

⑸ その他規則で定める事項 

（名義貸しの禁止） 

第１８条 墓地等の経営者は、自己の名義をもって、他人に墓地等を経営させてはな

らない。 

２ 市長は、前項の規定に違反すると認めるときは、次に掲げる事項を公表すること

ができる。 

⑴ 墓地等の名称及び所在地 

⑵ 墓地等の経営者の名称、所在地及び代表者の氏名 

⑶ その他市長が必要と認める事項 

３ 市長は、前項の規定により公表しようとするときは、あらかじめ墓地等の経営者

にその旨を通知し、意見を述べる機会を与えるものとする。 

（立入検査等） 

第１９条 市長は、公衆衛生その他公共の福祉の見地から必要があると認めるときは

、当該職員に墓地若しくは納骨堂又は許可を受けることなく墓地等に相当する区域

若しくは施設（次条において「無許可施設等」という。）に立ち入り、その区域若

しくは施設、帳簿、書類その他の物件を検査させ、又はその管理者から必要な報告

を求めることができる。 

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証票を携帯し、関係人

の請求があったときは、これを提示しなければならない。 

３ 第１項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈

してはならない。 

（命令） 
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第２０条 市長は、公衆衛生その他公共の福祉の見地から必要があると認めるときは

、無許可施設等の整備改善又はその全部若しくは一部の使用の制限若しくは禁止を

命じることができる。 

（過料） 

第２１条 次の各号のいずれかに該当する者は、２万円以下の過料に処する。 

⑴ 第１５条第３項の規定に違反した者 

⑵ 第１８条第１項の規定に違反した者 

⑶ 第１９条第１項の規定による立入検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者又は

同項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をした者 

⑷ 前条の規定による命令に違反した者 

２ 次の各号のいずれかに該当する者は、１万円以下の過料に処する。 

⑴ 第１６条第２項の規定に違反した者 

⑵ 第１７条の規定に違反した者 

（委任） 

第２２条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年１０月１日から施行する。 

（経過措置）   

２ この条例の施行の際現に許可を受けて経営している墓地等のうち、第３条及び第

９条から第１３条までの規定に適合しないものについては、これらの規定（その適

合しない部分に限る。）は、適用しない。ただし、この条例の施行の日（以下「施

行日」という。）以後に墓地等の変更（拡張に係るものに限る。）の許可を行う場

合における当該変更に係る部分については、この限りでない。 

３ 施行日前にされた申請については、第３条から第１５条までの規定は、適用しな

い。 

４ 施行日前にされた申請に係る許可を受けた者については、第１７条第４号及び第

５号の規定は、適用しない。 
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議  案  第 ２２号 

令和 ６年 ２月１５日   

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

姫路市職員定数条例の一部を改正する条例について 

 

姫路市職員定数条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

姫路市職員定数条例の一部を改正する条例 

姫路市職員定数条例（昭和２４年姫路市条例第３１号）の一部を次のように改正す

る。 

第２条第１号中「２３０人」を「２９０人」に改める。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議  案  第 ２３号 

令和 ６年 ２月１５日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

  姫路市職員退職手当条例の一部を改正する条例について 

 

姫路市職員退職手当条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

姫路市職員退職手当条例の一部を改正する条例 

 姫路市職員退職手当条例（昭和３８年姫路市条例第４２号）の一部を次のように改

正する。 

第７条第１１項中「６０年」を「６５年」に改める。 

附則に次の１条を加える。 

（地方公営企業の管理者等に係る勤続期間の計算に関する経過措置） 

第３４条 令和１３年３月３１日までの間における第７条第１１項の規定の適用につ

いては、次の表の左欄に掲げる期間の区分に応じ、同項中「６５年」とあるのは、

それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

令和７年３月３１日まで ６１年 

令和７年４月１日から令和９年３月３１日まで ６２年 

令和９年４月１日から令和１１年３月３１日まで ６３年 

令和１１年４月１日から令和１３年３月３１日まで ６４年 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議  案  第 ２４号 

令和 ６年 ２月１５日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

  姫路市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例につ 

  いて 

 

姫路市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定す

る。 

 

姫路市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例 

 姫路市職員の特殊勤務手当に関する条例（平成１８年姫路市条例第６号）の一部を

次のように改正する。 

第３条第２項第１号中「２６４，２００円」を「２６６，１００円」に改め、同項

第２号中「２２３，２００円」を「２２４，６００円」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の第３条第２項の規定は、この条例の施行の日以後の勤務

に係る医師手当の支給について適用し、同日前の勤務に係る医師手当の支給につい

ては、なお従前の例による。 
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議  案  第 ２５号 

令和 ６年 ２月１５日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

  姫路市職員の育児休業等に関する条例及び姫路市会計年度任用職員 

の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例について 

 

 姫路市職員の育児休業等に関する条例及び姫路市会計年度任用職員の給与及び費用

弁償に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

   姫路市職員の育児休業等に関する条例及び姫路市会計年度任用職員 

の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例 

（姫路市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第１条 姫路市職員の育児休業等に関する条例（平成４年姫路市条例第１号）の一部

を次のように改正する。 

  第７条第１項中「、学校職員給与条例」を「学校職員給与条例」に改め、「準用

する給与条例第１５条第１項」の次に「、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１

号）第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員（以下「会計年度任用職員」

という。）の場合にあっては姫路市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する

条例（令和元年姫路市条例第１６号）第５条又は第８条において準用する給与条例

第１５条第１項」を加え、同条第２項中「、学校職員給与条例」を「学校職員給与

条例」に改め、「準用する給与条例第１５条の４第１項」の次に「、会計年度任用

職員の場合にあっては姫路市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例第

５条又は第８条において準用する給与条例第１５条の４第１項」を加え、「（地方

公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２条の２第１項に規定する会計年度任

用職員（以下「会計年度任用職員」という。）を除く。）」を削る。 

（姫路市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部改正） 
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を 

に 

第２条 姫路市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年姫路市

条例第１６号）の一部を次のように改正する。 

第３条各号中「及び期末手当」を「、期末手当及び勤勉手当」に改める。 

第４条第１号中「２５３，６００円以上５７１，６００円」を「２６４，７００

円以上５７３，２００円」に改め、同条第２号中「１４９，７００円以上３８１，

０００円」を「１６１，７００円以上３８２，０００円」に改め、同条第３号中「

１５０，１００円以上３８１，０００円」を「１６２，１００円以上３８２，００

０円」に改める。 

第５条中「第１５条の３」を「第１５条の４」に改め、「第５項」の次に「並び

に第１５条の４第２項第１号及び第２号並びに第４項」を加え、同条の表中 

「  

第１８条 、期末手当及び勤勉

手当 

及び勤勉手当 

                                    」 

「 

第１５条

の４第１

項 

この条及び附則第３

４項第４号 

この条 

第１５条

の４第２

項各号列

記以外の

部分 

次の各号に掲げる職

員の区分ごとの総額 

フルタイムの会計年度任用職員の総

額 

それぞれ当該各号に

定める額 

当該フルタイムの会計年度任用職員

の勤勉手当基礎額に１００分の１０

２．５を乗じて得た額の総額 

                                    」 

改める。 

 第８条中「第１５条の３」を「第１５条の４」に改め、「第５項」の次に「並び 

に第１５条の４第２項第１号及び第２号並びに第４項」を加え、同条の表第１５条

第４項の項の次に次のように加える。 
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 第８条の表第１８条第２項第３号の項を削る。 

 第１０条中「及び期末手当」を「、期末手当及び勤勉手当」に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

第１５条の

４第１項 

この条及び附則第３４

項第４号 

この条 

第１５条の

４第２項各

号列記以外

の部分 

次の各号に掲げる職員

の区分ごとの総額 

パートタイムの会計年度任用職員の総

額 

それぞれ当該各号に定

める額 

当該パートタイムの会計年度任用職員

の勤勉手当基礎額に１００分の１０２ 

．５を乗じて得た額の総額 

第１５条の

４第３項 

給料の月額及びこれに

対する地域手当の月額 

報酬の基本月額及びこれに対する地域

手当に相当する報酬 
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議  案  第 ２６号 

令和 ６年 ２月１５日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

姫路市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例の一部を改正す

る条例について 

 

姫路市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例の一部を改正する条例を次のよ

うに制定する。 

 

姫路市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例の一部を改正す

る条例 

姫路市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例（令和２年姫路市条例第３号）

の一部を次のように改正する。 

 第１条中「第２４３条の２第１項」を「第２４３条の２の７第１項」に、「第２４

３条の２の２第３項」を「第２４３条の２の８第３項」に改める。 

 第２条第１号中「第１７３条第１項第１号」を「第１７３条の４第１項第１号」に

改める。 

附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議  案  第 ２７号 

令和 ６年 ２月１５日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条

例の一部を改正する条例について 

 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく

個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例を次のよ

うに制定する。 

 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条

例の一部を改正する条例 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく

個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成２７年姫路市条例第６４

号）の一部を次のように改正する。 

第２条中「、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ」を「使用

する用語は、法において使用する用語の例」に改め、同条各号を削る。 

第４条第１項中「法別表第２の第２欄に掲げる事務」を「特定個人番号利用事務（

法第１９条第８号に規定する特定個人番号利用事務をいう。第３項において同じ。）

」に改め、同条第３項中「法別表第２の第２欄に掲げる事務」を「特定個人番号利用

事務」に、「同表の第４欄に掲げる特定個人情報（生活保護関係情報には、」を「利

用特定個人情報（法第１９条第８号に規定する利用特定個人情報をいい、生活保護関

係情報には」に、「当該特定個人情報」を「当該利用特定個人情報」に改める。 

 別表第１中 
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「 

小児慢性特定疾病児童等（児童福祉法（昭和２２年法律第１６

４号）に定める小児慢性特定疾病児童等をいう。以下同じ。）

及び難病（難病の患者に対する医療等に関する法律（平成２６

年法律第５０号）に定める難病をいう。以下同じ。）の患者の

福祉金の支給に関する事務であって規則で定めるもの 

を 

小児慢性特定疾病児童等の日常生活支援用具の給付に関する事

務であって規則で定めるもの 

                               」 

「 

小児慢性特定疾病児童等（児童福祉法（昭和２２年法律第１６

４号）に定める小児慢性特定疾病児童等をいう。以下同じ。）

の日常生活支援用具の給付に関する事務であって規則で定める

もの 

 

に改める。 

                               」 

別表第２市長の款小児慢性特定疾病児童等及び難病の患者の福祉金の支給に関する

事務であって規則で定めるものの項を削り、同款障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律による地域生活支援事業の実施に関する事務であって規則

で定めるものの項中「難病の患者に対する医療等に関する法律」の次に「（平成２６

年法律第５０号）」を加える。 

別表第３教育委員会の款学校保健安全法（昭和３３年法律第５６号）による医療に

要する費用についての援助に関する事務であって規則で定めるものの項中「地方税関

係情報」の次に「、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第７条第４号に規定

する事項（以下「住民票関係情報」という。）」を加え、同款姫路市立高等学校授業

料等徴収条例による授業料等の徴収に関する事務であって規則で定めるものの項及び

義務教育を受けることが困難な児童及び生徒の就学援助に関する事務であって規則で

定めるものの項中「地方税関係情報」の次に「、住民票関係情報」を加える。 

附 則 
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この条例中別表第１から別表第３までの改正規定は令和６年４月１日から、第２条

及び第４条の改正規定は行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等

に関する法律等の一部を改正する法律（令和５年法律第４８号）の施行の日から施行

する。 
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                         議  案  第 ２８号   

                         令和 ６年 ２月１５日   

                                       

                      姫路市長  清 元 秀 泰    

                                       

   姫路市戸籍手数料等徴収条例の一部を改正する条例について 

   

 姫路市戸籍手数料等徴収条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

   

   姫路市戸籍手数料等徴収条例の一部を改正する条例 

 姫路市戸籍手数料等徴収条例（平成１２年姫路市条例第４号）の一部を次のように

改正する。 

 第２条第１号ア中「磁気ディスクをもって調製された戸籍に記録されている事項の

全部若しくは一部を証明した書面」を「戸籍証明書」に改め、同号キ中「届書」の次

に「その他市長の受理した書類の閲覧又は届書等情報の内容を表示したもの」を、「

書類」の次に「又は届書等情報の内容を表示したもの」を加え、同号中キをクとし、

カを削り、同号オ中「又は届書」を「、届書その他市長の受理した書類」に、「（カ

に定めるものを除く。）」を「の交付又は届書等情報の内容の証明書」に改め、「３

５０円」の次に「（婚姻、離婚、養子縁組、養子離縁又は認知の届出の受理の証明書

であって、上質紙を用いて交付する場合は１，４００円）」を加え、同号中オをキと

し、エをオとし、オの次に次のように加える。 

カ 除籍電子証明書提供用識別符号の発行（電子情報処理組織を使用する方法

により除籍電子証明書提供用識別符号の発行を行う場合（当該発行に係る除

籍電子証明書の請求が電子情報処理組織を使用する方法により行われた場合

に限る。）における当該発行及び除籍電子証明書提供用識別符号の発行に係

る除籍電子証明書の請求を行う者が同時に当該除籍電子証明書が証明する事

項と同一の事項を証明する除かれた戸籍の謄本若しくは抄本又は除籍証明書

の請求を行う場合における当該発行を除く。） 除籍電子証明書提供用識別
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符号１件につき７００円 

第２条第１号ウ中「磁気ディスクをもって調製された除かれた戸籍に記録されてい

る事項の全部若しくは一部を証明した書面」を「除籍証明書」に改め、同号中ウをエ

とし、イの次に次のように加える。 

ウ 戸籍電子証明書提供用識別符号の発行（地方公共団体の手数料の標準に関す

る政令に規定する総務省令で定める金額等を定める省令（平成１２年自治省令

第５号）第１条の２に定める電子情報処理組織を使用する方法（以下単に「電

子情報処理組織を使用する方法」という。）により戸籍電子証明書提供用識別

符号の発行を行う場合（当該発行に係る戸籍電子証明書の請求が電子情報処理

組織を使用する方法により行われた場合に限る。）における当該発行及び戸籍

電子証明書提供用識別符号の発行に係る戸籍電子証明書の請求を行う者が同時

に当該戸籍電子証明書が証明する事項と同一の事項を証明する戸籍の謄本若し

くは抄本又は戸籍証明書の請求を行う場合における当該発行を除く。） 戸籍

電子証明書提供用識別符号１件につき４００円 

第３条第１項中「同条第１号キ」を「同条第１号ク」に改め、「交付」の次に「又 

は符号の発行」を加え、同条第２項中「前条第１号キ」を「前条第１号ク」に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和６年３月１日から施行する。 
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議  案  第 ２９号 

令和 ６年 ２月１５日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

姫路市霊苑えい地清掃基金条例の一部を改正する条例について 

 

姫路市霊苑えい地清掃基金条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

姫路市霊苑えい地清掃基金条例の一部を改正する条例 

姫路市霊苑えい地清掃基金条例（昭和４４年姫路市条例第５号）の一部を次のよう

に改正する。 

 題名を次のように改める。 

   姫路市霊苑基金条例 

 第１条中「のえい地清掃事業（以下「事業」という。）」を「に係るえい地の清掃

、永代使用料の還付及び施設等の整備」に、「姫路市霊苑えい地清掃基金」を「姫路

市霊苑基金」に改める。 

 第２条を次のように改める。 

 （積立て） 

第２条 基金は、一般会計歳入歳出予算の定めるところにより積み立てるものとする。 

２ 前条の趣旨に添う寄附金は、基金に追加して積み立てることができる。 

第５条を第７条とし、第４条の次に次の２条を加える。 

 （運用益金の処理） 

第５条 基金の運用から生ずる収益は、一般会計歳入歳出予算に計上して、基金に積

み立てるものとする。 

 （処分） 

第６条 基金は、第１条の目的を達成するために必要な場合に限り、処分することが

できる。 
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附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議  案  第 ３０号   

令和 ６年 ２月１５日   

 

姫路市長  清 元 秀 泰    

 

姫路市立家島老人の家条例の一部を改正する条例について 

 

姫路市立家島老人の家条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

姫路市立家島老人の家条例の一部を改正する条例 

姫路市立家島老人の家条例（平成１８年姫路市条例第４４号）の一部を次のように

改正する。 

 第２条の表を次のように改める。 

名称 姫路市立家島坊勢老人の家 

位置 姫路市家島町坊勢７０１番地２０８ 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議  案  第 ３１号 

令和 ６年 ２月１５日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

姫路市立老人福祉センター条例の一部を改正する条例について 

 

姫路市立老人福祉センター条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

姫路市立老人福祉センター条例の一部を改正する条例 

 姫路市立老人福祉センター条例（平成１８年姫路市条例第４６号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 第２条の表を次のように改める。 

名称 姫路市立家島老人福祉センター 

位置 姫路市家島町真浦１７６９番地 

第４条及び第５条を次のように改める。 

（開館時間） 

第４条 センターの開館時間は、午前９時から午後４時までとする。ただし、市長が

必要と認めるときは、これを変更することができる。 

（休館日） 

第５条 センターの休館日は、次に掲げるとおりとする。ただし、市長が必要と認め

るときは、これを変更し、又は臨時に休館日を設けることができる。 

⑴ 日曜日及び土曜日 

⑵ 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 

⑶ ８月１４日から同月１６日まで 

⑷ １２月２９日から翌年１月３日まで 

第６条第１項中「別表第２第１項及び第２項の表区分の欄」を「別表区分の欄」に

改める。 

－39－



第１０条第１項中「別表第２」を「別表」に改める。 

別表第２を削り、別表第１を次のように改める。 

別表（第１０条関係） 

区分 ４時間以内につき 

老人及び障害者 一般 

    円 

和室 無料 ３，５６０ 

集会室 ６，１１０ 

会議室 １，８３０ 

調理室 ２，５４０ 

備考 

１ 「老人」とは、６０歳以上の者をいう。 

２ 「障害者」とは、次に掲げる者をいう。 

⑴ 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項の規定に

基づき身体障害者手帳の交付を受けた者。ただし、同条の規定により身体

に障害のある１５歳未満の者につき、本人以外の者が身体障害者手帳の交

付を受けた場合にあっては、本人とする。 

⑵ 知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）第１２条第１項に規定する

知的障害者更生相談所又は児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第１

２条第１項に規定する児童相談所において療育手帳の交付を受けた者 

⑶ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）

第４５条第２項の規定に基づき精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者 

３ 「一般」とは、老人及び障害者以外の者をいう。 

４ 冷暖房を使用する場合の使用料は、当該使用区分に係る使用料の額に当該使

用料の２割に相当する額を加算した額とする。 

５ 使用時間が４時間を超える場合における当該超過時間に係る使用料は、当該

使用区分に係る使用料（前項に該当するときは、同項により計算された額）を

４で除して得た額に超過時間を乗じて得た額とする。この場合において、超過
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時間の計算は、１時間未満のときはこれを１時間とし、１時間を超える場合で 

１時間に満たない端数時間があるときはその端数時間を１時間として計算する。 

６ 前項における使用料の算定において、算出した使用料の合計額に１０円未満

の端数が生じたときは、これを四捨五入する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （姫路市立家島交流センター条例の一部改正） 

２ 姫路市立家島交流センター条例（令和５年姫路市条例第３９号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  附則第３項を次のように改める。 

  （姫路市立老人福祉センター条例の廃止） 

３ 姫路市立老人福祉センター条例（平成１８年姫路市条例第４６号）は、廃止す

る。 
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議  案  第 ３２号 

令和 ６年 ２月１５日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

姫路市農村公園条例の一部を改正する条例について 

 

姫路市農村公園条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

姫路市農村公園条例の一部を改正する条例 

姫路市農村公園条例（平成１８年姫路市条例第５０号）の一部を次のように改正す

る。 

 第８条から第１４条までを削り、第１５条を第８条とする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日前にこの条例による改正前の姫路市農村公園条例第１１条第

１項の規定により指定された指定管理者（以下「施行日前の指定管理者」という。

）に係る同条例第１３条に規定する事業報告書を提出しなければならない義務並び

に施行日前の指定管理者の役員及び職員であった者に係る同条例第１４条に規定す

る秘密を他に漏らしてはならない義務については、なお従前の例による。 
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議  案  第 ３３号 

令和 ６年 ２月１５日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

姫路市福祉医療費助成条例の一部を改正する条例について 

 

姫路市福祉医療費助成条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

姫路市福祉医療費助成条例の一部を改正する条例 

 姫路市福祉医療費助成条例（昭和４８年姫路市条例第３２号）の一部を次のように

改正する。 

第１条中「乳幼児、こども等」を「こども」に改める。 

第２条第５号を削り、同条第６号中「３歳の誕生日の属する月の翌月の初日から１

５歳」を「出生の日から１８歳」に改め、同号を同条第５号とし、同条第７号及び第

８号を削り、同条第９号を同条第６号とし、同条第１０号中「乳幼児、こども等」を

「こども」に改め、同号を同条第７号とし、同条第１１号を同条第８号とし、同条第

１２号から第１５号までを３号ずつ繰り上げる。 

第３条第１項第１号中「乳幼児又はこども等」を「こども」に、「こども等」を「

こども」に改め、「（高校生等に係る入院以外の療養にあっては、当該高校生等の保

護者に現に監護し、又は生計を維持する乳幼児及びこども等並びに生計を維持する子

（以下「被生計維持者」という。）が３人以上ある場合に限る。）」を削り、同項第

２号及び第３号中「乳幼児及びこども等」を「こども」に改め、同条第５項第１号中

「第４３条第２号」を「第４３条」に、「医療型児童発達支援センター」を「児童発

達支援センター」に改め、同項第６号を削り、同条第６項中「第６号」を「第５号」

に改め、同条第７項中「及び第６号」を削り、同条第８項中「及び第６号」を削り、

「、重度障害者の民法」を「又は重度障害者の民法」に改め、「、こども等の同項に

定める扶養義務者で当該こども等の生計を維持するもの又はこども等の保護者」を削
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り、同条第９項中「及び第６号」を削る。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年７月１日から施行する。ただし、第３条第５項第１号の改

正規定は、同年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の第３条（第５項第１号を除く。）の規定は、この条例の

施行の日以後に行われる医療に係る福祉医療費の支給について適用し、同日前に行

われる医療に係る福祉医療費の支給については、なお従前の例による。 

 （行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づ

く個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部改正） 

３ 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づ

く個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成２７年姫路市条例第

６４号）の一部を次のように改正する。 

  別表第１市長の項並びに別表第２市長の款姫路市福祉医療費助成条例による乳児

及びこども等の医療費の助成に関する事務であって規則で定めるものの項及び国民

健康保険法による保険給付の支給又は保険料の徴収に関する事務であって規則で定

めるものの項中「乳児及びこども等」を「こども」に改める。 
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議  案  第 ３４号 

令和 ６年 ２月１５日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

姫路市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関す

る基準を定める条例等の一部を改正する条例について 

 

姫路市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準を定める

条例等の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

姫路市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関す

る基準を定める条例等の一部を改正する条例 

（姫路市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準を定め

る条例の一部改正） 

第１条 姫路市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準を

定める条例（平成２４年姫路市条例第６１号）の一部を次のように改正する。 

目次中「第１４９条の４」を「第１４９条の５」に、 

「 第６節 基準該当障害福祉サービスに関する基準（第１６０条―第１６１ 

条）                           」 

「 第６節 基準該当障害福祉サービスに関する基準（第１６０条―第１６１ 

条） 

第９章の２ 就労選択支援 

第１節 基本方針（第１６１条の２）                 に 

第２節 人員に関する基準（第１６１条の３・第１６１条の４） 

第３節 設備に関する基準（第１６１条の５） 

第４節 運営に関する基準（第１６１条の６―第１６１条の９）    」 

 改める。 

を 
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第２条第１項第３号中「第５条第２３項」を「第５条第２４項」に改め、同項第

１７号中「、指定通所支援基準第５５条に規定する指定医療型児童発達支援の事業

」を削る。 

第３条第１項中「及び第４章並びに第７章」を「、第４章、第８章、第９章及び

第１０章」に改める。 

第７条第１項中「同一敷地内にある他の」を「当該指定居宅介護事業所以外の」

に改める。 

第８条中「において、重度訪問介護」の次に「に係る指定障害福祉サービスの事

業」を加える。 

第２６条中第４号を第５号とし、第３号を第４号とし、第２号を第３号とし、第

１号の次に次の１号を加える。 

⑵ 指定居宅介護の提供に当たっては、利用者が自立した日常生活又は社会生活

を営むことができるよう、利用者の意思決定の支援に配慮すること。 

第２７条第２項中「当該居宅介護計画を」の次に「利用者及びその同居の家族並

びに当該利用者又は障害児の保護者に対して指定計画相談支援（法第５１条の１７

第２項に規定する指定計画相談支援をいう。以下同じ。）又は指定障害児相談支援

（児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２４条の２６第２項に規定する指定

障害児相談支援をいう。）を行う者（以下これらを総称して「指定特定相談支援事

業者等」という。）に」を加え、同条第３項中「居宅介護計画作成後」を「第１項

の居宅介護計画の作成後」に改める。 

第３１条に次の１項を加える。 

４ サービス提供責任者は、業務を行うに当たっては、利用者の自己決定の尊重を

原則とした上で、利用者が自ら意思を決定することに困難を抱える場合には、適

切に利用者への意思決定の支援が行われるよう努めなければならない。 

第４０条第４項中「市長」を「都道府県知事」に改める。 

第４６条第１項中「同一敷地内にある他の」を「当該基準該当居宅介護事業所以

外の」に改める。 

第４９条第２項中「ほか、重度訪問介護」の次に「に係る基準該当障害福祉サー

－46－



ビスの事業」を加える。 

第５１条第７項中「（昭和２２年法律第１６４号）」を削り、同条第８項中「第

６条の２の２第３項」を「第７条第２項」に改める。 

第５９条中第３項を第４項とし、第２項を第３項とし、第１項の次に次の１項を

加える。 

２ 指定療養介護事業者は、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことが

できるよう、利用者の意思決定の支援に配慮しなければならない。 

第６０条第２項中「行い」を「行うとともに、利用者の自己決定の尊重及び意思

決定の支援に配慮しつつ」に改め、同条第１０項中「第７項」を「第８項」に、「

第８項」を「第９項」に改め、同項を同条第１１項とし、同条中第９項を第１０項

とし、第８項を第９項とし、同条第７項中「利用者」の次に「及び指定特定相談支

援事業者等」を加え、同項を同条第８項とし、同条第６項中「第４項」を「第５項

」に改め、同項を同条第７項とし、同条第５項中「利用者」の次に「及び当該利用

者」を、「開催し」の次に「、当該利用者の生活に対する意向等を改めて確認する

とともに」を加え、同項を同条第６項とし、同条中第４項を第５項とし、第３項を

第４項とし、第２項の次に次の１項を加える。 

 ３ アセスメントに当たっては、利用者が自ら意思を決定することに困難を抱える

場合には、適切に意思決定の支援を行うため、当該利用者の意思及び選好並びに

判断能力等について丁寧に把握しなければならない。 

第６１条に次の１項を加える。 

２ サービス管理責任者は、業務を行うに当たっては、利用者の自己決定の尊重を

原則とした上で、利用者が自ら意思を決定することに困難を抱える場合には、適

切に利用者への意思決定の支援が行われるよう努めなければならない。 

第８０条第１項第２号及び第４項中「又は作業療法士」を「、作業療法士又は言

語聴覚士」に改める。 

第８７条の２第１項中「障害者就業・生活支援センター等」を「障害者就業・生

活支援センター（障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２３号

）第２７条第２項に規定する障害者就業・生活支援センターをいう。以下同じ。）
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等」に改める。 

第９５条の４第１項第１号及び第２号中「第１４９条の３」を「第１４９条の４

」に改める。 

第１０６条中第３項を第４項とし、第２項を第３項とし、第１項の次に次の１項

を加える。 

２ 指定短期入所事業者は、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことが

できるよう、利用者の意思決定の支援に配慮しなければならない。 

第１２０条中第３項を第４項とし、第２項を第３項とし、第１項の次に次の１項

を加える。 

２ 指定重度障害者等包括支援事業者は、利用者が自立した日常生活又は社会生活

を営むことができるよう、利用者の意思決定の支援に配慮しなければならない。 

第１２１条第２項中「当該重度障害者等包括支援計画を」の次に「利用者及びそ

の同居の家族並びに指定特定相談支援事業者等に」を加える。 

第１２３条中「第３０条」の次に「、第３１条第４項」を加える。 

第１４３条第１項第１号及び第４項中「又は作業療法士」を「、作業療法士又は

言語聴覚士」に改める。 

第１４９条中「同条第８項」を「同条第９項」に改める。 

第１４９条の４を第１４９条の５とし、第１４９条の３を第１４９条の４とし、

第１４９条の２の次に次の１条を加える。 

（共生型自立訓練（機能訓練）の事業を行う指定通所リハビリテーション事業者

の基準） 

第１４９条の３ 共生型自立訓練（機能訓練）の事業を行う指定通所リハビリテー

ション事業者（指定居宅サービス等基準第１１１条第１項に規定する指定通所リ

ハビリテーション事業者をいう。以下同じ。）が当該事業に関して満たすべき基

準は、次のとおりとする。 

⑴ 指定通所リハビリテーション事業所（指定居宅サービス等基準第１１１条第

１項に規定する指定通所リハビリテーション事業所をいう。以下同じ。）の専

用の部屋等の面積（当該指定通所リハビリテーション事業所が介護老人保健施
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設（介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８条第２８項に規定する介護老

人保健施設をいう。）又は介護医療院（同条第２９項に規定する介護医療院を

いう。）である場合にあっては、当該専用の部屋等の面積に利用者用に確保さ

れている食堂（リハビリテーションに供用されるものに限る。）の面積を加え

るものとする。第１５０条第２号において同じ。）を、指定通所リハビリテー

ション（指定居宅サービス等基準第１１０条に規定する指定通所リハビリテー

ションをいう。以下同じ。）の利用者の数と共生型自立訓練（機能訓練）の利

用者の数の合計数で除して得た面積が３平方メートル以上であること。 

⑵ 指定通所リハビリテーション事業所の従業者の員数が、当該指定通所リハビ

リテーション事業所が提供する指定通所リハビリテーションの利用者の数を指

定通所リハビリテーションの利用者の数及び共生型自立訓練（機能訓練）の利

用者の数の合計数であるとした場合における当該指定通所リハビリテーション

事業所として必要とされる数以上であること。 

⑶ 共生型自立訓練（機能訓練）の利用者に対して適切なサービスを提供するた

め、指定自立訓練（機能訓練）事業所その他の関係施設から必要な技術的支援

を受けていること。 

第１５０条中「基準該当障害福祉サービス（」の次に「第１５０条の３に規定す

る病院等基準該当自立訓練（機能訓練）及び」を加え、同条第１号中「指定通所介

護事業者等」の次に「又は指定通所リハビリテーション事業者」を、「指定通所介

護等」の次に「又は指定通所リハビリテーション」を加え、同条第２号中「機能訓

練室」の次に「又は指定通所リハビリテーション事業所の専用の部屋等」を、「指

定通所介護等」の次に「又は指定通所リハビリテーション」を加え、同条第３号中

「指定通所介護事業所等」の次に「又は指定通所リハビリテーション事業所」を、

「当該指定通所介護事業所等」の次に「又は当該指定通所リハビリテーション事業 

所」を、「指定通所介護等」の次に「又は指定通所リハビリテーション」を加える。 

第１５０条の２の次に次の１条を加える。 

（病院又は診療所における基準該当障害福祉サービス（自立訓練）に関する基準） 

第１５０条の３ 地域において自立訓練（機能訓練）が提供されていないこと等に
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より自立訓練（機能訓練）を受けることが困難な障害者に対して病院又は診療所

（以下「病院等基準該当自立訓練（機能訓練）事業者」という。）が行う自立訓

練（機能訓練）に係る基準該当障害福祉サービス（以下この条において「病院等

基準該当自立訓練（機能訓練）」という。）に関して病院等基準該当自立訓練（

機能訓練）事業者が満たすべき基準は、次のとおりとする。 

⑴ 病院等基準該当自立訓練（機能訓練）を行う事業所（次号において「病院等

基準該当自立訓練（機能訓練）事業所」という。）の専用の部屋等の面積を、

病院等基準該当自立訓練（機能訓練）を受ける利用者の数で除して得た面積が

３平方メートル以上であること。 

⑵ 病院等基準該当自立訓練（機能訓練）事業所ごとに、管理者及び次のア又は

イに掲げる場合の区分に応じて当該ア又はイに掲げる基準を満たす人員を配置

していること。 

ア 利用者の数が１０人以下の場合 専ら当該病院等基準該当自立訓練（機能

訓練）の提供に当たる理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士又は看護

職員若しくは介護職員が１以上確保されていること。 

イ 利用者の数が１０人を超える場合 専ら当該病院等基準該当自立訓練（機

能訓練）の提供に当たる理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士又は看

護職員若しくは介護職員が、利用者の数を１０で除した数以上確保されてい

ること。 

⑶ 病院等基準該当自立訓練（機能訓練）を受ける利用者に対して適切なサービ

スを提供するため、指定自立訓練（機能訓練）事業所その他の関係施設から必

要な技術的支援を受けていること。 

第１５９条中「同条第８項」を「同条第９項」に改める。 

  第９章の次に次の１章を加える。 

    第９章の２ 就労選択支援 

第１節 基本方針 

（基本方針） 

第１６１条の２ 就労選択支援に係る指定障害福祉サービス（以下「指定就労選択
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支援」という。）の事業は、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むこと

ができるよう、規則第６条の７の２に規定する者につき、短期間の生産活動その

他の活動の機会の提供を通じて、就労に関する適性、知識及び能力の評価並びに

規則第６条の７の３に規定する事項の整理を行い、又はこれに併せて、当該評価

及び当該整理の結果に基づき、規則第６条の７の４に規定する便宜を適切かつ効

果的に供与するものでなければならない。 

第２節 人員に関する基準 

（従業者の員数） 

第１６１条の３ 指定就労選択支援の事業を行う者（以下「指定就労選択支援事業

者」という。）が当該事業を行う事業所（以下「指定就労選択支援事業所」とい

う。）に置くべき就労選択支援員（指定就労選択支援の提供に当たる者として厚

生労働大臣が定めるものをいう。以下同じ。）の数は、指定就労選択支援事業所

ごとに、常勤換算方法で、利用者の数を１５で除した数以上とする。 

２ 前項の利用者の数は、前年度の平均値とする。ただし、新規に指定を受ける場

合は、推定数による。 

３ 第１項に規定する指定就労選択支援事業所の就労選択支援員は、専ら当該指定

就労選択支援事業所の職務に従事する者でなければならない。ただし、利用者の

支援に支障がない場合は、この限りでない。 

（準用） 

第１６１条の４ 第５２条の規定は、指定就労選択支援の事業について準用する。 

第３節 設備に関する基準 

（準用） 

第１６１条の５ 第８３条の規定は、指定就労選択支援の事業について準用する。 

第４節 運営に関する基準 

（実施主体） 

第１６１条の６ 指定就労選択支援事業者は、就労移行支援又は就労継続支援に係

る指定障害福祉サービス事業者であって、過去３年以内に当該事業者の事業所の

３人以上の利用者が新たに通常の事業所に雇用されたものその他のこれらと同等
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の障害者に対する就労支援の経験及び実績を有すると市長が認める事業者でなけ

ればならない。 

（評価及び整理の実施） 

第１６１条の７ 指定就労選択支援事業者は、短期間の生産活動その他の活動の機

会を通じて、就労に関する適性、知識及び能力の評価並びに規則第６条の７の３

に規定する事項の整理（以下この節において「アセスメント」という。）を行う

ものとする。 

２ 障害者就業・生活支援センターその他の機関がアセスメントと同様の評価及び

整理を実施した場合には、指定就労選択支援事業者は、当該同様の評価及び整理

をもって、アセスメントの実施に代えることができる。この場合において、指定

就労選択支援事業者は、次項の規定による会議の開催、アセスメントの結果の作

成又は指定障害福祉サービス事業者その他の関係機関との連絡調整に当たり、当

該障害者就業・生活支援センターその他の機関に対し、当該会議への参加その他

の必要な協力を求めることができる。 

３ 指定就労選択支援事業者は、アセスメントの結果の作成に当たり、利用者及び

市町村、指定特定相談支援事業者等、公共職業安定所その他の関係機関の担当者

等を招集して会議（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。

）を開催し、当該利用者の就労に関する意向を改めて確認するとともに、当該担

当者等に意見を求めるものとする。 

４ 指定就労選択支援事業者は、アセスメントの結果を作成した際には、当該結果

に係る情報を利用者及び指定特定相談支援事業者等に提供しなければならない。 

（関係機関との連絡調整等の実施） 

第１６１条の８ 指定就労選択支援事業者は、アセスメントの結果を踏まえ、必要

に応じて公共職業安定所、障害者就業・生活支援センターその他の関係機関との

連絡調整を行わなければならない。 

２ 指定就労選択支援事業者は、法第８９条の３第１項に規定する協議会への定期

的な参加、公共職業安定所への訪問等により、地域における就労支援に係る社会

資源、雇用に関する事例等に関する情報の収集に努めるとともに、利用者に対し
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て進路選択に資する情報を提供するよう努めなければならない。 

（準用） 

第１６１条の９ 第１０条から第２１条まで、第２４条、第２９条、第３４条の２

、第３６条の２から第４２条まで、第５９条、第６２条、第６８条、第７０条か

ら第７２条まで、第７６条、第７７条（第２項第１号を除く。）、第８６条、第

８７条、第８８条から第９４条まで、第１４６条及び第１５８条の規定は、指定

就労選択支援の事業について準用する。この場合において、第１０条第１項中「

第３２条」とあるのは「第１６１条の９において準用する第９１条」と、第２１

条第２項中「次条第１項」とあるのは「第１６１条の９において準用する第１４

６条第１項」と、第２４条第２項中「第２２条第２項」とあるのは「第１６１条

の９において準用する第１４６条第２項」と、第５９条第１項中「次条第１項に

規定する療養介護計画に基づき、利用者の心身の状況等に応じて」とあるのは「

利用者の心身の状況等に応じて」と、第７７条第２項第２号中「第５５条第１項

」とあるのは「第１６１条の９において準用する第２０条第１項」と、同項第３

号中「第６７条」とあるのは「第１６１条の９において準用する第９０条」と、

同項第４号から第６号までの規定中「次条」とあるのは「第１６１条の９」と、

第９１条中「第９４条第１項」とあるのは「第１６１条の９において準用する第

９４条第１項」と、第９４条第１項中「前条」とあるのは「第１６１条の９にお

いて準用する前条」と、第１５８条第１項中「支給決定障害者（指定宿泊型自立

訓練を受ける者及び厚生労働大臣が定める者に限る。）」とあるのは「支給決定

障害者（厚生労働大臣が定める者に限る。以下この項において同じ。）」と、同

条第２項中「支給決定障害者（指定宿泊型自立訓練を受ける者及び厚生労働大臣

が定める者を除く。）」とあるのは「支給決定障害者（厚生労働大臣が定める者

を除く。）」と読み替えるものとする。 

第１７１条の次に次の１条を加える。 

 （就労選択支援に関する情報提供） 

第１７１条の２ 指定就労移行支援事業者は、利用者に対し、指定計画相談支援を

行う者と連携し、定期的に就労選択支援に関する情報提供を行うものとする。 
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  第１７２条中「同条第８項」を「同条第９項」に改める。 

  第１８５条中「及び第１４７条」を「、第１４７条及び第１７１条の２」に改め

る。 

第１９０条中「第１４７条」の次に「、第１７１条の２、第１８０条第６項」を

、「第９４条第１項中「前条」とあるのは「第１９０条において準用する前条」と

」の次に「、第１８０条第６項中「賃金及び第３項に規定する工賃」とあるのは「

第１８９条第１項の工賃」と」を加える。 

第１９４条中「第１４７条」の次に「、第１７１条の２、第１８０条第６項」を

、「第９４条第１項中「前条」とあるのは「第１９４条において準用する前条」と

」の次に「、第１８０条第６項中「賃金及び第３項に規定する工賃」とあるのは「

第１９３条第１項の工賃」と」を加える。 

第１９４条の６に次の１項を加える。 

２ サービス管理責任者は、業務を行うに当たっては、利用者の自己決定の尊重を

原則とした上で、利用者が自ら意思を決定することに困難を抱える場合には、適

切に利用者への意思決定の支援が行われるよう努めなければならない。 

第１９４条の７中「過去３年間において平均１人以上、通常の事業所に新たに障

害者を雇用させている生活介護等に係る指定障害福祉サービス事業者」を「生活介

護等に係る指定障害福祉サービス事業者であって、過去３年以内に当該事業者の事

業所の３人以上の利用者が新たに通常の事業所に雇用されたもの又は障害者就業・

生活支援センター」に改める。 

第１９４条の１４第１項第２号ア及びイを次のように改める。 

ア サービス管理責任者が常勤である場合 次の（ア）又は（イ）に掲げる利

用者の数の区分に応じ、それぞれ（ア）又は（イ）に掲げる数 

(ｱ) 利用者の数が６０以下 １以上 

(ｲ) 利用者の数が６１以上 １に、利用者の数が６０を超えて６０又はその

端数を増すごとに１を加えて得た数以上 

イ ア以外の場合 次の（ア）又は（イ）に掲げる利用者の数の区分に応じ、

それぞれ（ア）又は（イ）に掲げる数 
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(ｱ) 利用者の数が３０以下 １以上 

(ｲ) 利用者の数が３１以上 １に、利用者の数が３０を超えて３０又はその

端数を増すごとに１を加えて得た数以上 

第１９４条の１４中第４項を第６項とし、第３項を第５項とし、第２項の次に次

の２項を加える。 

 ３ 指定自立生活援助事業者が指定地域移行支援事業者（障害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定地域相談支援の事業の人員及

び運営に関する基準（平成２４年厚生労働省令第２７号。以下この条において「

指定地域相談支援基準」という。）第２条第３項に規定する指定地域移行支援事

業者をいう。）の指定を併せて受け、かつ、指定自立生活援助の事業と指定地域

移行支援（指定地域相談支援基準第１条第１１号に規定する指定地域移行支援を

いう。）の事業を同一の事業所において一体的に運営している場合にあっては、

指定地域相談支援基準第３条の規定により当該事業所に配置された相談支援専門

員（同条第２項に規定する相談支援専門員をいう。以下同じ。）を第１項第２号

の規定により置くべきサービス管理責任者とみなすことができる。 

４ 指定自立生活援助事業者が指定地域定着支援事業者（指定地域相談支援基準第

３９条第３項に規定する指定地域定着支援事業者をいう。）の指定を併せて受け

、かつ、指定自立生活援助の事業と指定地域定着支援（指定地域相談支援基準第

１条第１２号に規定する指定地域定着支援をいう。）の事業を同一の事業所にお

いて一体的に運営している場合にあっては、指定地域相談支援基準第４０条にお

いて準用する指定地域相談支援基準第３条の規定により当該事業所に配置された

相談支援専門員を第１項第２号の規定により置くべきサービス管理責任者とみな

すことができる。 

第１９４条の１７を次のように改める。 

第１９４条の１７ 削除 

第１９４条の１８の見出し中「訪問」を「訪問等」に改め、同条第１項中「おお

むね週に１回以上、」を「定期的に」に改め、「ことにより」の次に「、又はテレ

ビ電話装置等を活用して」を加える。 
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第１９４条の２０中「準用する次条第１項」と」の次に「、第５９条第１項中「

次条第１項」とあるのは「第１９４条の２０において準用する次条第１項」と、「

療養介護計画」とあるのは「自立生活援助計画」と」を加え、「同条第８項」を「

同条第９項」に改める。 

第１９５条中「又は食事」を「若しくは食事」に改め、「効果的に」の次に「行

い、又はこれに併せて、居宅における自立した日常生活への移行を希望する入居者

につき当該日常生活への移行及び移行後の定着に関する相談、住居の確保に係る援

助その他居宅における自立した日常生活への移行及び移行後の定着に必要な援助を

適切かつ効果的に」を加える。 

第１９９条第３項中「必要な援助」の次に「を行い、又はこれに併せて居宅にお

ける自立した日常生活への移行後の定着に必要な援助」を加える。 

第２０２条中第４項を第５項とし、第３項を第４項とし、第２項を第３項とし、

第１項の次に次の１項を加える。 

 ２ 指定共同生活援助事業者は、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むこ

とができるよう、利用者の意思決定の支援に配慮しなければならない。 

第２０３条に次の１項を加える。 

 ２ サービス管理責任者は、業務を行うに当たっては、利用者の自己決定の尊重を

原則とした上で、利用者が自ら意思を決定することに困難を抱える場合には、適

切に利用者への意思決定の支援が行われるよう努めなければならない。 

第２０３条の次に次の１条を加える。 

（地域との連携等） 

第２０３条の２ 指定共同生活援助事業者は、指定共同生活援助の提供に当たって

は、地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等の地域との交流

を図らなければならない。 

２ 指定共同生活援助事業者は、指定共同生活援助の提供に当たっては、利用者及

びその家族、地域住民の代表者、共同生活援助について知見を有する者並びに市

の担当者等により構成される協議会（テレビ電話装置等を活用して行うことがで

きるものとする。以下この条及び第２１１条の１０において「地域連携推進会議
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」という。）を開催し、おおむね１年に１回以上、地域連携推進会議において、

事業の運営に係る状況を報告するとともに、必要な要望、助言等を聴く機会を設

けなければならない。 

３ 指定共同生活援助事業者は、地域連携推進会議の開催のほか、おおむね１年に

１回以上、当該地域連携推進会議の構成員が指定共同生活援助事業所を見学する

機会を設けなければならない。 

４ 指定共同生活援助事業者は、第２項の報告、要望、助言等についての記録を作

成するとともに、当該記録を公表しなければならない。 

５ 前３項の規定は、指定共同生活援助事業者がその提供する指定共同生活援助の

質に係る外部の者による評価及び当該評価の実施状況の公表又はこれに準ずる措

置として市長が定めるものを講じている場合には、適用しない。 

 第２１０条に次の２項を加える。 

３ 指定共同生活援助事業者は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関

する法律（平成１０年法律第１１４号）第６条第１７項に規定する第二種協定指

定医療機関（次項において「第二種協定指定医療機関」という。）との間で、新

興感染症（同条第７項に規定する新型インフルエンザ等感染症、同条第８項に規

定する指定感染症又は同条第９項に規定する新感染症をいう。次項において同じ

。）の発生時等の対応を取り決めるように努めなければならない。 

４ 指定共同生活援助事業者は、協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場

合においては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の

対応について協議を行わなければならない。 

 第２１１条中「、第７６条」を削る。 

  第２１１条の２中「入浴、排せつ、」を「相談、入浴、排せつ若しくは」に改め

、「の援助」の次に「又はこれに併せて行われる居宅における自立した日常生活へ

の移行及び移行後の定着に必要な援助」を加える。 

第２１１条の３中「又は食事」を「若しくは食事」に改め、「の援助」の次に「

又はこれに併せて行われる居宅における自立した日常生活への移行及び移行後の定

着に必要な援助」を加える。 
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第２１１条の１０の見出しを「（地域との連携等）」に改め、同条第２項中「前

項の」の次に「協議会等における」を加え、同項を同条第７項とし、同条第１項中

「、日中サービス支援型指定共同生活援助の提供に当たっては」を削り、「実施状

況等」を「実施状況及び第２項の報告、要望、助言等の内容又は前項の評価の結果

等」に改め、同項を同条第６項とし、同項の前に次の５項を加える。 

日中サービス支援型指定共同生活援助事業者は、日中サービス支援型指定共同

生活援助の提供に当たっては、地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協

力を行う等の地域との交流を図らなければならない。 

２ 日中サービス支援型指定共同生活援助事業者は、日中サービス支援型指定共同

生活援助の提供に当たっては、地域連携推進会議を開催し、おおむね１年に１回

以上、地域連携推進会議において、事業の運営に係る状況を報告するとともに、

必要な要望、助言等を聴く機会を設けなければならない。 

３ 日中サービス支援型指定共同生活援助事業者は、地域連携推進会議の開催のほ

か、おおむね１年に１回以上、当該地域連携推進会議の構成員が日中サービス支

援型指定共同生活援助事業所を見学する機会を設けなければならない。 

４ 日中サービス支援型指定共同生活援助事業者は、第２項の報告、要望、助言等

についての記録を作成するとともに、当該記録を公表しなければならない。 

５ 前３項の規定は、日中サービス支援型指定共同生活援助事業者がその提供する

日中サービス支援型指定共同生活援助の質に係る外部の者による評価及び当該評

価の実施状況の公表又はこれに準ずる措置として市長が定めるもの（次項に規定

するものを除く。）を講じている場合には、適用しない。 

第２１１条の１１中「、第７６条」を削る。 

第２１２条中「相談その他の日常生活上の援助」の次に「又はこれに併せて行わ

れる居宅における自立した日常生活への移行及び移行後の定着に必要な援助」を加

える。 

第２１３条中「又は食事」を「若しくは食事」に改め、「の援助」の次に「又は

これに併せて行われる居宅における自立した日常生活への移行及び移行後の定着に

必要な援助」を加える。 

－58－



第２２２条中「、第７６条」を削り、「第２０３条」を「第２０３条の２」に改

める。 

第２２３条第１項中「、指定医療型児童発達支援事業所（指定通所支援基準第５

６条に規定する指定医療型児童発達支援事業所をいう。）」を削り、同条第２項中

「、指定医療型児童発達支援事業所」を削る。 

第２２６条第１項第３号及び第２項中「又は作業療法士」を「、作業療法士又は

言語聴覚士」に改める。 

第２２７条第１項中「他の職務に」の次に「従事させ、又は当該特定基準該当障

害福祉サービス事業所以外の事業所、施設等の職務に」を加える。 

第２２９条中「同条第８項」を「同条第９項」に改める。 

第２３０条第１項中「第１４９条の４」を「第１４９条の５」に改める。 

附則第２条第１項中「又は作業療法士」を「、作業療法士又は言語聴覚士」に改

める。 

附則第６条中「同条第４項」を「同条第５項」に改める。 

附則第１２条第１項及び第２項中「区分省令」を「区分命令」に、「令和６年３

月３１日」を「令和９年３月３１日」に改める。 

（姫路市指定障害者支援施設等の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例の

一部改正） 

第２条 姫路市指定障害者支援施設等の人員、設備及び運営に関する基準を定める条

例（平成２４年姫路市条例第６２号）の一部を次のように改正する。 

  第３条に次の２項を加える。 

 ７ 指定障害者支援施設等は、利用者の自己決定の尊重及び意思決定の支援に配慮

しつつ、利用者の地域生活への移行に関する意向を把握し、当該意向を定期的に

確認するとともに、法第７７条第３項各号に掲げる事業を行う者又は一般相談支

援事業若しくは特定相談支援事業を行う者と連携を図りつつ、利用者の希望に沿

って地域生活への移行に向けた措置を講じなければならない。 

８ 指定障害者支援施設等は、利用者の当該指定障害者支援施設等以外における指

定障害福祉サービス等の利用状況等を把握するとともに、利用者の自己決定の尊
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重及び意思決定の支援に配慮しつつ、利用者の当該指定障害者支援施設等以外に

おける指定障害福祉サービス等の利用に関する意向を定期的に確認し、一般相談

支援事業又は特定相談支援事業を行う者と連携を図りつつ、必要な援助を行わな

ければならない。 

  第５条第１項第１号ア（イ）及びウ並びに第２号ア（ア）及びウ中「又は作業療

法士」を「、作業療法士又は言語聴覚士」に改める。 

  第２６条中第３項を第４項とし、第２項を第３項とし、第１項の次に次の１項を

加える。 

 ２ 指定障害者支援施設等は、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むこと

ができるよう、利用者の意思決定の支援に配慮しなければならない。 

  第２７条第２項中「行い」を「行うとともに、利用者の自己決定の尊重及び意思

決定の支援に配慮しつつ」に改め、同項に後段として次のように加える。 

この場合において、サービス管理責任者は、第２８条の３第１項の地域移行等

意向確認担当者（以下「地域移行等意向確認担当者」という。）が把握した利用

者の地域生活への移行に関する意向等を踏まえるものとする。 

第２７条第１０項中「第７項」を「第８項」に、「第８項」を「第９項」に改め

、同項を同条第１１項とし、同条中第９項を第１０項とし、第８項を第９項とし、

同条第７項中「利用者」の次に「及び当該利用者に対して指定計画相談支援（法第

５１条の１７第２項に規定する指定計画相談支援をいう。）を行う者」を加え、同

項を同条第８項とし、同条第６項中「第４項」を「第５項」に改め、同項を同条第

７項とし、同条第５項中「利用者」の次に「及び当該利用者」を、「担当者等」の

次に「（地域移行等意向確認担当者を含む。）」を、「開催し」の次に「、当該利

用者の生活に対する意向等を改めて確認するとともに」を加え、同項を同条第６項

とし、同条中第４項を第５項とし、第３項を第４項とし、第２項の次に次の１項を

加える。 

 ３ アセスメントに当たっては、利用者が自ら意思を決定することに困難を抱える

場合には、適切に意思決定の支援を行うため、当該利用者の意思及び選好並びに

判断能力等について丁寧に把握しなければならない。 
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第２８条に次の１項を加える。 

 ２ サービス管理責任者は、業務を行うに当たっては、利用者の自己決定の尊重を

原則とした上で、利用者が自ら意思を決定することに困難を抱える場合には、適

切に利用者への意思決定の支援が行われるよう努めなければならない。 

第２８条の次に次の２条を加える。 

 （地域との連携等） 

第２８条の２ 指定障害者支援施設等は、施設障害福祉サービスの提供に当たって

は、地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等の地域との交流

を図らなければならない。 

２ 指定障害者支援施設等は、施設障害福祉サービスの提供に当たっては、利用者

及びその家族、地域住民の代表者、施設障害福祉サービスについて知見を有する

者並びに市の担当者等により構成される協議会（テレビ電話装置等を活用して行

うことができるものとする。以下この条において「地域連携推進会議」という。

）を開催し、おおむね１年に１回以上、地域連携推進会議において、事業の運営

に係る状況を報告するとともに、必要な要望、助言等を聴く機会を設けなければ

ならない。 

３ 指定障害者支援施設等は、前項に規定する地域連携推進会議の開催のほか、お

おむね１年に１回以上、地域連携推進会議の構成員が指定障害者支援施設等を見

学する機会を設けなければならない。 

４ 指定障害者支援施設等は、第２項の報告、要望、助言等についての記録を作成

するとともに、当該記録を公表しなければならない。 

５ 前３項の規定は、指定障害者支援施設等がその提供する施設障害福祉サービス

の質に係る外部の者による評価及び当該評価の実施状況の公表又はこれに準ずる

措置として市長が定めるものを講じている場合には、適用しない。 

（地域移行等意向確認担当者の選任等） 

第２８条の３ 指定障害者支援施設等は、利用者の地域生活への移行に関する意向

の把握、利用者の当該指定障害者支援施設等以外における指定障害福祉サービス

等の利用状況等の把握及び利用者の当該指定障害者支援施設等以外における指定
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障害福祉サービス等の利用に関する意向の定期的な確認（以下この条において「

地域移行等意向確認等」という。）を適切に行うため、地域移行等意向確認等に

関する指針を定めるとともに、地域移行等意向確認担当者を選任しなければなら

ない。 

２ 地域移行等意向確認担当者は、前項の指針に基づき、地域移行等意向確認等を

実施し、アセスメントの際に地域移行等意向確認等において把握し、又は確認し

た内容をサービス管理責任者に報告するとともに、当該内容を第２７条第６項に 

規定する施設障害福祉サービス計画の作成に係る会議に報告しなければならない。 

３ 地域移行等意向確認担当者は、地域移行等意向確認等に当たっては、法第７７

条第３項各号に掲げる事業を行う者又は一般相談支援事業若しくは特定相談支援

事業を行う者と連携し、地域における障害福祉サービスの体験的な利用に係る支

援その他の地域生活への移行に向けた支援を行うよう努めなければならない。 

  第５１条に次の２項を加える。 

 ３ 指定障害者支援施設等は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関す

る法律（平成１０年法律第１１４号）第６条第１７項に規定する第二種協定指定

医療機関（次項において「第二種協定指定医療機関」という。）との間で、新興

感染症（同条第７項に規定する新型インフルエンザ等感染症、同条第８項に規定

する指定感染症又は同条第９項に規定する新感染症をいう。次項において同じ。

）の発生時等の対応を取り決めるように努めなければならない。 

４ 指定障害者支援施設等は、協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合

においては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対

応について協議を行わなければならない。 

第５７条第４項中「市長」を「都道府県知事」に改める。 

第５８条を次のように改める。 

第５８条 削除 

（姫路市障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改

正） 

第３条 姫路市障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平
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成２４年姫路市条例第６３号）の一部を次のように改正する。 

 目次中 

「第５章 自立訓練（生活訓練）（第５６条―第６０条）  」を 

 「第５章 自立訓練（生活訓練）（第５６条―第６０条） 

  第５章の２ 就労選択支援（第６０条の２―第６０条の８）」 

第２条第１項第３号中「、医療型児童発達支援（同条第３項に規定する医療型児

童発達支援をいう。）の事業」を削り、「同条第４項」を「同条第３項」に、「同

条第５項」を「同条第４項」に、「同条第６項」を「同条第５項」に改める。 

第３条第１項中「次章から」の次に「第５章まで及び第６章から」を加える。 

第１６条中第３項を第４項とし、第２項を第３項とし、第１項の次に次の１項を

加える。 

２ 療養介護事業者は、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができ

るよう、利用者の意思決定の支援に配慮するよう努めなければならない。 

第１７条第２項中「行い」を「行うとともに、利用者の自己決定の尊重及び意思

決定の支援に配慮しつつ」に改め、同条第１０項中「第７項」を「第８項」に、「

第８項」を「第９項」に改め、同項を同条第１１項とし、同条中第９項を第１０項

とし、第８項を第９項とし、同条第７項中「利用者」の次に「及び当該利用者又は

障害児の保護者に対して指定計画相談支援（法第５１条の１７第２項に規定する指

定計画相談支援をいう。以下同じ。）又は指定障害児相談支援（児童福祉法第２４

条の２６第２項に規定する指定障害児相談支援をいう。）を行う者（以下これらを

総称して「指定特定相談支援事業者等」という。）」を加え、同条第６項中「第４

項」を「第５項」に改め、同項を同条第７項とし、同条第５項中「利用者」の次に

「及び当該利用者」を、「開催し」の次に「、当該利用者の生活に対する意向等を

改めて確認するとともに」を加え、同項を同条第６項とし、同条中第４項を第５項

とし、第３項を第４項とし、第２項の次に次の１項を加える。 

３ サービス管理責任者は、アセスメントに当たっては、利用者が自ら意思を決定

することに困難を抱える場合には、適切に意思決定の支援を行うため、当該利用

者の意思及び選好並びに判断能力等について丁寧に把握しなければならない。 

に改める。 
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第１８条に次の１項を加える。 

 ２ サービス管理責任者は、業務を行うに当たっては、利用者の自己決定の尊重を

原則とした上で、利用者が自ら意思を決定することに困難を抱える場合には、適

切に利用者への意思決定の支援が行われるよう努めなければならない。 

第３９条第１項第３号及び第４項並びに第５２条第１項第２号及び第４項中「又

は作業療法士」を「、作業療法士又は言語聴覚士」に改める。 

第５４条第１項中「第６３条第１項」を「第６１条の２」に改める。 

第５５条及び第６０条中「同条第８項」を「同条第９項」に改める。 

第５章の次に次の１章を加える。 

    第５章の２ 就労選択支援 

  （基本方針） 

第６０条の２ 就労選択支援の事業は、利用者が自立した日常生活又は社会生活を

営むことができるよう、規則第６条の７の２に規定する者につき、短期間の生産

活動その他の活動の機会の提供を通じて、就労に関する適性、知識及び能力の評

価並びに規則第６条の７の３に規定する事項の整理を行い、又はこれに併せて、

当該評価及び当該整理の結果に基づき、規則第６条の７の４に規定する便宜を適

切かつ効果的に供与するものでなければならない。 

（規模） 

第６０条の３ 就労選択支援の事業を行う者（以下「就労選択支援事業者」という

。）が当該事業を行う事業所（以下「就労選択支援事業所」という。）は、１０

人以上の人員を利用させることができる規模を有するものでなければならない。 

（職員の配置の基準） 

第６０条の４ 就労選択支援事業所に置くべき職員及びその員数は、次のとおりと

する。 

 ⑴ 管理者 １ 

 ⑵ 就労選択支援員（就労選択支援の提供に当たる者として厚生労働大臣が定め

るものをいう。以下同じ。） 就労選択支援事業所ごとに、常勤換算方法で、

利用者の数を１５で除した数以上 
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２ 前項第２号の利用者の数は、前年度の平均値とする。ただし、新規に事業を開

始する場合は、推定数による。 

３ 第１項第１号の管理者は、専らその職務に従事する者でなければならない。た

だし、就労選択支援事業所の管理上支障がない場合は、当該就労選択支援事業所

の他の業務に従事し、又は当該就労選択支援事業所以外の事業所、施設等の職務

に従事することができるものとする。 

４ 第１項第２号の就労選択支援員は、専ら当該就労選択支援事業所の職務に従事

する者でなければならない。ただし、利用者の支援に支障がない場合は、この限

りでない。 

  （実施主体） 

第６０条の５ 就労選択支援事業者は、就労移行支援又は就労継続支援に係る指定

障害福祉サービス事業者であって、過去３年以内に当該事業者の事業所の３人以

上の利用者が新たに通常の事業所に雇用されたものその他のこれらと同等の障害

者に対する就労支援の経験及び実績を有する事業者でなければならない。 

（評価及び整理の実施） 

第６０条の６ 就労選択支援事業者は、短期間の生産活動その他の活動の機会を通

じて、就労に関する適性、知識及び能力の評価並びに規則第６条の７の３に規定

する事項の整理（以下この節において「アセスメント」という。）を行うものと

する。 

２ 障害者就業・生活支援センターその他の機関がアセスメントと同様の評価及び

整理を実施した場合には、就労選択支援事業者は、当該同様の評価及び整理をも

って、アセスメントの実施に代えることができる。この場合において、就労選択

支援事業者は、次項の規定による会議の開催、アセスメントの結果の作成又は指

定障害福祉サービス事業者その他の関係機関との連絡調整に当たり、当該障害者

就業・生活支援センターその他の機関に対し、当該会議への参加その他の必要な

協力を求めることができる。 

３ 就労選択支援事業者は、アセスメントの結果の作成に当たり、利用者及び市町

村、指定特定相談支援事業者等、公共職業安定所その他の関係機関の担当者等を
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招集して会議（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を

開催し、当該利用者の就労に関する意向を改めて確認するとともに、当該担当者

等に意見を求めるものとする。 

４ 就労選択支援事業者は、アセスメントの結果を作成した際には、当該結果に係

る情報を利用者及び指定特定相談支援事業者等に提供しなければならない。 

（関係機関との連絡調整等の実施） 

第６０条の７ 就労選択支援事業者は、アセスメントの結果を踏まえ、必要に応じ

て公共職業安定所、障害者就業・生活支援センターその他の関係機関との連絡調

整を行わなければならない。 

２ 就労選択支援事業者は、法第８９条の３第１項に規定する協議会への定期的な

参加、公共職業安定所への訪問等により、地域における就労支援に係る社会資源

、雇用に関する事例等に関する情報の収集に努めるとともに、利用者に対して進

路選択に資する情報を提供するよう努めなければならない。 

（準用） 

第６０条の８ 第８条、第９条（第２項第１号を除く。）、第１３条から第１６条

まで、第１９条、第２４条から第２６条まで、第２８条から第３２条の２まで、

第３４条から第３６条まで、第３８条、第４１条、第４３条、第４４条及び第４

５条から第４９条までの規定は、就労選択支援の事業について準用する。この場

合において、第９条第２項第２号中「第２８条第２項」とあるのは「第６０条の

８において準用する第２８条第２項」と、同項第３号中「第３０条第２項」とあ

るのは「第６０条の８において準用する第３０条第２項」と、同項第４号中「第

３２条第２項」とあるのは「第６０条の８において準用する第３２条第２項」と

、第１６条第１項中「次条第１項に規定する療養介護計画に基づき、利用者の心

身の状況等に応じて」とあるのは「利用者の心身の状況等に応じて」と読み替え

るものとする。 

第６１条の次に次の１条を加える。 

（規模） 

第６１条の２ 就労移行支援の事業を行う者（以下「就労移行支援事業者」という

－66－



。）が当該事業を行う事業所（以下「就労移行支援事業所」という。）は、１０

人以上の人員を利用させることができる規模を有するものでなければならない。 

第６３条中「就労移行支援の事業を行う者（以下「就労移行支援事業者」という

。）が当該事業を行う事業所（以下「就労移行支援事業所」という。）」を「就労

移行支援事業所」に改める。 

第６８条の次に次の１条を加える。 

  （就労選択支援に関する情報提供） 

第６８条の２ 就労移行支援事業者は、利用者に対し、指定計画相談支援を行う者

と連携し、定期的に就労選択支援に関する情報提供を行うものとする。 

第６９条中「第３８条まで」を「第３６条まで、第３８条」に、「同条第８項」

を「同条第９項」に改め、「第３７条ただし書及び」を削る。 

第８４条中「及び第５３条」を「、第５３条及び第６８条の２」に改める。 

第８７条中「第５３条」の次に「、第６８条の２」を加える。 

第８８条中「、指定医療型児童発達支援（指定通所支援基準第５５条に規定する

指定医療型児童発達支援をいう。）の事業」を削る。 

附則第２条第１項中「又は作業療法士」を「、作業療法士又は言語聴覚士」に改

める。 

附則第４条第２項中「第５条第２１項」を「第５条第２８項」に改める。 

（姫路市障害者支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正） 

第４条 姫路市障害者支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４

年姫路市条例第６４号）の一部を次のように改正する。 

  第３条に次の２項を加える。 

６ 障害者支援施設は、利用者の自己決定の尊重及び意思決定の支援に配慮しつつ

、利用者の地域生活への移行に関する意向を把握し、当該意向を定期的に確認す

るとともに、法第７７条第３項各号に掲げる事業を行う者又は一般相談支援事業

若しくは特定相談支援事業を行う者と連携を図りつつ、利用者の希望に沿って地

域生活への移行に向けた措置を講じなければならない。 

７ 障害者支援施設は、利用者の当該障害者支援施設以外における指定障害福祉サ
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ービス等（法第２９条第１項に規定する指定障害福祉サービス等をいう。以下同

じ。）の利用状況等を把握するとともに、利用者の自己決定の尊重及び意思決定

の支援に配慮しつつ、利用者の当該障害者支援施設以外における指定障害福祉サ

ービス等の利用に関する意向を定期的に確認し、一般相談支援事業又は特定相談

支援事業を行う者と連携を図りつつ、必要な援助を行わなければならない。 

  第１１条第１項第２号ア（イ）及びウ並びに第３号ア（ア）及びウ中「又は作業

療法士」を「、作業療法士又は言語聴覚士」に改める。 

  第１８条中第３項を第４項とし、第２項を第３項とし、同条第１項の次に次の１

項を加える。 

 ２ 障害者支援施設は、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができ

るよう、利用者の意思決定の支援に配慮するよう努めなければならない。 

  第１９条第２項中「行い」を「行うとともに、利用者の自己決定の尊重及び意思

決定の支援に配慮しつつ」に改め、同項に後段として次のように加える。 

この場合において、サービス管理責任者は、第２０条の３第１項の地域移行等

意向確認担当者（以下「地域移行等意向確認担当者」という。）が把握した利用

者の地域生活への移行に関する意向等を踏まえるものとする。 

 第１９条第１０項中「第７項」を「第８項」に、「第８項」を「第９項」に改め

、同項を同条第１１項とし、同条中第９項を第１０項とし、第８項を第９項とし、

同条第７項中「利用者」の次に「及び当該利用者に対して指定計画相談支援（法第

５１条の１７第２項に規定する指定計画相談支援をいう。）を行う者」を加え、同

項を同条第８項とし、同条第６項中「第４項」を「第５項」に改め、同項を同条第

７項とし、同条第５項中「利用者」の次に「及び当該利用者」を、「担当者等」の

次に「（地域移行等意向確認担当者を含む。）」を、「開催し」の次に「、当該利

用者の生活に対する意向等を改めて確認するとともに」を加え、同項を同条第６項

とし、同条中第４項を第５項とし、第３項を第４項とし、第２項の次に次の１項を

加える。 

 ３ アセスメントに当たっては、利用者が自ら意思を決定することに困難を抱える

場合には、適切に意思決定の支援を行うため、当該利用者の意思及び選好並びに
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判断能力等について丁寧に把握しなければならない。 

第２０条に次の１項を加える。 

 ２ サービス管理責任者は、業務を行うに当たっては、利用者の自己決定の尊重を

原則とした上で、利用者が自ら意思を決定することに困難を抱える場合には、適

切に利用者への意思決定の支援が行われるよう努めなければならない。 

第２０条の次に次の２条を加える。 

（地域との連携等） 

第２０条の２ 障害者支援施設は、施設障害福祉サービスの提供に当たっては、地

域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等の地域との交流を図ら

なければならない。 

２ 障害者支援施設は、施設障害福祉サービスの提供に当たっては、利用者及びそ

の家族、地域住民の代表者、施設障害福祉サービスについて知見を有する者並び

に市の担当者等により構成される協議会（テレビ電話装置等を活用して行うこと

ができるものとする。以下この条において「地域連携推進会議」という。）を開

催し、おおむね１年に１回以上、地域連携推進会議において、事業の運営に係る

状況を報告するとともに、必要な要望、助言等を聴く機会を設けなければならな

い。 

３ 障害者支援施設は、前項に規定する地域連携推進会議の開催のほか、おおむね

１年に１回以上、地域連携推進会議の構成員が障害者支援施設を見学する機会を

設けなければならない。 

４ 障害者支援施設は、第２項の報告、要望、助言等についての記録を作成すると

ともに、当該記録を公表しなければならない。 

５ 前３項の規定は、障害者支援施設がその提供する施設障害福祉サービスの質に

係る外部の者による評価及び当該評価の実施状況の公表又はこれに準ずる措置と

して市長が定めるものを講じている場合には、適用しない。 

 （地域移行等意向確認担当者の選任等）  

第２０条の３ 障害者支援施設は、利用者の地域生活への移行に関する意向の把握

、利用者の当該障害者支援施設以外における指定障害福祉サービス等の利用状況
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等の把握及び利用者の当該障害者支援施設以外における指定障害福祉サービス等

の利用に関する意向の定期的な確認（以下この条において「地域移行等意向確認

等」という。）を適切に行うため、地域移行等意向確認等に関する指針を定める

とともに、地域移行等意向確認担当者を選任しなければならない。 

２ 地域移行等意向確認担当者は、前項の指針に基づき、地域移行等意向確認等を

実施し、アセスメントの際に地域移行等意向確認等において把握し、又は確認し

た内容をサービス管理責任者に報告するとともに、当該内容を第１９条第６項に 

規定する施設障害福祉サービス計画の作成に係る会議に報告しなければならない。 

３ 地域移行等意向確認担当者は、地域移行等意向確認等に当たっては、法第７７

条第３項各号に掲げる事業を行う者又は一般相談支援事業若しくは特定相談支援

事業を行う者と連携し、地域における障害福祉サービスの体験的な利用に係る支

援その他の地域生活への移行に向けた支援を行うよう努めなければならない。 

  第４０条に次の２項を加える。 

３ 障害者支援施設は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

（平成１０年法律第１１４号）第６条第１７項に規定する第二種協定指定医療機

関（次項において「第二種協定指定医療機関」という。）との間で、新興感染症

（同条第７項に規定する新型インフルエンザ等感染症、同条第８項に規定する指

定感染症又は同条第９項に規定する新感染症をいう。次項において同じ。）の発

生時等の対応を取り決めるように努めなければならない。 

４ 障害者支援施設は、協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合におい

ては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応につ

いて協議を行わなければならない。 

 第４４条を次のように改める。 

第４４条 削除 

（姫路市指定障害児通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準を定める

条例の一部改正） 

第５条 姫路市指定障害児通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準を定

める条例（平成３１年姫路市条例第６７号）の一部を次のように改正する。 
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  目次中 

「第３章 医療型児童発達支援 

  第１節 基本方針（第６７条） 

  第２節 人員に関する基準（第６８条・第６９条） を 

  第３節 設備に関する基準（第７０条） 

  第４節 運営に関する基準（第７１条―第７７条）」 

「第３章 削除                  」に改める。 

  第２条第１号中「第６条の２の２第９項」を「第６条の２の２第８項」に改め、

同条第２号及び第１０号中「指定障害児通所支援事業者等」を「指定障害児通所支

援事業者」に改め、同条第１３号中「、第６７条に規定する指定医療型児童発達支

援の事業」を削る。 

  第３条の見出し及び同条第１項中「指定障害児通所支援事業者等」を「指定障害

児通所支援事業者」に改め、同条第２項中「指定障害児通所支援事業者等は、当該

指定障害児通所支援事業者等」を「指定障害児通所支援事業者は、当該指定障害児

通所支援事業者」に改め、同条第３項中「指定障害児通所支援事業者等」を「指定

障害児通所支援事業者」に改め、同条第４項中「指定障害児通所支援事業者等は、

自らが当該指定障害児通所支援事業者等」を「指定障害児通所支援事業者は、自ら

が当該指定障害児通所支援事業者」に改め、同条第５項中「指定障害児通所支援事

業者等は、当該指定障害児通所支援事業者等」を「指定障害児通所支援事業者は、

当該指定障害児通所支援事業者」に改める。 

  第４条第１号中「医療型児童発達支援」を「児童発達支援」に改める。 

  第５条中「指導及び訓練」を「支援をし、又はこれに併せて治療（上肢、下肢又

は体幹の機能の障害のある児童に対して行われるものに限る。以下同じ。）」に改

める。 

  第７条第４項を削り、同条第３項中「前項」を「第２項」に改め、同項を同条第

４項とし、同条第２項の次に次の１項を加える。 

 ３ 前２項に掲げる従業者のほか、指定児童発達支援事業所において、治療を行う

場合には、医療法（昭和２３年法律第２０５号）に規定する診療所として必要と
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される数の従業者を置かなければならない。 

第７条第５項を削り、同条第６項中「第３項」を「前項」に改め、同項を同条第

５項とし、同条第７項中「、第４項第１号」を削り、同項を同条第６項とし、同条

第８項中「から第５項まで（第１項第１号を除く。）」を「（第１号を除く。）、 

第２項及び第４項」に改め、同項を同条第７項とし、同項の次に次の１項を加える。 

 ８ 第３項に規定する従業者は、専ら当該指定児童発達支援事業所の職務に従事す

る者でなければならない。ただし、障害児の支援に支障がない場合は、障害児の

保護に直接従事する従業者を除き、併せて設置する他の社会福祉施設の職務に従

事させることができる。 

  第７条第９項中「前項」を「前２項」に改める。 

  第８条第１項中「同一敷地内にある他」を「当該指定児童発達支援事業所以外」

に改める。 

  第１０条第１項中「指導訓練室」を「発達支援室」に改め、同条第２項中「指導

訓練室は、訓練」を「発達支援室は、支援」に改める。 

  第１１条第１項中「指導訓練室」を「発達支援室」に改め、「以下この項におい

て同じ。」を削り、「及び便所」を「、便所、静養室」に改め、同項ただし書及び

同条第３項を削り、同条第２項中「前項」を「第１項」に改め、同項ただし書を削

り、同項第１号中「指導訓練室」を「発達支援室」に改め、同項を同条第３項とし

、同条第１項の次に次の１項を加える。 

２ 指定児童発達支援事業所において、治療を行う場合には、前項に規定する設備

（医務室を除く。）に加えて、医療法に規定する診療所として必要な設備を設け

なければならない。 

 第１１条第４項中「前項」を「第２項」に改め、同項ただし書中「場合は」の次

に「、第２項に掲げる設備を除き」を加える。 

  第１２条ただし書中「指定児童発達支援事業所」の次に「（児童発達支援センタ

ーであるものを除く。）」を加える。 

  第２４条第２項中「当該指定児童発達支援に係る指定通所支援費用基準額」を「

次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額」に改め、同項に次の各号を加
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える。 

 ⑴ 次号に掲げる場合以外の場合 当該指定児童発達支援に係る指定通所支援費

用基準額 

⑵ 治療を行う場合 前号に掲げる額のほか、当該指定児童発達支援のうち肢体

不自由児通所医療（食事療養（健康保険法（大正１１年法律第７０号）第６３

条第２項第１号に規定する食事療養をいう。）を除く。以下同じ。）に係るも

のにつき健康保険の療養に要する費用の額の算定方法の例により算定した費用

の額 

  第２５条中「指定障害児通所支援事業者等」を「指定障害児通所支援事業者」に

改める。 

  第２６条第１項中「障害児通所給付費」の次に「又は肢体不自由児通所医療費」

を加える。 

  第２７条第５項中「前項の評価及び」を「自己評価及び保護者評価並びに前項に

規定する」に改め、「内容を」の次に「、保護者に示すとともに、」を加え、同項

を同条第７項とし、同条第４項中「自ら評価」を「指定児童発達支援事業所の従事

者による評価を受けた上で、自ら評価（以下この条において「自己評価」という。

）」に、「保護者による評価」を「通所給付決定保護者（以下この条において「保

護者」という。）による評価（以下この条において「保護者評価」という。）」に

改め、同項を同条第６項とし、同条中第３項を第５項とし、同項の前に次の１項を

加える。 

４ 指定児童発達支援事業者は、障害児の適性、障害の特性その他の事情を踏まえ

た指定児童発達支援（治療に係る部分を除く。以下この条及び次条において同じ

。）の確保並びに次項に規定する指定児童発達支援の質の評価及びその改善の適

切な実施の観点から、指定児童発達支援の提供に当たっては、心身の健康等に関

する領域を含む総合的な支援内容としなければならない。 

 第２７条中第２項を第３項とし、第１項の次に次の１項を加える。 

２ 指定児童発達支援事業者は、障害児が自立した日常生活又は社会生活を営むこ

とができるよう、障害児及び通所給付決定保護者の意思をできる限り尊重するた
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めの配慮をしなければならない。 

  第２７条の見出しを削り、同条の前に見出しとして「（指定児童発達支援の取扱

方針）」を付し、同条の次に次の２条を加える。 

第２７条の２ 指定児童発達支援事業者は、指定児童発達支援事業所ごとに指定児

童発達支援プログラム（前条第４項に規定する領域との関連性を明確にした指定

児童発達支援の実施に関する計画をいう。）を策定し、インターネットの利用そ

の他の方法により公表しなければならない。 

（障害児の地域社会への参加及び包摂の推進） 

第２７条の３ 指定児童発達支援事業者は、障害児が指定児童発達支援を利用する

ことにより、地域の保育、教育等の支援を受けることができるようにすることで

、障害の有無にかかわらず、全ての児童が共に成長できるよう、障害児の地域社

会への参加及び包摂（以下「インクルージョン」という。）の推進に努めなけれ

ばならない。 

  第２８条第２項中「行い、」を「行うとともに、障害児の年齢及び発達の程度に

応じて、その意見が尊重され、その最善の利益が優先して考慮され、心身ともに健

やかに育成されるよう」に改め、同条第４項中「課題、」の次に「第２７条第４項

に規定する領域との関連性及びインクルージョンの観点を踏まえた」を加え、同条

第５項中「当たっては」の次に「、障害児の意見が尊重され、その最善の利益が優

先して考慮される体制を確保した上で」を加え、同条第７項中「通所給付決定保護

者」の次に「及び当該通所給付決定保護者に対して指定障害児相談支援（法第２４ 

条の２６第２項に規定する指定障害児相談支援をいう。）を提供する者」を加える。 

第２９条に次の１項を加える。 

２ 児童発達支援管理責任者は、業務を行うに当たっては、障害児が自立した日常

生活又は社会生活を営むことができるよう、障害児及び通所給付決定保護者の意

思をできる限り尊重するよう努めなければならない。 

  第３１条の見出し並びに同条第１項及び第３項から第５項までの規定中「指導、

訓練等」を「支援」に改める。 

  第３６条中「特例障害児通所給付費」の次に「又は肢体不自由児通所医療費」を
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加える。 

  第４０条中「指導訓練室」を「発達支援室」に改める。 

  第４１条の２第３項中「保護者」を「通所給付決定保護者」に改める。 

  第４３条中「指定児童発達支援事業者」の次に「（治療を行うものを除く。）」

を加える。 

  第５０条第１項中「第５条第１８項」を「第５条第１９項」に改める。 

  第６１条第１項中「指導訓練」を「発達支援」に改め、同条第２項中「指導訓練

」を「発達支援」に、「訓練」を「支援」に改める。 

  第３章を次のように改める。 

    第３章 削除 

 第６７条から第７７条まで 削除 

  第７８条中「必要な訓練」を「必要な支援」に、「指導及び訓練」を「支援」に

改める。 

  第８１条第１項中「指導訓練室」を「発達支援室」に改め、同条第２項中「指導

訓練室は、訓練」を「発達支援室は、支援」に改める。 

  第８７条第１項中「指導訓練」を「発達支援」に改め、同条第２項中「指導訓練

」を「発達支援」に、「訓練」を「支援」に改める。 

  第９１条第２項中「心理指導担当職員」を「心理担当職員」に、「の指導、知識

技能の付与」を「及び知識技能の習得」に、「必要な訓練」を「必要な支援」に改

め、「以下」の次に「この項において単に」を加え、「訓練等」を「支援」に、「

）を行い、及び」を「）を行い、並びに」に、「又は職業教育」を「若しくは職業

教育」に改める。 

  第９７条中「第４項及び第５項を除く。）」を「第６項及び第７項を除く。）、

第２７条の２」に、「、第５０条、第５１条」を「から第５１条まで」に、「、第

５３条」を「及び第５３条」に改め、「及び第７６条」を削り、「居宅訪問型児童

発達支援計画」と」の次に「、第２８条第４項中「第２７条第４項に規定する領域

との関連性及びインクルージョンの観点を踏まえた」とあるのは「第２７条第４項

に規定する領域との関連性を踏まえた」と、第４９条第１項中「行わなければなら
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ない」とあるのは「行うよう努めなければならない」と」を加える。 

  第１０２条中「及び第５項を除く。）」を「を除く。）、第２７条の３」に、「

、第５０条、第５１条」を「から第５１条まで」に改め、「、第７６条」を削り、

「第２８条中「児童発達支援計画」とあるのは「保育所等訪問支援計画」と」の次

に「、第２７条第６項中「を受けて」とあるのは「及び当該事業所の訪問支援員が

当該障害児に対して保育所等訪問支援を行うに当たって訪問する施設（以下「訪問

先施設」という。）による評価（以下「訪問先施設評価」という。）を受けて」と

、同項第５号中「障害児及びその保護者」とあるのは「障害児及びその保護者並び

に当該訪問先施設」と、同条第７項中「自己評価及び保護者評価」とあるのは「自

己評価、保護者評価及び訪問先施設評価」と、「保護者に示す」とあるのは「保護

者及び訪問先施設に示す」と、第２８条第４項中「第２７条第４項に規定する領域

との関連性及びインクルージョンの観点を踏まえた」とあるのは「インクルージョ

ンの観点を踏まえた」と、同条第５項中「担当者等」とあるのは「担当者及び当該

障害児に係る訪問先施設の担当者等」と」を、「従業者の勤務の体制」と」の次に

「、第４９条第１項中「行わなければならない」とあるのは「行うよう努めなけれ

ばならない」と」を加える。 

  第１０３条中「第３項及び第６項を除く。）、第６８条」を「第４項及び第５項

を除く。）」に、「第４項」を「第３項」に、「同項第１号中「指定児童発達支援

」とあるのは「指定通所支援」と、同条第５項中「指定児童発達支援事業所」とあ

るのは「多機能型事業所」と、同条第７項」を「同条第６項」に、「同条第８項」

を「同条第７項」に、「第６８条第１項中「事業所（以下「指定医療型児童発達支

援事業所」という。）」とあり、並びに同項第３号並びに同条第２項及び第３項中

「指定医療型児童発達支援事業所」とあるのは「多機能型事業所」を「同条第８項

中「当該指定児童発達支援事業所」とあるのは「当該多機能型事業所」に改める。 

  第１０５条第１項中「、第７１条」を削り、同条第２項中「、第７１条」、「、

指定医療型児童発達支援」及び「、指定医療型児童発達支援の事業」を削り、同条

第３項及び第４項中「、第７１条」を削る。 

  第１０６条第１項中「指定障害児通所支援事業者等」を「指定障害児通所支援事
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業者」に改め、「、第７７条」を削り、同条第２項中「指定障害児通所支援事業者

等」を「指定障害児通所支援事業者」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、次に掲げる規定は、障害

者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律等の一部を改正する法律

（令和４年法律第１０４号）附則第１条第４号に掲げる規定の施行の日から施行す

る。 

 ⑴ 第１条中姫路市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する

基準を定める条例目次の改正規定（「第１４９条の４」を「第１４９条の５」に

改める部分を除く。）、同条例第２条第３号及び第３条第１項の改正規定、同条

例第９章の次に１章を加える改正規定、同条例第１７１条の次に１条を加える改

正規定、同条例第１８５条の改正規定、同条例第１９０条の改正規定（「第１４

７条」の次に「、第１７１条の２」を加える部分に限る。）並びに同条例第１９

４条の改正規定（「第１４７条」の次に「、第１７１条の２」を加える部分に限

る。） 

 ⑵ 第３条中姫路市障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条

例目次の改正規定、同条例第３条第１項の改正規定、同条例第５章の次に１章を

加える改正規定、同条例第６８条の次に１条を加える改正規定並びに同条例第８

４条及び第８７条の改正規定 

 ⑶ 第５条中姫路市指定障害児通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基

準を定める条例第５０条第１項の改正規定 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和７年３月３１日までの間、第１条の規定による改正

後の姫路市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準を定

める条例第２０３条の２（同条例第２２２条において準用する場合を含む。以下同

じ。）及び第２１１条の１０の規定の適用については、同条例第２０３条の２第２

項及び第３項並びに第２１１条の１０第２項及び第３項中「設けなければ」とある
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のは「設けるよう努めなければ」と、同条例第２０３条の２第４項及び第２１１条

の１０第４項中「公表しなければ」とあるのは「公表するよう努めなければ」とす

る。 

３ この条例の施行の日から令和７年３月３１日までの間、第２条の規定による改正

後の姫路市指定障害者支援施設等の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例

（次項において「新指定障害者支援施設基準条例」という。）第２８条の２の規定

の適用については、同条第２項及び第３項中「設けなければ」とあるのは「設ける

よう努めなければ」と、同条第４項中「公表しなければ」とあるのは「公表するよ

う努めなければ」とする。 

４ この条例の施行の日から令和８年３月３１日までの間、新指定障害者支援施設基

準条例第２８条の３の規定の適用については、同条第１項中「選任しなければ」と

あるのは「選任するよう努めなければ」と、同条第２項中「報告しなければ」とあ

るのは「報告するよう努めなければ」とする。 

５ この条例の施行の日から令和７年３月３１日までの間、第４条の規定による改正

後の姫路市障害者支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（次項におい

て「新障害者支援施設基準条例」という。）第２０条の２の規定の適用については

、同条第２項及び第３項中「設けなければ」とあるのは「設けるよう努めなければ

」と、同条第４項中「公表しなければ」とあるのは「公表するよう努めなければ」

とする。 

６ この条例の施行の日から令和８年３月３１日までの間、新障害者支援施設基準条

例第２０条の３の規定の適用については、同条第１項中「選任しなければ」とある

のは「選任するよう努めなければ」と、同条第２項中「報告しなければ」とあるの

は「報告するよう努めなければ」とする。 

７ 児童福祉法等の一部を改正する法律（令和４年法律第６６号。この項及び次項に

おいて「一部改正法」という。）附則第４条第１項の規定により一部改正法第２条

の規定による改正後の児童福祉法（次項において「新児童福祉法」という。）第２

１条の５の３第１項の指定を受けたものとみなされているものについては、第５条

の規定による改正後の姫路市指定障害児通所支援の事業等の人員、設備及び運営に

－78－



関する基準を定める条例（以下「新指定通所支援基準条例」という。）第７条の規 

定にかかわらず、令和９年３月３１日までの間、なお従前の例によることができる。 

８ 一部改正法附則第４条第１項の規定により新児童福祉法第２１条の５の３第１項

の指定を受けたものとみなされているものについては、新指定通所支援基準条例第

１１条の規定にかかわらず、当分の間、なお従前の例によることができる。 

９ この条例の施行の際現に指定を受けている第５条の規定による改正前の姫路市指

定障害児通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例（次項

において「旧指定通所支援基準条例」という。）第７条第４項に規定する主として

難聴児を通わせる指定児童発達支援事業所及び同条第５項に規定する主として重症

心身障害児を通わせる指定児童発達支援事業所については、新指定通所支援基準条

例第７条及び第１２条の規定にかかわらず、令和９年３月３１日までの間、なお従

前の例によることができる。 

１０ この条例の施行の際現に指定を受けている旧指定通所支援基準条例第７条第４

項に規定する主として難聴児を通わせる指定児童発達支援事業所及び同条第５項に

規定する主として重症心身障害児を通わせる指定児童発達支援事業所については、

新指定通所支援基準条例第１１条の規定にかかわらず、当分の間、なお従前の例に

よることができる。 

１１ 新指定通所支援基準条例第２７条の２（第５９条、第６３条、第８４条、第８

５条、第８９条及び第９７条において準用する場合を含む。）の規定の適用につい

ては、令和７年３月３１日までの間、新指定通所支援基準条例第２７条の２中「公

表しなければ」とあるのは「公表するよう努めなければ」とする。 
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                         議  案  第 ３５号 

                         令和 ６年 ２月１５日 

 

                      姫路市長  清 元 秀 泰 

 

   姫路市介護保険法に係る事務手数料徴収条例の一部を改正する条例 

について 

 

 姫路市介護保険法に係る事務手数料徴収条例の一部を改正する条例を次のように制

定する。 

 

   姫路市介護保険法に係る事務手数料徴収条例の一部を改正する条例 

 姫路市介護保険法に係る事務手数料徴収条例（平成２４年姫路市条例第６号）の一

部を次のように改正する。 

第２条中第２３号を第２５号とし、第２２号を第２４号とし、第２１号の次に次の

２号を加える。 

(22) 法第１１５条の２２第１項の規定に基づく指定介護予防支援事業者の指定の

申請（当該申請に係る事業所が法第１１５条の４６第１項に規定する地域包括支

援センターの設置者により当該地域包括支援センターと一体的に運営されるもの

を除く。）に対する審査 指定介護予防支援事業者指定申請手数料 １４，００

０円 

(23) 法第１１５条の３１において準用する法第７０条の２第４項において準用す

る法第７０条第１項の規定に基づく指定介護予防支援事業者の指定の更新の申請

（当該申請に係る事業所が法第１１５条の４６第１項に規定する地域包括支援セ

ンターの設置者により当該地域包括支援センターと一体的に運営されるものを除

く。）に対する審査 指定介護予防支援事業者指定更新申請手数料 ７，０００

円 

   附 則 
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 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議  案  第  ３６号 

令和 ６年 ２月１５日   

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

    

姫路市社会福祉事業施設条例の一部を改正する条例について 

  

姫路市社会福祉事業施設条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

   姫路市社会福祉事業施設条例の一部を改正する条例 

 姫路市社会福祉事業施設条例（昭和５１年姫路市条例第５５号）の一部を次のよう

に改正する。 

 第１０条中「姫路市立つくし児童園、姫路市立白鳥園」を「姫路市立こども発達支

援センター」に改める。 

別表第１中 

「 

                                」 

「 

                               」 

別表第３姫路市立つくし児童園の項を次のように改める。 

 

 別表第３姫路市立白鳥園の項を削る。 

別表第５中 

「              「 

 

姫路市立つくし児童園 姫路市増位新町二丁目３７番地 
を 

姫路市立白鳥園 姫路市増位新町二丁目３７番地 

姫路市立こども発達支援センター 姫路市増位新町二丁目３７番地 に改める。 

姫路市立こども発達支援センター １日につき６０人 
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姫路市立つくし児童園 
 を 

姫路市立こども発達支援

センター 
 に改める。 

姫路市立白鳥園 

             」              」 

 別表第７中 

「 

                                    」 

「 

                                                                        」 

改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

姫路市立つくし児童

園 

次の各号に掲げる額のうち、左に掲げるそれぞれの

施設に係る額 

⑴ 児童福祉法第２１条の５の３第２項に規定する

障害児通所給付費の額に同条第１項に規定する通

所特定費用を加えた額 

⑵ 児童福祉法第２４条の２６第２項に規定する障

害児相談支援給付費の額 

⑶ 障害者総合支援法第５１条の１７第２項に規定

する計画相談支援給付費の額 

 を 
姫路市立白鳥園 

姫路市立こども発達

支援センター 

 

 

次に掲げる額 

⑴ 児童福祉法第２１条の５の３第２項に規定する

障害児通所給付費の額に同条第１項に規定する通

所特定費用を加えた額 

⑵ 児童福祉法第２４条の２６第２項に規定する障

害児相談支援給付費の額 

⑶ 障害者総合支援法第５１条の１７第２項に規定

する計画相談支援給付費の額 

 に 
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１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前に姫路市社会福祉事業施設条

例第４条の２の規定によりなされた姫路市立つくし児童園及び姫路市立白鳥園に係

る入所等の許可であって、当該許可の期間の末日が施行日以後であるものについて

は、同条の規定によりなされた姫路市立こども発達支援センターに係る入所等の許

可とみなす。 
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議  案  第 ３７号 

令和 ６年 ２月１５日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

姫路市介護保険条例の一部を改正する条例について 

 

姫路市介護保険条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  姫路市介護保険条例の一部を改正する条例 

 姫路市介護保険条例（平成１２年姫路市条例第４７号）の一部を次のように改正す

る。 

 第２条の次に次の１条を加える。 

 （市町村特別給付） 

第２条の２ 市は、離島地域における介護保険サービス提供体制の確保を図るため、

法第１９条第１項の規定による要介護認定又は同条第２項の規定による要支援認定

を受けた被保険者（以下「要介護被保険者等」という。）が、編入前の家島町の区

域内において介護サービス等（法第１１５条の３５第１項に規定する介護サービス

及び法第１１５条の４５第１項第１号に規定する第一号事業をいう。以下同じ。）

を提供する事業所を設置する者（以下「離島部介護サービス等事業者」という。）

から介護サービス等を受けたときは、法第６２条に規定する市町村特別給付として

、当該要介護被保険者等に対し、離島部介護サービス費を支給する。 

２ 要介護被保険者等が前項に規定する離島部介護サービス等事業者から介護サービ

ス等を受けたときは、市は、要介護被保険者等が当該離島部介護サービス等事業者

に支払うべき当該介護サービス等に要した費用について、離島部介護サービス費と

して当該要介護被保険者等に対し支給すべき額の限度において、当該要介護被保険

者等に代わり、当該離島部介護サービス等事業者に支払うことができる。 

３ 前項の規定による支払があったときは、要介護被保険者等に対し第１項に規定す
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る離島部介護サービス費の支給があったものとみなす。 

４ 前３項に規定するもののほか、第１項に規定する離島部介護サービス費の支給に

関して必要な事項は、市長が別に定める。 

 第３条第１項中「令和３年度から令和５年度」を「令和６年度から令和８年度」に

改め、同項第１号中「３７，２００円」を「３３，８５０円」に改め、同項第２号中

「５２，０８０円」を「５０，９６０円」に改め、同項第３号中「５５，８００円」

を「５１，３３０円」に改め、同項第６号イ、第７号イ及び第８号イ中「又は第１１

号イ」を「、第１１号イ、第１２号イ又は第１３号イ」に改め、同項第９号ア中「４

００万円」を「４２０万円」に改め、同号イ中「又は第１１号イ」を「、第１１号イ

、第１２号イ又は第１３号イ」に改め、同項第１０号ア中「４００万円以上７００万

円」を「４２０万円以上５２０万円」に改め、同号イ中「又は次号イ」を「、次号イ

、第１２号イ又は第１３号イ」に改め、同項第１１号ア中「７００万円以上１，００

０万円」を「５２０万円以上６２０万円」に改め、同号イ中「部分を除く。）」の次

に「、次号イ又は第１３号イ」を加え、同項第１２号中「１４８，８００円」を「１

７１，１２０円」に改め、同号を同項第１４号とし、同項第１１号の次に次の２号を

加える。 

⑿ 次のいずれかに該当する者 １４８，８００円 

  ア 合計所得金額が６２０万円以上７２０万円未満であり、かつ、前各号のいず

れにも該当しないもの 

  イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による

額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第３９条第１項

第１号イ（同号イ（１）に係る部分を除く。）又は次号イに該当する者を除く

。） 

⒀ 次のいずれかに該当する者 １５９，９６０円 

  ア 合計所得金額が７２０万円以上１，０００万円未満であり、かつ、前各号の

いずれにも該当しないもの 

  イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による

額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第３９条第１項
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第１号イ（同号イ（１）に係る部分を除く。）に該当する者を除く。） 

第３条第２項中「令和３年度から令和５年度」を「令和６年度から令和８年度」に

、「２２，３２０円」を「２１，２００円」に改め、同条第３項中「令和３年度から

令和５年度」を「令和６年度から令和８年度」に、「２２，３２０円」を「２１，２

００円」に、「３７，２００円」を「３６，０８０円」に改め、同条第４項中「令和

３年度から令和５年度」を「令和６年度から令和８年度」に、「２２，３２０円」を

「２１，２００円」に、「５２，０８０円」を「５０，９６０円」に改める。 

 第５条第３項中「若しくは第１１号イ」を「、第１１号イ、第１２号イ若しくは第

１３号イ」に、「第１１号まで」を「第１３号まで」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の第３条の規定は、令和６年度以後の年度分の保険料から

適用し、令和５年度以前の年度分の保険料については、なお従前の例による。 
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議  案  第 ３８号 

令和 ６年 ２月１５日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

姫路市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営等に関する

基準を定める条例等の一部を改正する条例について 

 

姫路市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営等に関する基準を定める条

例等の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

姫路市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営等に関する

基準を定める条例等の一部を改正する条例 

（姫路市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営等に関する基準を定める

条例の一部改正） 

第１条 姫路市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営等に関する基準を定

める条例（平成２４年姫路市条例第５１号）の一部を次のように改正する。 

第７条中「同一敷地内にある」を削る。 

第２４条中第４号を第６号とし、第３号を第５号とし、第２号の次に次の２号を

加える。 

  ⑶ 指定訪問介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は

身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の

行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」という。）を行ってはならない。 

  ⑷ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

  第３４条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重要事項」

という。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する事項」を「重要事項」に、「

同項」を「前項」に改め、同条に次の１項を加える。 
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３ 指定訪問介護事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなけれ

ばならない。 

第４２条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第５号

中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第６号とし、同項第４号

中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３号

中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号

の次に次の１号を加える。 

  ⑶ 第２４条第４号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者

の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

  第４５条及び第５１条中「同一敷地内にある」を削る。 

  第５５条中第５号を第７号とし、第４号を第６号とし、第３号を第５号とし、第

２号の次に次の２号を加える。 

  ⑶ 指定訪問入浴介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命

又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行って

はならない。 

  ⑷ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

  第５９条第２項第１号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第４号

中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３号

中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号

中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第３号とし、同項第１号

の次に次の１号を加える。 

  ⑵ 第５５条第４号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者

の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

  第６２条及び第６７条第１項中「同一敷地内にある」を削る。 

 第７３条中第５号を第７号とし、第４号を第６号とし、第３号を第５号とし、第

２号の次に次の２号を加える。 

⑶ 指定訪問看護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は
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身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはな

らない。 

⑷ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第７９条第２項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第７号

中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第８号とし、同項第６号

中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第７号とし、同項第５号

中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第６号とし、同項第４号

の次に次の１号を加える。 

⑸ 第７３条第４号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者

の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第８２条第３項中「第８１条第１項に規定する人員」を「第８１条第１項から第

３項までに規定する人員」に、「第１項に規定する基準」を「前３項に規定する基

準」に改め、同項を同条第４項とし、同条第２項の次に次の１項を加える。 

３ 指定訪問リハビリテーション事業所が法第７２条第１項の規定により法第４１

条第１項本文の指定があったものとみなされた介護老人保健施設又は介護医療院

である場合については、姫路市介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運

営に関する基準を定める条例（平成２４年姫路市条例第５６号。以下「介護老人

保健施設基準条例」という。）第３条又は姫路市介護医療院の人員、施設及び設

備並びに運営に関する基準を定める条例（平成３０年姫路市条例第３１号。以下

「介護医療院基準条例」という。）第４条に規定する人員に関する基準を満たす

ことをもって、前項に規定する基準を満たしているものとみなすことができる。 

第８６条中第５号を第７号とし、第４号を第６号とし、第３号を第５号とし、第

２号の次に次の２号を加える。 

  ⑶ 指定訪問リハビリテーションの提供に当たっては、当該利用者又は他の利用

者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束

等を行ってはならない。 

⑷ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の
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心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第８７条第５項中「第４項」を「第５項」に改め、同項を同条第６項とし、同条

第４項を同条第５項とし、同条第３項の次に次の１項を加える。 

４ 医師及び理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士は、リハビリテーションを受

けていた医療機関から退院した利用者に係る訪問リハビリテーション計画の作成

に当たっては、当該医療機関が作成したリハビリテーション実施計画書等により

、当該利用者に係るリハビリテーションの情報を把握しなければならない。 

  第８９条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第５号

中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第６号とし、同項第４号

中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３号

中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号

の次に次の１号を加える。 

⑶ 第８６条第４号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者

の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第９６条第１項中第７号を第９号とし、第４号から第６号までを２号ずつ繰り下

げ、第３号の次に次の２号を加える。 

⑷ 指定居宅療養管理指導の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の

生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行

ってはならない。 

⑸ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第９６条第２項中第７号を第９号とし、第３号から第６号までを２号ずつ繰り下

げ、第２号の次に次の２号を加える。 

⑶ 指定居宅療養管理指導の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の

生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行

ってはならない。 

⑷ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 
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第９６条第３項中第４号を第６号とし、第３号を第５号とし、第２号の次に次の

２号を加える。 

⑶ 指定居宅療養管理指導の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の

生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行

ってはならない。 

⑷ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第９８条第２項第１号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第４号

中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３号

中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号

中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第３号とし、同項第１号

の次に次の１号を加える。 

⑵ 第９６条第１項第５号、第２項第４号及び第３項第４号の規定による身体的

拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない

理由の記録 

  第１０２条中「同一敷地内にある」を削る。 

第１０６条中第４号を第６号とし、第３号を第５号とし、第２号の次に次の２号

を加える。 

  ⑶ 指定通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は

身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはな

らない。 

  ⑷ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

  第１１３条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第５

号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第６号とし、同項第４

号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３

号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２

号の次に次の１号を加える。 
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  ⑶ 第１０６条第４号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

  第１１６条中「同項第３号」を「同項第４号」に、「同項第４号」を「同項第５

号」に改める。 

  第１３４条中「同一敷地内にある」を削る。 

第１３８条第４項中「第３項」を「第４項」に、「前３項」を「前各項」に改め

、同項を同条第５項とし、同条第３項の次に次の１項を加える。 

４ 指定通所リハビリテーション事業所が法第７２条第１項の規定により法第４１

条第１項本文の指定があったものとみなされた介護老人保健施設又は介護医療院

である場合については、介護老人保健施設基準条例第３条又は介護医療院基準条

例第４条に規定する人員に関する基準を満たすことをもって、前項に規定する基

準を満たしているものとみなすことができる。 

第１４１条中第４号を第６号とし、第３号を第５号とし、第２号の次に次の２号

を加える。 

⑶ 指定通所リハビリテーションの提供に当たっては、当該利用者又は他の利用

者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束

等を行ってはならない。 

⑷ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第１４２条第６項中「第４項」を「第５項」に改め、同項を同条第７項とし、同

条中第５項を第６項とし、第４項を第５項とし、第３項の次に次の１項を加える。 

４ 医師等の従業者は、リハビリテーションを受けていた医療機関から退院した利

用者に係る通所リハビリテーション計画の作成に当たっては、当該医療機関が作

成したリハビリテーション実施計画書等により、当該利用者に係るリハビリテー

ションの情報を把握しなければならない。 

  第１４６条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第５

号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第６号とし、同項第４

号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３
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号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２

号の次に次の１号を加える。 

⑶ 第１４１条第４号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

  第１５０条中「同一敷地内にある」を削る。 

第１５６条第４項中「身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身

体的拘束等」という。）」を「身体的拘束等」に改め、同条中第６項を第７項とし

、第５項の次に次の１項を加える。 

 ６ 指定短期入所生活介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図るため、次に掲げ

る措置を講じなければならない。 

  ⑴ 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を

活用して行うことができるものとする。）を３月に１回以上開催するとともに

、その結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。 

  ⑵ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

  ⑶ 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期

的に実施すること。 

  第１６８条第２項第２号から第６号までの規定中「に規定する」を「の規定によ 

 る」に改め、同条を第１６８条の２とし、第１６７条の次に次の１条を加える。 

  （利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策

を検討するための委員会の設置） 

第１６８条 指定短期入所生活介護事業者は、当該指定短期入所生活介護事業所に

おける業務の効率化、介護サービスの質の向上その他の生産性の向上に資する取

組の促進を図るため、当該指定短期入所生活介護事業所における利用者の安全並

びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための

委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定期的

に開催しなければならない。 

  第１７５条中第８項を第９項とし、第７項の次に次の１項を加える。 

８ ユニット型指定短期入所生活介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図るため
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、次に掲げる措置を講じなければならない。 

  ⑴ 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を

活用して行うことができるものとする。）を３月に１回以上開催するとともに

、その結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。 

  ⑵ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

  ⑶ 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期

的に実施すること。 

第１８０条中第５項を第６項とし、第４項の次に次の１項を加える。 

５ ユニット型指定短期入所生活介護事業所の管理者は、ユニット型施設の管理等

に係る研修を受講するよう努めなければならない。 

  第１８２条及び第１８２条の３中「第１６８条第２項第２号」を「第１６８条の

２第２項第２号」に改める。 

  第１８５条中「同一敷地内にある」を削る。 

  第１８９条中「第１６８条第２項第２号」を「第１６８条の２第２項第２号」に

改める。 

  第１９１条第１項第２号を削り、同項第３号中「（前号に該当するものを除く。

）」を削り、同号を同項第２号とし、同項第４号中「前２号」を「前号」に改め、 

「及び入院患者」を削り、同号を同項第３号とし、同項第５号を同項第４号とする。 

  第１９２条第１項第１号中「姫路市介護老人保健施設の人員、施設及び設備並び

に運営に関する基準を定める条例（平成２４年姫路市条例第５６号）」を「介護老

人保健施設基準条例」に改め、同項第２号を削り、同項第３号中「（指定介護療養

型医療施設であるものを除く。）」を削り、同号を同項第２号とし、同項第４号を

同項第３号とし、同項第５号中「介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関

する基準（平成３０年厚生労働省令第５号）第４３条」を「介護医療院基準条例第

４４条」に改め、同号を同項第４号とし、同条第２項中「前項第３号及び第４号」

を「前項第２号及び第３号」に改める。 

  第１９３条中「、診療所」を「又は診療所」に改め、「又は病院の老人性認知症

疾患療養病棟（健康保険法等の一部を改正する法律附則第１３０条の２第１項の規
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定によりなおその効力を有するものとされた介護保険法施行令（平成１０年政令第

４１２号）第４条第２項に規定する病床により構成される病棟をいう。以下同じ。

）」を削る。 

  第１９５条中第６項を第７項とし、第５項の次に次の１項を加える。 

 ６ 指定短期入所療養介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図るため、次に掲げ 

  る措置を講じなければならない。 

  ⑴ 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を

活用して行うことができるものとする。）を３月に１回以上開催するとともに

、その結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。 

  ⑵ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

  ⑶ 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期

的に実施すること。 

  第２０３条第２号中「若しくは」を「又は」に改め、「又は老人性認知症疾患療

養病棟を有する病院」及び「又は老人性認知症疾患療養病棟」を削る。 

  第２０４条第２項第２号から第６号までの規定中「に規定する」を「の規定によ 

る」に改める。 

  第２０５条中「及び第１６７条」を「、第１６７条及び１６８条」に改める。 

  第２０８条第１項中「ユニット型指定短期入所療養介護」を「介護老人保健施設

であるユニット型指定短期入所療養介護」に、「次のとおりとする」を「法に規定

する介護老人保健施設として必要とされる施設及び設備（ユニット型介護老人保健

施設に関するものに限る。）を有することとする」に改め、同項各号を削り、同条

第２項中「第１９３条第１項に規定する設備」を「第１９３条第１項から第４項ま

でに規定する設備」に、「前項」を「前各項」に改め、同項を同条第５項とし、同

条第１項の次に次の３項を加える。 

２ 療養病床を有する病院であるユニット型指定短期入所療養介護事業所の設備に

関する基準は、次に掲げる設備を有することとする。 

⑴ 療養病床を有する病院であるユニット型指定短期入所療養介護事業所は、ユ

ニット及び浴室を有しなければならない。 
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⑵ 療養病床を有する病院であるユニット型指定短期入所療養介護事業所のユニ

ット、廊下、機能訓練室及び浴室については、次の基準を満たさなければなら

ない。 

ア ユニット 

 (ア) 病室 

ａ 一の病室の定員は、１人とすること。ただし、利用者への指定短期入

所療養介護の提供上必要と認められる場合は、２人とすることができる

こと。 

ｂ 病室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニットの共同

生活室に近接して一体的に設けること。ただし、一のユニットの利用者

の定員は、原則としておおむね１０人以下とし、１５人を超えないもの

とすること。 

ｃ 一の病室の床面積等は、１０．６５平方メートル以上とすること。た

だし、ａただし書の場合にあっては、２１．３平方メートル以上とする

こと。 

ｄ ブザー又はこれに代わる設備を設けること。 

(イ) 共同生活室 

ａ 共同生活室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニット

の利用者が交流し、共同で日常生活を営むための場所としてふさわしい

形状を有すること。 

ｂ 一の共同生活室の床面積は、２平方メートルに当該共同生活室が属す

るユニットの利用者の定員を乗じて得た面積以上を標準とすること。 

ｃ 必要な設備及び備品を備えること。 

(ウ) 洗面設備 

ａ 病室ごとに設けること、又は共同生活室ごとに適当数設けること。 

    ｂ 身体の不自由な者が使用するのに適したものとすること。 

   (エ) 便所 

ａ 病室ごとに設けること、又は共同生活室ごとに適当数設けること。 
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ｂ ブザー又はこれに代わる設備を設けるとともに、身体の不自由な者が

使用するのに適したものとすること。 

イ 廊下幅 

１．８メートル以上とすること。ただし、中廊下の幅は、２．７メートル

以上とすること。 

ウ 機能訓練室 

内法による測定で４０平方メートル以上の床面積を有し、必要な器械及び

器具を備えること。 

エ 浴室 

身体の不自由な者が入浴するのに適したものとすること。 

⑶ 前号イからエまでに掲げる設備は、専ら当該ユニット型指定短期入所療養介

護事業所の用に供するものでなければならない。ただし、利用者に対する指定

短期入所療養介護の提供に支障がない場合は、この限りでない。 

⑷ 第２号ア（イ）の共同生活室は、医療法施行規則（昭和２３年厚生省令第５

０号）第２１条第３号に規定する食堂とみなす。 

⑸ 前各号に規定するもののほか、療養病床を有する病院であるユニット型指定

短期入所療養介護事業所は、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を

設けることとする。 

３ 療養病床を有する診療所であるユニット型指定短期入所療養介護事業所の設備

に関する基準は、次に掲げる設備を有することとする。 

⑴ 療養病床を有する診療所であるユニット型指定短期入所療養介護事業所は、

ユニット及び浴室を有しなければならない。 

⑵ 療養病床を有する診療所であるユニット型指定短期入所療養介護事業所のユ

ニット、廊下、機能訓練室及び浴室については、次の基準を満たさなければな

らない。 

ア ユニット 

(ア) 病室 

ａ 一の病室の定員は、１人とすること。ただし、利用者への指定短期入
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所療養介護の提供上必要と認められる場合は、２人とすることができる

こと。 

ｂ 病室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニットの共同

生活室に近接して一体的に設けること。ただし、一のユニットの利用者

の定員は、原則としておおむね１０人以下とし、１５人を超えないもの

とすること。 

ｃ 一の病室の床面積等は、１０．６５平方メートル以上とすること。た

だし、ａただし書の場合にあっては、２１．３平方メートル以上とする

こと。 

ｄ ブザー又はこれに代わる設備を設けること。 

(イ) 共同生活室 

ａ 共同生活室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニット

の利用者が交流し、共同で日常生活を営むための場所としてふさわしい

形状を有すること。 

ｂ 一の共同生活室の床面積は、２平方メートルに当該共同生活室が属す

るユニットの利用者の定員を乗じて得た面積以上を標準とすること。 

ｃ 必要な設備及び備品を備えること。 

(ウ) 洗面設備 

ａ 病室ごとに設けること、又は共同生活室ごとに適当数設けること。 

ｂ 身体の不自由な者が使用するのに適したものとすること。 

(エ) 便所 

ａ 病室ごとに設けること、又は共同生活室ごとに適当数設けること。 

ｂ ブザー又はこれに代わる設備を設けるとともに、身体の不自由な者が

使用するのに適したものとすること。 

 イ 廊下幅 

１．８メートル以上とすること。ただし、中廊下の幅は、２．７メートル

以上とすること。 

ウ 機能訓練室 
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機能訓練を行うために十分な広さを有し、必要な器械及び器具を備えるこ

と。 

エ 浴室 

身体の不自由な者が入浴するのに適したものとすること。 

⑶ 前号イからエまでに掲げる設備は、専ら当該ユニット型指定短期入所療養介

護事業所の用に供するものでなければならない。ただし、利用者に対する指定

短期入所療養介護の提供に支障がない場合は、この限りでない。 

⑷ 第２号ア（イ）の共同生活室は、医療法施行規則第２１条の４において準用

する同令第２１条第３号に規定する食堂とみなす。 

⑸ 前各号に規定するもののほか、療養病床を有する診療所であるユニット型指

定短期入所療養介護事業所は、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備

を設けることとする。 

４ 介護医療院であるユニット型指定短期入所療養介護事業所の設備に関する基準

は、法に規定する介護医療院として必要とされる施設及び設備（ユニット型介護

医療院に関するものに限る。）を有することとする。 

  第２１０条中第８項を第９項とし、第７項の次に次の１項を加える。 

８ ユニット型指定短期入所療養介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図るため

、次に掲げる措置を講じなければならない。 

  ⑴ 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を

活用して行うことができるものとする。）を３月に１回以上開催するとともに

、その結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。 

  ⑵ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

  ⑶ 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期

的に実施すること。 

  第２１５条中第５項を第６項とし、第４項の次に次の１項を加える。 

５ ユニット型指定短期入所療養介護事業所の管理者は、ユニット型施設の管理等

に係る研修を受講するよう努めなければならない。 

  第２１６条中第２号を削り、第３号を第２号とする。 
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  第２１９条に次の１項を加える。 

９ 次に掲げる要件のいずれにも適合する場合における第１項第２号ア及び第２項

第２号アの規定の適用については、これらの規定中「１」とあるのは、「０．９

」とする。 

  ⑴ 第２３８条において準用する第１６８条に規定する委員会において、利用者

の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図るための取組に

関する次に掲げる事項について必要な検討を行い、及び当該事項の実施を定期

的に確認していること。 

   ア 利用者の安全及びケアの質の確保 

イ 特定施設従業者の負担軽減及び勤務状況への配慮 

ウ 緊急時の体制整備 

エ 業務の効率化、介護サービスの質の向上等に資する機器（次号において「

介護機器」という。）の定期的な点検 

オ 特定施設従業者に対する研修 

  ⑵ 介護機器を複数種類活用していること。 

  ⑶ 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図るため

、特定施設従業者間の適切な役割分担を行っていること。 

  ⑷ 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図る取組

による介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減が行われていると認められ

ること。 

  第２２０条中「同一敷地内にある」を削る。 

  第２２９条の次に次の１条を加える。 

（口腔
くう

衛生の管理） 

第２２９条の２ 指定特定施設入居者生活介護事業者は、利用者の口腔
くう

の健康の保

持を図り、自立した日常生活を営むことができるよう、口腔
くう

衛生の管理体制を整 

備し、各利用者の状態に応じた口腔
くう

衛生の管理を計画的に行わなければならない。 

  第２３５条中第２項を第７項とし、第１項の次に次の５項を加える。 

２ 指定特定施設入居者生活介護事業者は、前項の規定に基づき協力医療機関を定
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めるに当たっては、次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定めるように努めな

ければならない。 

⑴ 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う

体制を、常時確保していること。 

⑵ 当該指定特定施設入居者生活介護事業者からの診療の求めがあった場合にお

いて診療を行う体制を、常時確保していること。 

３ 指定特定施設入居者生活介護事業者は、１年に１回以上、協力医療機関との間

で、利用者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療機関の

名称等を、市長に届け出なければならない。 

４ 指定特定施設入居者生活介護事業者は、感染症の予防及び感染症の患者に対す

る医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）第６条第１７項に規定する第

二種協定指定医療機関（次項において「第二種協定指定医療機関」という。）と

の間で、新興感染症（同条第７項に規定する新型インフルエンザ等感染症、同条

第８項に規定する指定感染症又は同条第９項に規定する新感染症をいう。次項に

おいて同じ。）の発生時等の対応を取り決めるように努めなければならない。 

５ 指定特定施設入居者生活介護事業者は、協力医療機関が第二種協定指定医療機

関である場合においては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の

発生時等の対応について協議を行わなければならない。 

６ 指定特定施設入居者生活介護事業者は、利用者が協力医療機関その他の医療機

関に入院した後に、当該利用者の病状が軽快し、退院が可能となった場合におい

ては、再び当該指定特定施設に速やかに入居させることができるように努めなけ

ればならない。 

  第２３７条第２項第２号から第７号までの規定中「に規定する」を「の規定によ

る」に改める。 

  第２３８条中「及び第１６０条」を「、第１６０条及び第１６８条」に改める。 

  第２４２条中「同一敷地内にある」を削る。 

  第２４８条第２項第２号から第９号までの規定中「に規定する」を「の規定によ

る」に改める。 
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  第２５１条第１項中「介護保険法施行令」の次に「（平成１０年政令第４１２号

）」を加える。 

  第２５２条中「同一敷地内にある」を削る。 

  第２５６条中第６号を第９号とし、第５号を第８号とし、同号の前に次の２号を

加える。 

  ⑹ 指定福祉用具貸与の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命

又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行って

はならない。 

  ⑺ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

  第２５６条中第４号を第５号とし、第３号を第４号とし、第２号を第３号とし、

第１号の次に次の１号を加える。 

  ⑵ 法第８条第１２項に規定する厚生労働大臣が定める福祉用具及び同条第１３

項に規定する特定福祉用具のいずれにも該当する福祉用具（以下「対象福祉用

具」という。）に係る指定福祉用具貸与の提供に当たっては、利用者が指定福

祉用具貸与又は指定特定福祉用具販売のいずれかを選択できることについて十

分な説明を行った上で、利用者の当該選択に当たって必要な情報を提供すると

ともに、医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、居宅サービス計画の原

案に位置付けた指定居宅サービス等（法第８条第２４項に規定する指定居宅サ

ービス等をいう。）の担当者その他の関係者の意見及び利用者の身体の状況等

を踏まえ、提案を行うものとする。 

  第２５７条第１項中「内容等」を「内容、福祉用具貸与計画の実施状況の把握（

以下この条において「モニタリング」という。）を行う時期等」に改め、同条第６

項を同条第８項とし、同条第５項中「福祉用具貸与計画の作成後、当該福祉用具貸

与計画の実施状況の把握を行い」を「モニタリングの結果を踏まえ」に改め、同項

を同条第７項とし、同条第４項の次に次の２項を加える。 

５ 福祉用具専門相談員は、福祉用具貸与計画の作成後、モニタリングを行うもの

とする。ただし、対象福祉用具に係る指定福祉用具貸与の提供に当たっては、福
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祉用具貸与計画に基づくサービス提供の開始時から６月以内に少なくとも１回モ

ニタリングを行い、その継続の必要性について検討を行うものとする。 

６ 福祉用具専門相談員は、モニタリングの結果を記録し、当該記録をサービスの

提供に係る居宅サービス計画を作成した指定居宅介護事業者に報告しなければな

らない。 

  第２６２条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重要事項

」という。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する事項」を「重要事項」に、

「同項」を「前項」に改め、同条中第３項を第４項とし、第２項の次に次の１項を

加える。 

３ 指定福祉用具貸与事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しな

ければならない。 

  第２６３条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第６

号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第７号とし、同項第５

号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第６号とし、同項第４

号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３

号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２

号の次に次の１号を加える。 

  ⑶ 第２５６条第７号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

  第２６４条及び第２６６条中「第１０９条第１項、第２項及び第４項中「通所介

護従業者」とあるのは「福祉用具専門相談員」と、同条第２項」を「第１０９条第

２項」に改め、「「サービス利用」と」の次に「、同条第４項中「通所介護従業者

」とあるのは「福祉用具専門相談員」と」を加える。 

  第２６９条中「同一敷地内にある」を削る。 

  第２７４条中第４号を第８号とし、第３号を第４号とし、同号の次に次の３号を

加える。 

  ⑸ 対象福祉用具に係る指定特定福祉用具販売の提供に当たっては、利用者等か

らの要請等に応じて、販売した福祉用具の使用状況を確認するよう努めるとと
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もに、必要な場合は、使用方法の指導、修理等を行うよう努めるものとする。 

  ⑹ 指定特定福祉用具販売の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の

生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行

ってはならない。 

⑺ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

  第２７４条中第２号を第３号とし、第１号の次に次の１号を加える。 

  ⑵ 対象福祉用具に係る指定特定福祉用具販売の提供に当たっては、利用者が指

定福祉用具貸与又は指定特定福祉用具販売のいずれかを選択できることについ

て十分な説明を行った上で、利用者の当該選択に当たって必要な情報を提供す

るとともに、医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、居宅サービス計画

の原案に位置付けた指定居宅サービス等（法第８条第２４項に規定する指定居

宅サービス等をいう。）の担当者その他の関係者の意見及び利用者の身体の状

況等を踏まえ、提案を行うものとする。 

  第２７５条に次の１項を加える。 

５ 福祉用具専門相談員は、対象福祉用具に係る指定特定福祉用具販売の提供に当

たっては、特定福祉用具販売計画の作成後、当該特定福祉用具販売計画に記載し

た目標の達成状況の確認を行うものとする。 

  第２７６条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第５

号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第６号とし、同項第４

号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３

号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２

号の次に次の１号を加える。 

  ⑶ 第２７４条第７号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第２７７条中「第１０９条第１項、第２項及び第４項中「通所介護従業者」とあ

るのは「福祉用具専門相談員」と、同条第２項」を「第１０９条第２項」に改め、

「「サービス利用」と」の次に「、同条第４項中「通所介護従業者」とあるのは「
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福祉用具専門相談員」と」を加える。 

（姫路市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防

サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法等に関する基準を定める条

例の一部改正） 

第２条 姫路市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護

予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法等に関する基準を定め

る条例（平成２４年姫路市条例第５２号）の一部を次のように改正する。 

  第５１条中「同一敷地内にある」を削る。 

  第５６条の４第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重要事

項」という。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する事項」を「重要事項」に

、「同項」を「前項」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに

掲載しなければならない。 

  第５７条第２項第１号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第４号

中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３号

中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号

中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第３号とし、同項第１号

の次に次の１号を加える。 

⑵ 第６０条第４号の規定による身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為

（以下「身体的拘束等」という。）の態様及び時間、その際の利用者の心身の

状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

  第６０条中第５号を第７号とし、第４号を第６号とし、第３号を第５号とし、第

２号の次に次の２号を加える。 

  ⑶ 指定介護予防訪問入浴介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者

等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等

を行ってはならない。 

  ⑷ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 
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  第６２条及び第６７条第１項中「同一敷地内にある」を削る。 

第７５条第２項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第７号

中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第８号とし、同項第６号

中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第７号とし、同項第５号

中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第６号とし、同項第４号

の次に次の１号を加える。 

 ⑸ 第７８条第９号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者

の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第７８条第１５号中「及び第１０号から第１４号まで」を「、第９号及び第１２

号から前号まで」に改め、同号を同条第１７号とし、同条第１４号中「第１２号」

を「第１４号」に改め、同号を同条第１６号とし、同条中第１３号を第１５号とし

、第８号から第１２号までを２号ずつ繰り下げ、第７号の次に次の２号を加える。 

⑻ 指定介護予防訪問看護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の

生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行

ってはならない。 

⑼ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第７９条第４項中「前条第１５号」を「前条第１７号」に改める。 

第８１条第３項中「第８２条第１項に規定する人員」を「第８２条第１項から第

３項までに規定する人員」に、「第１項に規定する基準」を「前３項に規定する基

準」に改め、同項を同条第４項とし、同条第２項の次に次の１項を加える。 

３ 指定介護予防訪問リハビリテーション事業者が法第１１５条の１１の規定によ

り準用される法第７２条第１項の規定により法第５３条第１項本文の指定があっ

たものとみなされた介護老人保健施設又は介護医療院である場合については、姫

路市介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条

例（平成２４年姫路市条例第５６号。以下「介護老人保健施設基準条例」という

。）第３条又は姫路市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準

を定める条例（平成３０年姫路市条例第３１号。以下「介護医療院基準条例」と
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いう。）第４条に規定する人員に関する基準を満たすことをもって、前項に規定

する基準を満たしているものとみなすことができる。 

  第８５条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第５号

中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第６号とし、同項第４号

中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３号

中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号

の次に次の１号を加える。 

⑶ 第８８条第１１号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

 第８８条第１号中「第４条」を「第４条第１項」に改め、「担当職員」の次に「

及び同条第２項に規定する介護支援専門員」を、「指定介護予防サービス等をいう

。」の次に「第２５２条第４号及び第２６６条第３号において同じ。」を加え、同

条第１４号中「第１２号」を「第１５号」に改め、同号を同条第１７号とし、同条

中第１３号を第１６号とし、第９号から第１２号までを３号ずつ繰り下げ、第８号

を第９号とし、同号の次に次の２号を加える。 

  ⑽ 指定介護予防訪問リハビリテーションの提供に当たっては、当該利用者又は

他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身

体的拘束等を行ってはならない。 

  ⑾ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第８８条第７号を同条第８号とし、同条第６号中「第５号」を「第６号」に改め

、同号を同条第７号とし、同条中第５号を第６号とし、第４号の次に次の１号を加

える。 

⑸ 医師及び理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士は、リハビリテーションを

受けていた医療機関から退院した利用者に係る介護予防訪問リハビリテーショ

ン計画の作成に当たっては、当該医療機関が作成したリハビリテーション実施

計画書等により、当該利用者に係るリハビリテーションの情報を把握しなけれ

ばならない。 
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第９４条第２項第１号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第４号

中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３号

中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号

中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第３号とし、同項第１号

の次に次の１号を加える。 

⑵ 第９７条第１項第４号、第２項第４号及び第３項第４号の規定による身体的

拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない

理由の記録 

第９７条第１項中第７号を第９号とし、第４号から第６号までを２号ずつ繰り下

げ、同項第３号中「前号」を「第２号」に改め、同号を同項第５号とし、同項第２

号の次に次の２号を加える。 

⑶ 指定介護予防居宅療養管理指導の提供に当たっては、当該利用者又は他の利

用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘

束等を行ってはならない。 

⑷ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第９７条第２項中第７号を第９号とし、第３号から第６号までを２号ずつ繰り下

げ、第２号の次に次の２号を加える。 

⑶ 指定介護予防居宅療養管理指導の提供に当たっては、当該利用者又は他の利

用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘

束等を行ってはならない。 

⑷ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第９７条第３項中第４号を第６号とし、第３号を第５号とし、第２号の次に次の

２号を加える。 

⑶ 指定介護予防居宅療養管理指導の提供に当たっては、当該利用者又は他の利

用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘

束等を行ってはならない。 
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⑷ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第１１９条第４項中「第３項」を「第４項」に、「前３項」を「前各項」に改め

、同項を同条第５項とし、同条第３項の次に次の１項を加える。 

４ 指定介護予防通所リハビリテーション事業者が法第１１５条の１１の規定によ

り準用される法第７２条第１項の規定により法第５３条第１項本文の指定があっ

たものとみなされた介護老人保健施設又は介護医療院である場合については、介

護老人保健施設基準条例第３条又は介護医療院基準条例第４条に規定する人員に

関する基準を満たすことをもって、前項に規定する基準を満たしているものとみ

なすことができる。 

第１２４条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第５

号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第６号とし、同項第４

号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３

号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２

号の次に次の１号を加える。 

⑶ 第１２７条第１１号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利

用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第１２７条第１３号中「第１１号」を「第１４号」に改め、同号を同条第１６号

とし、同条中第１２号を第１５号とし、第９号から第１１号までを３号ずつ繰り下

げ、第８号を第９号とし、同号の次に次の２号を加える。 

⑽ 指定介護予防通所リハビリテーションの提供に当たっては、当該利用者又は

他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身

体的拘束等を行ってはならない。 

⑾ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第１２７条第７号を同条第８号とし、同条第６号中「第５号」を「第６号」に改

め、同号を同条第７号とし、同条中第５号を第６号とし、第４号の次に次の１号を

加える。 
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⑸ 医師等の従業者は、リハビリテーションを受けていた医療機関から退院した

利用者に係る介護予防通所リハビリテーション計画の作成に当たっては、当該

医療機関が作成したリハビリテーション実施計画書等により、当該利用者に係

るリハビリテーションの情報を把握しなければならない。 

  第１３２条中「同一敷地内にある」を削る。 

  第１３８条第１項中「身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身 

体的拘束等」という。）」を「身体的拘束等」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 指定介護予防短期入所生活介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図るため、

次に掲げる措置を講じなければならない。 

  ⑴ 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を

活用して行うことができるものとする。）を３月に１回以上開催するとともに

、その結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。 

  ⑵ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

  ⑶ 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期

的に実施すること。 

  第１４１条第２項中「第４条」を「第４条第１項」に改め、「担当職員」の次に

「及び同条第２項に規定する介護支援専門員」を加え、「前項各号」を「同項各号

」に改める。 

  第１４２条の次に次の１条を加える。 

  （利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策

を検討するための委員会の設置） 

第１４２条の２ 指定介護予防短期入所生活介護事業者は、当該指定介護予防短期

入所生活介護事業所における業務の効率化、介護サービスの質の向上その他の生

産性の向上に資する取組の促進を図るため、当該指定介護予防短期入所生活介護

事業所における利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減

に資する方策を検討するための委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことが

できるものとする。）を定期的に開催しなければならない。 

 第１４３条第２項第２号から第６号までの規定中「に規定する」を「の規定によ
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る」に改める。 

  第１５９条中第５項を第６項とし、第４項の次に次の１項を加える。 

５ ユニット型指定介護予防短期入所生活介護事業所の管理者は、ユニット型施設

の管理等に係る研修を受講するよう努めなければならない。 

  第１６９条中「同一敷地内にある」を削る。 

  第１７５条第１項第２号を削り、同項第３号中「（前号に該当するものを除く。

）」を削り、同号を同項第２号とし、同項第４号中「前２号」を「前号」に改め、 

「及び入院患者」を削り、同号を同項第３号とし、同項第５号を同項第４号とする。 

  第１７６条第１項第１号中「姫路市介護老人保健施設の人員、施設及び設備並び

に運営に関する基準を定める条例（平成２４年姫路市条例第５６号）」を「介護老

人保健施設基準条例」に改め、同項第２号を削り、同項第３号中「（指定介護療養

型医療施設であるものを除く。）」を削り、同号を同項第２号とし、同項第４号を

同項第３号とし、同項第５号中「介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関

する基準（平成３０年厚生労働省令第５号）第４３条」を「介護医療院基準条例第

４４条」に改め、同号を同項第４号とし、同条第２項中「前項第３号及び第４号」

を「前項第２号及び第３号」に、「前項」を「同項」に改める。 

  第１７７条中「、診療所」を「又は診療所」に改め、「又は病院の老人性認知症

疾患療養病棟（健康保険法等の一部を改正する法律附則第１３０条の２第１項の規

定によりなおその効力を有するものとされた介護保険法施行令（平成１０年政令第

４１２号）第４条第２項に規定する病床により構成される病棟をいう。以下同じ。

）」を削る。 

  第１７９条に次の１項を加える。 

３ 指定介護予防短期入所療養介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図るため、

次に掲げる措置を講じなければならない。 

  ⑴ 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を

活用して行うことができるものとする。）を３月に１回以上開催するとともに

、その結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。 

  ⑵ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 
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  ⑶ 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期

的に実施すること。 

  第１８１条第２号中「若しくは」を「又は」に改め、「又は老人性認知症疾患療

養病棟を有する病院」及び「又は老人性認知症疾患療養病棟」を削る。 

  第１８２条第２項第２号から第６号までの規定中「に規定する」を「の規定によ

る」に改める。 

  第１８３条中「及び第１４２条」を「、第１４２条及び第１４２条の２」に改め

る。 

第１９３条第１項中「ユニット型指定介護予防短期入所療養介護」を「介護老人

保健施設であるユニット型指定介護予防短期入所療養介護」に、「次のとおりとす

る」を「法に規定する介護老人保健施設として必要とされる施設及び設備（ユニッ

ト型介護老人保健施設に関するものに限る。）を有することとする」に改め、同項

各号を削り、同条第２項中「第２０８条第１項に規定する設備」を「第２０８条第

１項から第４項までに規定する設備」に、「前項」を「前各項」に改め、同項を同

条第５項とし、同条第１項の次に次の３項を加える。 

２ 療養病床を有する病院であるユニット型指定介護予防短期入所療養介護事業所

の設備に関する基準は、次に掲げる設備を有することとする。 

⑴ 療養病床を有する病院であるユニット型指定介護予防短期入所療養介護事業

所は、ユニット及び浴室を有しなければならない。 

⑵ 療養病床を有する病院であるユニット型介護予防指定短期入所療養介護事業

所のユニット、廊下、機能訓練室及び浴室については、次の基準を満たさなけ

ればならない。 

ア ユニット 

(ア) 病室 

ａ 一の病室の定員は、１人とすること。ただし、利用者への指定介護予

防短期入所療養介護の提供上必要と認められる場合は、２人とすること

ができること。 

ｂ 病室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニットの共同
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生活室に近接して一体的に設けること。ただし、一のユニットの利用者

の定員は、原則としておおむね１０人以下とし、１５人を超えないもの

とすること。 

ｃ 一の病室の床面積等は、１０．６５平方メートル以上とすること。た

だし、ａただし書の場合にあっては、２１．３平方メートル以上とする

こと。 

ｄ ブザー又はこれに代わる設備を設けること。 

(イ) 共同生活室 

ａ 共同生活室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニット

の利用者が交流し、共同で日常生活を営むための場所としてふさわしい

形状を有すること。 

ｂ 一の共同生活室の床面積は、２平方メートルに当該共同生活室が属す

るユニットの利用者の定員を乗じて得た面積以上を標準とすること。 

ｃ 必要な設備及び備品を備えること。 

(ウ) 洗面設備 

ａ 病室ごとに設けること、又は共同生活室ごとに適当数設けること。 

ｂ 身体の不自由な者が使用するのに適したものとすること。 

(エ) 便所 

ａ 病室ごとに設けること、又は共同生活室ごとに適当数設けること。 

ｂ ブザー又はこれに代わる設備を設けるとともに、身体の不自由な者が

使用するのに適したものとすること。 

イ 廊下幅 

１．８メートル以上とすること。ただし、中廊下の幅は、２．７メートル

以上とすること。 

ウ 機能訓練室 

内法による測定で４０平方メートル以上の床面積を有し、必要な器械及び

器具を備えること。 

エ 浴室 

－114－



身体の不自由な者が入浴するのに適したものとすること。 

⑶ 前号イからエまでに掲げる設備は、専ら当該ユニット型指定介護予防短期入

所療養介護事業所の用に供するものでなければならない。ただし、利用者に対

する指定介護予防短期入所療養介護の提供に支障がない場合は、この限りでな

い。 

⑷ 第２号ア（イ）の共同生活室は、医療法施行規則（昭和２３年厚生省令第５

０号）第２１条第３号に規定する食堂とみなす。 

⑸ 前各号に規定するもののほか、療養病床を有する病院であるユニット型指定

介護予防短期入所療養介護事業所は、消火設備その他の非常災害に際して必要

な設備を設けることとする。 

３ 療養病床を有する診療所であるユニット型指定介護予防短期入所療養介護事業

所の設備に関する基準は、次に掲げる設備を有することとする。 

⑴ 療養病床を有する診療所であるユニット型指定介護予防短期入所療養介護事

業所は、ユニット及び浴室を有しなければならない。 

⑵ 療養病床を有する診療所であるユニット型指定介護予防短期入所療養介護事

業所のユニット、廊下、機能訓練室及び浴室については、次の基準を満たさな

ければならない。 

ア ユニット 

(ア) 病室 

ａ 一の病室の定員は、１人とすること。ただし、利用者への指定介護予

防短期入所療養介護の提供上必要と認められる場合は、２人とすること

ができること。 

ｂ 病室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニットの共同

生活室に近接して一体的に設けること。ただし、一のユニットの利用者

の定員は、原則としておおむね１０人以下とし、１５人を超えないもの

とすること。 

ｃ 一の病室の床面積等は、１０．６５平方メートル以上とすること。た

だし、ａただし書の場合にあっては、２１．３平方メートル以上とする
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こと。 

ｄ ブザー又はこれに代わる設備を設けること。 

(イ) 共同生活室 

ａ 共同生活室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニット

の利用者が交流し、共同で日常生活を営むための場所としてふさわしい

形状を有すること。 

ｂ 一の共同生活室の床面積は、２平方メートルに当該共同生活室が属す

るユニットの利用者の定員を乗じて得た面積以上を標準とすること。 

ｃ 必要な設備及び備品を備えること。 

(ウ) 洗面設備 

ａ 病室ごとに設けること、又は共同生活室ごとに適当数設けること。 

ｂ 身体の不自由な者が使用するのに適したものとすること。 

(エ) 便所 

ａ 病室ごとに設けること、又は共同生活室ごとに適当数設けること。 

ｂ ブザー又はこれに代わる設備を設けるとともに、身体の不自由な者が

使用するのに適したものとすること。 

イ 廊下幅 

１．８メートル以上とすること。ただし、中廊下の幅は、２．７メートル

以上とすること。 

ウ 機能訓練室 

機能訓練を行うために十分な広さを有し、必要な器械及び器具を備えるこ

と。 

エ 浴室 

身体の不自由な者が入浴するのに適したものとすること。 

⑶ 前号イからエまでに掲げる設備は、専ら当該ユニット型指定介護予防短期入

所療養介護事業所の用に供するものでなければならない。ただし、利用者に対

する指定介護予防短期入所療養介護の提供に支障がない場合は、この限りでな

い。 
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⑷ 第２号ア（イ）の共同生活室は、医療法施行規則第２１条の４において準用

する同令第２１条第３号に規定する食堂とみなす。 

⑸ 前各号に規定するもののほか、療養病床を有する診療所であるユニット型指

定介護予防短期入所療養介護事業所は、消火設備その他の非常災害に際して必

要な設備を設けることとする。 

４ 介護医療院であるユニット型指定介護予防短期入所療養介護事業所の設備に関

する基準は、法に規定する介護医療院として必要とされる施設及び設備（ユニッ

ト型介護医療院に関するものに限る。）を有することとする。 

第１９６条中第５項を第６項とし、第４項の次に次の１項を加える。 

５ ユニット型指定介護予防短期入所療養介護事業所の管理者は、ユニット型施設

の管理等に係る研修を受講するよう努めなければならない。 

  第１９７条中第２号を削り、第３号を第２号とする。 

  第２０５条に次の１項を加える。 

９ 次に掲げる要件のいずれにも適合する場合における第１項第２号ア及び第２項

第２号アの規定の適用については、これらの規定中「１」とあるのは、「０．９

」とする。 

⑴ 第２１９条において準用する第１４２条の２に規定する委員会において、利

用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図るための取

組に関する次に掲げる事項について必要な検討を行い、及び当該事項の実施を

定期的に確認していること。 

   ア 利用者の安全及びケアの質の確保 

イ 介護予防特定施設従業者の負担軽減及び勤務状況への配慮 

ウ 緊急時の体制整備 

エ 業務の効率化、介護サービスの質の向上等に資する機器（次号において「

介護機器」という。）の定期的な点検 

オ 介護予防特定施設従業者に対する研修 

  ⑵ 介護機器を複数種類活用していること。 

  ⑶ 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図るため
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、介護予防特定施設従業者間の適切な役割分担を行っていること。 

  ⑷ 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図る取組

により介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減が行われていると認められ

ること。 

  第２０６条中「同一敷地内にある」を削る。 

  第２１２条の次に次の１条を加える。 

  （口腔
くう

衛生の管理） 

第２１２条の２ 指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者は、利用者の口腔
くう

の

健康の保持を図り、自立した日常生活を営むことができるよう、口腔
くう

衛生の管理

体制を整備し、各利用者の状態に応じた口腔
くう

衛生の管理を計画的に行わなければ

ならない。 

  第２１６条中第２項を第７項とし、第１項の次に次の５項を加える。 

２ 指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者は、前項の規定に基づき協力医療

機関を定めるに当たっては、次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定めるよう

に努めなければならない。 

  ⑴ 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う

体制を、常時確保していること。 

  ⑵ 当該指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者からの診療の求めがあった

場合において診療を行う体制を、常時確保していること。 

３ 指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者は、１年に１回以上、協力医療機

関との間で、利用者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医

療機関の名称等を、市長に届け出なければならない。 

４ 指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者は、感染症の予防及び感染症の患

者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）第６条第１７項に規

定する第二種協定指定医療機関（次項において「第二種協定指定医療機関」とい

う。）との間で、新興感染症（同条第７項に規定する新型インフルエンザ等感染

症、同条第８項に規定する指定感染症又は同条第９項に規定する新感染症をいう

。次項において同じ。）の発生時等の対応を取り決めるように努めなければなら
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ない。 

５ 指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者は、協力医療機関が第二種協定指

定医療機関である場合においては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興

感染症の発生時等の対応について協議を行わなければならない。 

６ 指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者は、利用者が協力医療機関その他

の医療機関に入院した後に、当該利用者の病状が軽快し、退院が可能となった場

合においては、再び当該指定介護予防特定施設に速やかに入居させることができ

るように努めなければならない。 

第２１８条第２項第２号から第７号までの規定中「に規定する」を「の規定によ

る」に改める。 

第２１９条中「第５６条の２の２、第５６条の４」の次に「から第５６条の８ま

で、第５６条の１０」を加え、「（第５６条の９第２項を除く。）」を削り、「及

び第１４１条の２」を「、第１４１条の２及び第１４２条の２」に改め、「第５６

条の２の２第２項、」の次に「第５６条の４第１項並びに」を加え、「並びに第５

６条の４第１項」を削り、「同項」を「第５６条の４第１項」に改める。 

  第２３０条中「同一敷地内にある」を削る。 

  第２３５条第２項第２号から第９号までの規定中「に規定する」を「の規定によ

る」に改める。 

  第２３６条中「第５６条の２の２、第５６条の４」の次に「から第５６条の８ま

で、第５６条の１０」を加え、「（第５６条の９第２項を除く。）」を削り、「、 

第２１１条から第２１３条まで」を「から第２１２条まで、第２１３条」に改める。 

  第２４０条第１項中「介護保険法施行令」の次に「（平成１０年政令第４１２号

）」を加える。 

  第２４１条中「同一敷地内にある」を削る。 

  第２４８条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重要事項

」という。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する事項」を「重要事項」に、

「同項」を「前項」に改め、同条中第３項を第４項とし、第２項の次に次の１項を

加える。 
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３ 指定介護予防福祉用具貸与事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに

掲載しなければならない。 

  第２４９条第２項第１号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第６

号を同項第７号とし、同項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同

号を同項第６号とし、同項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同

号を同項第５号とし、同項第３号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同

号を同項第４号とし、同項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同

号を同項第３号とし、同項第１号の次に次の１号を加える。 

  ⑵ 第２５２条第９号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

  第２５２条中第７号を第１０号とし、第６号を第７号とし、同号の次に次の２号

を加える。 

  ⑻ 指定介護予防福祉用具貸与の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者

等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等

を行ってはならない。 

  ⑼ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第２５２条中第５号を第６号とし、第４号を第５号とし、第３号の次に次の１号

を加える。 

  ⑷ 法第８条の２第１０項に規定する厚生労働大臣が定める福祉用具及び同条第

１１項に規定する特定福祉用具のいずれにも該当する福祉用具（以下「対象福

祉用具」という。）に係る指定介護予防福祉用具貸与の提供に当たっては、利

用者が指定介護予防福祉用具貸与又は指定特定介護予防福祉用具販売のいずれ

かを選択できることについて十分な説明を行った上で、利用者の当該選択に当

たって必要な情報を提供するとともに、医師、理学療法士、作業療法士、言語

聴覚士、介護予防サービス計画の原案に位置付けた指定介護予防サービス等の

担当者その他の関係者の意見及び利用者の身体の状況等を踏まえ、提案を行う

ものとする。 
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  第２５３条第１項中「期間等」を「期間、介護予防福祉用具貸与計画の実施状況

の把握（以下この条において「モニタリング」という。）を行う時期等」に改め、

同条第５項中「当該介護予防福祉用具貸与計画の実施状況の把握（以下この条にお

いて「モニタリング」という。）」を「モニタリング」に改め、同項に次のただし

書を加える。 

ただし、対象福祉用具に係る指定介護予防福祉用具貸与の提供に当たっては、

介護予防福祉用具貸与計画に基づくサービス提供の開始時から６月以内に少なく 

とも１回モニタリングを行い、その継続の必要性について検討を行うものとする。 

第２５８条中「同一敷地内にある」を削る。 

第２６３条第２項第１号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第５

号を同項第６号とし、同項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同

号を同項第５号とし、同項第３号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同

号を同項第４号とし、同項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同

号を同項第３号とし、同項第１号の次に次の１号を加える。 

⑵ 第２６６条第８号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第２６６条中第５号を第９号とし、第４号を第５号とし、同号の次に次の３号を

加える。 

⑹ 対象福祉用具に係る指定特定介護予防福祉用具販売の提供に当たっては、利

用者等からの要請等に応じて、販売した福祉用具の使用状況を確認するよう努

めるとともに、必要な場合は、使用方法の指導、修理等を行うよう努めるもの

とする。 

  ⑺ 指定特定介護予防福祉用具販売の提供に当たっては、当該利用者又は他の利

用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘

束等を行ってはならない。 

  ⑻ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第２６６条中第３号を第４号とし、第２号の次に次の１号を加える。 
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⑶ 対象福祉用具に係る指定特定介護予防福祉用具販売の提供に当たっては、利

用者が指定介護予防福祉用具貸与又は指定特定介護予防福祉用具販売のいずれ

かを選択できることについて十分な説明を行った上で、利用者の当該選択に当

たって必要な情報を提供するとともに、医師、理学療法士、作業療法士、言語

聴覚士、介護予防サービス計画の原案に位置付けた指定介護予防サービス等の

担当者その他の関係者の意見及び利用者の身体の状況等を踏まえ、提案を行う

ものとする。 

  第２６７条に次の１項を加える。 

５ 福祉用具専門相談員は、対象福祉用具に係る指定特定介護予防福祉用具販売の

提供に当たっては、特定介護予防福祉用具販売計画の作成後、当該特定介護予防

福祉用具販売計画に記載した目標の達成状況の確認を行うものとする。 

（姫路市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営等に関する基準を定

める条例の一部改正） 

第３条 姫路市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営等に関する基準

を定める条例（平成２４年姫路市条例第５３号）の一部を次のように改正する。 

  第７条第５項第５号中「第６８条」を「第６８条第１項」に改め、同項中第１１

号を削り、第１２号を第１１号とし、同条第６項中「同一施設内」を「同一敷地内

」に改める。 

  第８条中「同一敷地内にある」を削る。 

  第２５条中第９号を第１１号とし、第８号を第１０号とし、第７号の次に次の２

号を加える。 

  ⑻ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に当たっては、当該利用者又

は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、

身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」という

。）を行ってはならない。 

  ⑼ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

  第３５条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重要事項」
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という。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する事項」を「重要事項」に、「

同項」を「前項」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、原則として、重要事項をウ

ェブサイトに掲載しなければならない。 

  第４３条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第７号

中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第８号とし、同項第６号

中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第７号とし、同項第５号

中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第６号とし、同項第４号

の次に次の１号を加える。 

  ⑸ 第２５条第９号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者

の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

  第５０条第４項中第１１号を削り、第１２号を第１１号とする。 

  第５１条中「同一敷地内の」を削る。 

  第５４条中第７号を第９号とし、第６号を第８号とし、第５号を第７号とし、第

４号の次に次の２号を加える。 

  ⑸ 指定夜間対応型訪問介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等

の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を

行ってはならない。 

  ⑹ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

  第６１条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第５号

中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第６号とし、同項第４号

中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同号第３号

中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号

の次に次の１号を加える。 

  ⑶ 第５４条第６号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者

の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

  第６２条の４中「同一敷地内にある」を削る。 
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  第６２条の９中第６号を第８号とし、第５号を第７号とし、第４号の次に次の２

号を加える。 

  ⑸ 指定地域密着型通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等

の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を

行ってはならない。 

  ⑹ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

  第６２条の１９第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項

第６号を同項第７号とし、同項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め

、同号を同項第６号とし、同項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め

、同号を同項第５号とし、同項第３号中「に規定する」を「の規定による」に改め

、同号を同項第４号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。 

  ⑶ 第６２条の９第６号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利

用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

  第６２条の２０の３中「同項第３号」を「同項第４号」に、「同項第４号」を「

同項第５号」に改める。 

  第６２条の２４第１項中「同一敷地内にある」を削る。 

  第６２条の３０中第５号を第７号とし、第４号を第６号とし、第３号を第５号と

し、第２号の次に次の２号を加える。 

  ⑶ 指定療養通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命

又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行って

はならない。 

  ⑷ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

  第６２条の３７第２項第３号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項

第７号を同項第８号とし、同項第６号中「に規定する」を「の規定による」に改め

、同号を同項第７号とし、同項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め

、同号を同項第６号とし、同項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め

－124－



、同号を同項第５号とし、同項第３号の次に次の１号を加える。 

  ⑷ 第６２条の３０第４号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の

利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

  第６５条第１項中「同一敷地内にある」を削る。 

第６８条第２項中「介護保険施設をいう。以下同じ。）若しくは」の次に「健康

保険法等の一部を改正する法律（平成１８年法律第８３号）第２６条の規定による

改正前の法第４８条第１項第３号に規定する」を加える。 

  第６９条第１項中「同一敷地内にある」を削る。 

  第７３条中第６号を第８号とし、第５号を第７号とし、第４号の次に次の２号を

加える。 

  ⑸ 指定認知症対応型通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者

等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等

を行ってはならない。 

  ⑹ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

  第７４条第１項中「及び次条」を削る。 

  第８２条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第６号

を同項第７号とし、同項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号

を同項第６号とし、同項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号

を同項第５号とし、同項第３号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号

を同項第４号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。 

  ⑶ 第７３条第６号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者

の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

  第８５条第６項の表中欄中「、指定介護療養型医療施設（医療法（昭和２３年法

律第２０５号）第７条第２項第４号に規定する療養病床を有する診療所であるもの

に限る。）」を削る。 

  第８６条第１項中「当該指定小規模多機能型居宅介護事業所に併設する前条第６

項の表の当該指定小規模多機能型居宅介護事業所に中欄に掲げる施設等のいずれか
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が併設されている場合の項の中欄に掲げる施設等の職務若しくは同一敷地内の指定

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の職務（当該指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護事業者が、指定夜間対応型訪問介護事業者、指定訪問介護事業者又は

指定訪問看護事業者の指定を併せて受け、一体的な運営を行っている場合には、こ

れらの事業に係る職務を含む。）若しくは法第１１５条の４５第１項に規定する介

護予防・日常生活支援総合事業（同項第１号ニに規定する第一号介護予防支援事業

を除く。）」を「他の事業所、施設等の職務」に改め、同条第３項中「第１１５条

」の次に「、第１９６条第３項」を加える。 

  第９５条第５号中「身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体

的拘束等」という。）」を「身体的拘束等」に改め、同条第６号中「前項」を「前

号」に改め、同条中第８号を第９号とし、第７号を第８号とし、第６号の次に次の

１号を加える。 

  ⑺ 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図るため、

次に掲げる措置を講じなければならない。 

ア 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等

を活用して行うことができるものとする。）を３月に１回以上開催するとと

もに、その結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。 

イ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

ウ 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定

期的に実施すること。 

  第１０９条の次に次の１条を加える。 

  （利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策

を検討するための委員会の設置） 

第１０９条の２ 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、当該指定小規模多機能型

居宅介護事業所における業務の効率化、介護サービスの質の向上その他の生産性

の向上に資する取組の促進を図るため、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所

における利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資す

る方策を検討するための委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができる
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ものとする。）を定期的に開催しなければならない。 

  第１１０条第２項第３号から第７号までの規定中「に規定する」を「の規定によ

る」に改める。 

  第１１４条第１項中「同一敷地内にある」及び「若しくは併設する指定小規模多

機能型居宅介護事業所若しくは指定看護小規模多機能型居宅介護事業所」を削る。 

  第１２４条中「これらの事業所、施設等が同一敷地内にあること等により」を削

る。 

  第１２８条中第３項を第８項とし、第２項を第７項とし、第１項の次に次の５項

を加える。 

２ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の規定に基づき協力医療機関を

定めるに当たっては、次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定めるように努め

なければならない。 

⑴ 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う

体制を、常時確保していること。 

⑵ 当該指定認知症対応型共同生活介護事業者からの診療の求めがあった場合に

おいて診療を行う体制を、常時確保していること。 

３ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、１年に１回以上、協力医療機関との

間で、利用者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療機関

の名称等を、市長に届け出なければならない。 

４ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、感染症の予防及び感染症の患者に対

する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）第６条第１７項に規定する

第二種協定指定医療機関（以下「第二種協定指定医療機関」という。）との間で

、新興感染症（同条第７項に規定する新型インフルエンザ等感染症、同条第８項

に規定する指定感染症又は同条第９項に規定する新感染症をいう。以下同じ。）

の発生時等の対応を取り決めるように努めなければならない。 

５ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、協力医療機関が第二種協定指定医療

機関である場合においては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症

の発生時等の対応について協議を行わなければならない。 
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６ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者が協力医療機関その他の医療

機関に入院した後に、当該利用者の病状が軽快し、退院が可能となった場合にお

いては、再び当該指定認知症対応型共同生活介護事業所に速やかに入居させるこ

とができるように努めなければならない。 

  第１３０条第２項第２号から第６号までの規定中「に規定する」を「の規定によ

る」に改める。 

  第１３１条中「及び第１０７条」を「、第１０７条及び第１０９条の２」に改め

る。 

  第１３３条第７項中第２号を削り、第３号を第２号とし、同条第１０項の次に次

の１項を加える。 

１１ 次に掲げる要件のいずれにも適合する場合における第１項第２号アの規定の

適用については、当該規定中「１」とあるのは、「０．９」とする。 

⑴ 第１５２条において準用する第１０９条の２に規定する委員会において、利

用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図るための取

組に関する次に掲げる事項について必要な検討を行い、及び当該事項の実施を

定期的に確認していること。 

ア 利用者の安全及びケアの質の確保 

イ 地域密着型特定施設従業者の負担軽減及び勤務状況への配慮 

ウ 緊急時の体制整備 

エ 業務の効率化、介護サービスの質の向上等に資する機器（次号において「

介護機器」という。）の定期的な点検 

オ 地域密着型特定施設従業者に対する研修 

⑵ 介護機器を複数種類活用していること。 

⑶ 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図るため

、地域密着型特定施設従業者間の適切な役割分担を行っていること。 

⑷ 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図る取組

による介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減が行われていると認められ

ること。 
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  第１３４条中「同一敷地内にある」を削る。 

  第１５０条中第２項を第７項とし、第１項の次に次の５項を加える。 

２ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、前項の規定に基づき協力医

療機関を定めるに当たっては、次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定めるよ

うに努めなければならない。 

⑴ 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う

体制を、常時確保していること。 

⑵ 当該指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者からの診療の求めがあっ

た場合において診療を行う体制を、常時確保していること。 

３ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、１年に１回以上、協力医療

機関との間で、利用者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力

医療機関の名称等を、市長に届け出なければならない。 

４ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、第二種協定指定医療機関と 

の間で、新興感染症の発生時等の対応を取り決めるように努めなければならない。 

５ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、協力医療機関が第二種協定

指定医療機関である場合においては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新

興感染症の発生時等の対応について協議を行わなければならない。 

６ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、利用者が協力医療機関その

他の医療機関に入院した後に、当該利用者の病状が軽快し、退院が可能となった

場合においては、再び当該指定地域密着型特定施設に速やかに入居させることが

できるように努めなければならない。 

  第１５１条第２項第２号から第７号までの規定中「に規定する」を「の規定によ

る」に改める。 

  第１５２条中「及び第１０２条」を「、第１０２条及び第１０９条の２」に改め

る。 

  第１５５条第８項第３号中「若しくは」を「又は」に改め、「又は介護支援専門

員（指定介護療養型医療施設の場合に限る。）」を削る。 

  第１５６条第１項第６号中「医療法」の次に「（昭和２３年法律第２０５号）」
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を加える。 

  第１６９条の２第１項中「医師」の次に「及び協力医療機関の協力を得て、当該

医師及び当該協力医療機関」を加え、同条に次の１項を加える。 

２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、前項の医師及び協力医療機関の協力を得

て、１年に１回以上、緊急時等における対応方法の見直しを行い、必要に応じて

緊急時等における対応方法の変更を行わなければならない。 

  第１７０条中「同一敷地内にある」を削る。 

  第１７１条第５号中「に規定する」を「の規定による」に、「を記録する」を「

の記録を行う」に改め、同条第６号中「に規定する」を「の規定による」に、「を

記録する」を「の記録を行う」に改め、同条第７号中「に規定する」を「の規定に

よる」に、「記録する」を「の記録を行う」に改める。 

  第１７６条の見出しを「（協力医療機関等）」に改め、同条第１項中「入院治療

を必要とする入所者のために」を「利用者の病状の急変等に備えるため」に、「協

力病院」を「次の各号に掲げる要件を満たす協力医療機関（第３号の要件を満たす

協力医療機関にあっては、病院に限る。）」に改め、同項に次のただし書及び各号

を加える。 

ただし、複数の医療機関を協力医療機関として定めることにより当該各号の要

件を満たすこととしても差し支えない。 

  ⑴ 入所者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う

体制を、常時確保していること。 

  ⑵ 当該指定地域密着型介護老人福祉施設からの診療の求めがあった場合におい

て診療を行う体制を、常時確保していること。 

  ⑶ 入所者の病状が急変した場合等において、当該指定地域密着型介護老人福祉

施設の医師又は協力医療機関その他の医療機関の医師が診療を行い、入院を要

すると認められた入所者の入院を原則として受け入れる体制を確保しているこ

と。 

  第１７６条中第２項を第６項とし、第１項の次に次の４項を加える。 

２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、１年に１回以上、協力医療機関との間で
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、入所者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療機関の名

称等を、市長に届け出なければならない。 

３ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、第二種協定指定医療機関との間で、新興

感染症の発生時等の対応を取り決めるように努めなければならない。 

４ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、協力医療機関が第二種協定指定医療機関

である場合においては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発

生時等の対応について協議を行わなければならない。 

５ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者が協力医療機関その他の医療機関

に入院した後に、当該入所者の病状が軽快し、退院が可能となった場合において

は、再び当該指定地域密着型介護老人福祉施設に速やかに入所させることができ

るように努めなければならない。 

  第１８０条第２項第２号から第６号までの規定中「に規定する」を「の規定によ

る」に改める。 

  第１８１条中「及び第６２条の１７第１項から第４項まで」を「、第６２条の１

７第１項から第４項まで及び第１０９条の２」に改める。 

  第１９１条中第５項を第６項とし、第４項の次に次の１項を加える。 

５ ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設の管理者は、ユニット型施設の管

理等に係る研修を受講するよう努めなければならない。 

  第１９３条中「第６２条の１７第１項から第４項まで」の次に「、第１０９条の

２」を加える。 

  第１９５条第７項中第４号を削り、第５号を第４号とする。 

  第１９６条第１項中「同一敷地内にある」及び「若しくは当該指定看護小規模多

機能型居宅介護事業所に併設する前条第７項各号に掲げる施設等」を削る。 

  第２０１条第１号中「療養上の管理の下で」を「当該利用者の居宅において、又

はサービスの拠点に通わせ、若しくは短期間宿泊させ、日常生活上の世話及び機能

訓練並びに療養上の世話又は必要な診療の補助を」に改め、同条中第１１号を第１

２号とし、第７号から第１０号までを１号ずつ繰り下げ、第６号の次に次の１号を

加える。 
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  ⑺ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図るた

め、次に掲げる措置を講じなければならない。 

   ア 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等

を活用して行うことができるものとする。）を３月に１回以上開催するとと

もに、その結果について、看護小規模多機能型居宅介護従業者に周知徹底を

図ること。 

   イ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

   ウ 看護小規模多機能型居宅介護従業者に対し、身体的拘束等の適正化のため

の研修を定期的に実施すること。 

  第２０５条第２項第３号及び第６号から第９号までの規定中「に規定する」を「

の規定による」に改める。 

  第２０６条中「及び第１０９条」を「、第１０９条及び第１０９条の２」に改め

る。 

（姫路市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定

地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法等に関す

る基準を定める条例の一部改正） 

第４条 姫路市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに

指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法等に

関する基準を定める条例（平成２４年姫路市条例第５４号）の一部を次のように改

正する。 

  第７条第１項中「同一敷地内にある」を削る。 

  第１０条第２項中「指定介護療養型医療施設（健康保険法等の一部を改正する法

律（平成１８年法律第８３号）附則第１３０条の２第１項の規定によりなおその効

力を有するものとされた同法第２６条の規定による改正前の法第４８条第１項第３

号に規定する指定介護療養型医療施設をいう。第４７条第６項において同じ。）」

を「健康保険法等の一部を改正する法律（平成１８年法律第８３号）第２６条の規

定による改正前の法第４８条第１項第３号に規定する指定介護療養型医療施設」に

改める。 
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  第１１条第１項中「同一敷地内にある」を削る。 

  第３３条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重要事項」

という。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する事項」を「重要事項」に、「

同項」を「前項」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、原則として、重要事項をウェブ

サイトに掲載しなければならない。 

  第４１条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第６号

を同項第７号とし、同項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号

を同項第６号とし、同項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号

を同項第５号とし、同項第３号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号

を同項第４号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。 

  ⑶ 第４４条第１１号の規定による身体的拘束その他利用者の行動を制限する行

為（以下「身体的拘束等」という。）の態様及び時間、その際の利用者の心身

の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

  第４４条第１４号中「第１２号」を「第１４号」に改め、同号を同条第１６号と

し、同条中第１３号を第１５号とし、第１０号から第１２号までを２号ずつ繰り下

げ、第９号の次に次の２号を加える。 

  ⑽ 指定介護予防認知症対応型通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他

の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体

的拘束等を行ってはならない。 

  ⑾ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

  第４７条第６項の表中欄中「、指定介護療養型医療施設（医療法（昭和２３年法

律第２０５号）第７条第２項第４号に規定する療養病床を有する診療所であるもの

に限る。）」を削る。 

  第４８条第１項中「当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に併設する

前条第６項の表の当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に中欄に掲げる

施設等のいずれかが併設されている場合の項の中欄に掲げる施設等の職務若しくは
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同一敷地内の指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所（指定地域密着型サー

ビス基準条例第７条第１項に規定する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

所をいう。以下同じ。）の職務（当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

所に係る指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者（指定地域密着型サービス

基準条例第７条第１項に規定する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者を

いう。以下同じ。）が、指定夜間対応型訪問介護事業者（指定地域密着型サービス

基準条例第５０条第１項に規定する指定夜間対応型訪問介護事業者をいう。以下同

じ。）、指定訪問介護事業者（姫路市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び

運営等に関する基準を定める条例（平成２４年姫路市条例第５１号。以下「指定居

宅サービス等基準条例」という。）第６条第１項に規定する指定訪問介護事業者を

いう。以下同じ。）又は指定訪問看護事業者（指定居宅サービス等基準条例第６６

条第１項に規定する指定訪問看護事業者をいう。以下同じ。）の指定を併せて受け

、一体的な運営を行っている場合には、これらの事業に係る職務を含む。）若しく

は法第１１５条の４５第１項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業（同項第

１号ニに規定する第一号介護予防支援事業を除く。）」を「他の事業所、施設等の

職務」に改める。 

  第５６条第１項中「身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体

的拘束等」という。）」を「身体的拘束等」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所は、身体的拘束等の適正化を図る

ため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

  ⑴ 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を

活用して行うことができるものとする。）を３月に１回以上開催するとともに

、その結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。 

  ⑵ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

  ⑶ 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期

的に実施すること。 

  第６６条の次に次の１条を加える。 

  （利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策
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を検討するための委員会の設置） 

第６６条の２ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、当該指定介護予防

小規模多機能型居宅介護事業所における業務の効率化、介護サービスの質の向上

その他の生産性の向上に資する取組の促進を図るため、当該指定介護予防小規模

多機能型居宅介護事業所における利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及

び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会（テレビ電話装置等を活

用して行うことができるものとする。）を定期的に開催しなければならない。 

  第６７条第２項第３号から第７号までの規定中「に規定する」を「の規定による

」に改める。 

  第７５条第１項中「同一敷地内にある」及び「若しくは併設する指定小規模多機

能型居宅介護事業所」を削る。 

  第８２条中「これらの事業所、施設等が同一敷地内にあること等により」を削る。 

  第８６条中第３項を第８項とし、第２項を第７項とし、第１項の次に次の５項を

加える。 

２ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の規定に基づき協力医

療機関を定めるに当たっては、次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定めるよ

うに努めなければならない。 

  ⑴ 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う

体制を、常時確保していること。 

  ⑵ 当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者からの診療の求めがあっ

た場合において診療を行う体制を、常時確保していること。 

３ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、１年に１回以上、協力医療

機関との間で、利用者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力

医療機関の名称等を、市長に届け出なければならない。 

４ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、感染症の予防及び感染症の

患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）第６条第１７項に

規定する第二種協定指定医療機関（次項において「第二種協定指定医療機関」と

いう。）との間で、新興感染症（同条第７項に規定する新型インフルエンザ等感
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染症、同条第８項に規定する指定感染症又は同条第９項に規定する新感染症をい

う。次項において同じ。）の発生時等の対応を取り決めるように努めなければな

らない。 

５ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、協力医療機関が第二種協定

指定医療機関である場合においては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新

興感染症の発生時等の対応について協議を行わなければならない。 

６ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者が協力医療機関その

他の医療機関に入院した後に、当該利用者の病状が軽快し、退院が可能となった

場合においては、再び当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所に速や

かに入所させることができるように努めなければならない。 

第８８条第２項第２号から第６号までの規定中「に規定する」を「の規定による

」に改める。 

  第８９条中「及び第６４条」を「、第６４条及び第６６条の２」に改める。 

（姫路市指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営等に関する基準を定める条例

の一部改正） 

第５条 姫路市指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営等に関する基準を定める

条例（平成２４年姫路市条例第５５号）の一部を次のように改正する。 

  第４条第１０項中「平成２４年姫路市条例第５３号」の次に「。以下「指定地域

密着型サービス基準条例」という。」を加え、同条に次の３項を加える。 

１１ 指定介護老人福祉施設（離島振興法（昭和２８年法律第７２号）第２条第１

項の規定により指定された離島振興対策実施地域又は過疎地域の持続的発展の支

援に関する特別措置法（令和３年法律第１９号）第２条第２項の規定により公示

された過疎地域に所在し、かつ、入所定員が３０人の指定介護老人福祉施設に限

る。以下この条において同じ。）に姫路市指定居宅サービス等の事業の人員、設

備及び運営等に関する基準を定める条例（平成２４年姫路市条例第５１号。次項

において「指定居宅サービス等基準条例」という。）第１４９条第１項に規定す

る指定短期入所生活介護事業所又は姫路市指定介護予防サービス等の事業の人員

、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な
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支援の方法等に関する基準を定める条例（平成２４年姫路市条例第５２号）第１

３１条第１項に規定する指定介護予防短期入所生活介護事業所（以下この項及び

次項において「指定短期入所生活介護事業所等」という。）が併設される場合に

おいては、当該指定短期入所生活介護事業所等の医師については、当該指定介護

老人福祉施設の医師により当該指定短期入所生活介護事業所等の利用者の健康管

理が適切に行われると認められるときは、これを置かないことができる。 

１２ 指定介護老人福祉施設に指定居宅サービス等基準条例第１０１条第１項に規

定する指定通所介護事業所、指定短期入所生活介護事業所等、指定地域密着型サ

ービス基準条例第６２条の３第１項に規定する指定地域密着型通所介護事業所、

指定地域密着型サービス基準条例第６４条第１項に規定する併設型指定認知症対

応型通所介護の事業を行う事業所又は姫路市指定地域密着型介護予防サービスの

事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予

防のための効果的な支援の方法等に関する基準を定める条例（平成２４年姫路市

条例第５４号）第６条第１項に規定する併設型指定介護予防認知症対応型通所介

護の事業を行う事業所が併設される場合においては、当該併設される事業所の生

活相談員、栄養士又は機能訓練指導員については、当該指定介護老人福祉施設の

生活相談員、栄養士若しくは管理栄養士又は機能訓練指導員により当該事業所の

利用者の処遇が適切に行われると認められるときは、これを置かないことができ

る。 

１３ 指定介護老人福祉施設に指定地域密着型サービス基準条例第８５条第１項に

規定する指定小規模多機能型居宅介護事業所又は指定地域密着型サービス基準条

例第１９５条第１項に規定する指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が併設さ

れる場合においては、当該指定介護老人福祉施設の介護支援専門員については、

当該併設される事業所の介護支援専門員により当該指定介護老人福祉施設の入所

者の処遇が適切に行われると認められるときは、これを置かないことができる。 

  第２４条の２中「医師」の次に「及び協力医療機関の協力を得て、当該医師及び

当該協力医療機関」を加え、同条に次の１項を加える。 

２ 指定介護老人福祉施設は、前項の医師及び協力医療機関の協力を得て、１年に
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１回以上、緊急時等における対応方法の見直しを行い、必要に応じて緊急時等に

おける対応方法の変更を行わなければならない。 

  第２５条中「同一敷地内にある」を削る。 

  第３３条の見出しを「（協力医療機関等）」に改め、同条第１項中「入院治療を

必要とする入所者のために」を「入所者の病状の急変等に備えるため」に、「協力

病院」を「次の各号に掲げる要件を満たす協力医療機関（第３号の要件を満たす協

力医療機関にあっては、病院に限る。）」に改め、同項に次のただし書及び各号を

加える。 

   ただし、複数の医療機関を協力医療機関として定めることにより当該各号の要

件を満たすこととしても差し支えない。 

  ⑴ 入所者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う

体制を、常時確保していること。 

  ⑵ 当該指定介護老人福祉施設からの診療の求めがあった場合において診療を行

う体制を、常時確保していること。 

  ⑶ 入所者の病状が急変した場合等において、当該指定介護老人福祉施設の医師

又は協力医療機関その他の医療機関の医師が診療を行い、入院を要すると認め

られた入所者の入院を原則として受け入れる体制を確保していること。 

  第３３条中第２項を第６項とし、第１項の次に次の４項を加える。 

２ 指定介護老人福祉施設は、１年に１回以上、協力医療機関との間で、入所者の

病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療機関の名称等を、市

長に届け出なければならない。 

３ 指定介護老人福祉施設は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関す

る法律（平成１０年法律第１１４号）第６条第１７項に規定する第二種協定指定

医療機関（次項において「第二種協定指定医療機関」という。）との間で、新興

感染症（同条第７項に規定する新型インフルエンザ等感染症、同条第８項に規定

する指定感染症又は同条第９項に規定する新感染症をいう。次項において同じ。

）の発生時等の対応を取り決めるように努めなければならない。 

４ 指定介護老人福祉施設は、協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合
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においては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対

応について協議を行わなければならない。 

５ 指定介護老人福祉施設は、入所者が協力医療機関その他の医療機関に入院した

後に、当該入所者の病状が軽快し、退院が可能となった場合においては、再び当

該指定介護老人福祉施設に速やかに入所させることができるように努めなければ

ならない。 

  第３４条第１項中「協力病院」を「協力医療機関」に改め、「重要事項」の次に

「（以下この条において単に「重要事項」という。）」を加え、同条第２項中「前

項に規定する事項」を「重要事項」に、「同項」を「前項」に改め、同条に次の１

項を加える。 

３ 指定介護老人福祉施設は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなけ

ればならない。 

  第４０条の２の次に次の１条を加える。 

  （入所者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策

を検討するための委員会の設置） 

第４０条の３ 指定介護老人福祉施設は、当該指定介護老人福祉施設における業務

の効率化、介護サービスの質の向上その他の生産性の向上に資する取組の促進を

図るため、当該指定介護老人福祉施設における入所者の安全並びに介護サービス

の質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会（テレビ電

話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定期的に開催しなければ

ならない。 

 第４２条第２項第２号から第６号までの規定中「に規定する」を「の規定による

」に改める。 

  第５３条中第５項を第６項とし、第４項の次に次の１項を加える。 

５ ユニット型指定介護老人福祉施設の管理者は、ユニット型施設の管理等に係る

研修を受講するよう努めなければならない。 

（姫路市介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める

条例の一部改正） 
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第６条 姫路市介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定

める条例（平成２４年姫路市条例第５６号）の一部を次のように改正する。 

  第３条第６項第３号中「若しくは」を「又は」に改め、「又は介護支援専門員（

健康保険法等の一部を改正する法律（平成１８年法律第８３号）附則第１３０条の

２第１項の規定によりなおその効力を有するものとされた同法第２６条の規定によ

る改正前の法第４８条第１項第３号に規定する指定介護療養型医療施設の場合に限

る。）」を削る。 

  第１８条第１項中「協力病院」を「協力医療機関」に改める。 

  第２５条中「同一敷地内にある」を削る。 

  第３２条第２項第１号及び第２号中「又は食中毒」を「及び食中毒」に改める。 

  第３３条の見出しを「（協力医療機関等）」に改め、同条第１項中「協力病院」

を「次の各号に掲げる要件を満たす協力医療機関（第３号の要件を満たす協力医療 

機関にあっては、病院に限る。）」に改め、同項に次のただし書及び各号を加える。 

   ただし、複数の医療機関を協力医療機関として定めることにより当該各号の要

件を満たすこととしても差し支えない。 

  ⑴ 入所者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う

体制を、常時確保していること。 

  ⑵ 当該介護老人保健施設からの診療の求めがあった場合において診療を行う体

制を、常時確保していること。 

  ⑶ 入所者の病状が急変した場合等において、当該介護老人保健施設の医師又は

協力医療機関その他の医療機関の医師が診療を行い、入院を要すると認められ

た入所者の入院を原則として受け入れる体制を確保していること。 

  第３３条中第２項を第６項とし、第１項の次に次の４項を加える。 

２ 介護老人保健施設は、１年に１回以上、協力医療機関との間で、入所者の病状

が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療機関の名称等を、市長に

届け出なければならない。 

３ 介護老人保健施設は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法

律（平成１０年法律第１１４号）第６条第１７項に規定する第二種協定指定医療
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機関（次項において「第二種協定指定医療機関」という。）との間で、新興感染

症（同条第７項に規定する新型インフルエンザ等感染症、同条第８項に規定する

指定感染症又は同条第９項に規定する新感染症をいう。次項において同じ。）の

発生時等の対応を取り決めるように努めなければならない。 

４ 介護老人保健施設は、協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合にお

いては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応に

ついて協議を行わなければならない。 

５ 介護老人保健施設は、入所者が協力医療機関その他の医療機関に入院した後に

、当該入所者の病状が軽快し、退院が可能となった場合においては、再び当該介 

護老人保健施設に速やかに入所させることができるように努めなければならない。 

  第３４条第１項中「協力病院」を「協力医療機関」に改め、「重要事項」の次に

「（以下この条において単に「重要事項」という。）」を加え、同条第２項中「前

項に規定する事項」を「重要事項」に、「同項」を「前項」に改め、同条に次の１

項を加える。 

３ 介護老人保健施設は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければ

ならない。 

  第３９条の２の次に次の１条を加える。 

  （入所者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策

を検討するための委員会の設置） 

第３９条の３ 介護老人保健施設は、当該介護老人保健施設における業務の効率化

、介護サービスの質の向上その他の生産性の向上に資する取組の促進を図るため

、当該介護老人保健施設における入所者の安全並びに介護サービスの質の確保及

び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会（テレビ電話装置等を活

用して行うことができるものとする。）を定期的に開催しなければならない。 

第４１条第２項第２号から第７号までの規定中「に規定する」を「の規定による

」に改める。 

  第５２条中第５項を第６項とし、第４項の次に次の１項を加える。 

５ ユニット型介護老人保健施設の管理者は、ユニット型施設の管理等に係る研修
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を受講するよう努めなければならない。 

（姫路市養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正） 

第７条 姫路市養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４

年姫路市条例第５８号）の一部を次のように改正する。 

  第９条第２項第３号から第５号までの規定中「に規定する」を「の規定による」

に改める。 

  第１２条第５項中「同一敷地内にある」を削る。 

  第２５条の見出しを「（協力医療機関等）」に改め、同条第１項中「入院治療を

必要とする入所者のために」を「入所者の病状の急変等に備えるため」に、「協力

病院」を「次の各号に掲げる要件を満たす協力医療機関（第３号の要件を満たす協

力医療機関にあっては、病院に限る。）」に改め、同項に次のただし書及び各号を

加える。 

   ただし、複数の医療機関を協力医療機関として定めることにより当該各号の要

件を満たすこととしても差し支えない。 

  ⑴ 入所者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う

体制を、常時確保していること。 

⑵ 当該養護老人ホームからの診療の求めがあった場合において診療を行う体制

を、常時確保していること。 

⑶ 入所者の病状が急変した場合等において、当該養護老人ホームの医師又は協

力医療機関その他の医療機関の医師が診療を行い、入院を要すると認められた

入所者の入院を原則として受け入れる体制を確保していること。 

  第２５条中第２項を第６項とし、第１項の次に次の４項を加える。 

２ 養護老人ホームは、１年に１回以上、協力医療機関との間で、入所者の病状が

急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療機関の名称等を、市長に届

け出なければならない。 

３ 養護老人ホームは、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

（平成１０年法律第１１４号）第６条第１７項に規定する第二種協定指定医療機

関（次項において「第二種協定指定医療機関」という。）との間で、新興感染症
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（同条第７項に規定する新型インフルエンザ等感染症、同条第８項に規定する指

定感染症又は同条第９項に規定する新感染症をいう。次項において同じ。）の発

生時等の対応を取り決めるように努めなければならない。 

４ 養護老人ホームは、協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合におい

ては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応につ

いて協議を行わなければならない。 

５ 養護老人ホームは、入所者が協力医療機関その他の医療機関に入院した後に、

当該入所者の病状が軽快し、退院が可能となった場合においては、再び当該養護

老人ホームに速やかに入所させることができるように努めなければならない。 

（姫路市特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正） 

第８条 姫路市特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例（平成

２４年姫路市条例第５９号）の一部を次のように改正する。 

  第９条第２項第３号から第５号までの規定中「に規定する」を「の規定による」

に改める。 

  第１２条に次の２項を加える。 

８ 特別養護老人ホーム（離島振興法（昭和２８年法律第７２号）第２条第１項の

規定により指定された離島振興対策実施地域又は過疎地域の持続的発展の支援に

関する特別措置法（令和３年法律第１９号）第２条第２項の規定により公示され

た過疎地域に所在し、かつ、入所定員が３０人の特別養護老人ホームに限る。以

下この条において同じ。）に姫路市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び

運営等に関する基準を定める条例（平成２４年姫路市条例第５１号。以下「指定

居宅サービス等基準条例」という。）第１４９条第１項に規定する指定短期入所

生活介護事業所又は姫路市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営

並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法等に

関する基準を定める条例（平成２４年姫路市条例第５２号。以下「指定介護予防

サービス等基準条例」という。）第１３１条第１項に規定する指定介護予防短期

入所生活介護事業所（以下「指定短期入所生活介護事業所等」という。）が併設

される場合においては、当該指定短期入所生活介護事業所等の医師については、
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当該特別養護老人ホームの医師により当該指定短期入所生活介護事業所等の利用

者の健康管理が適切に行われると認められるときは、これを置かないことができ

る。 

９ 特別養護老人ホームに指定居宅サービス等基準条例第１０１条第１項に規定す

る指定通所介護事業所、指定短期入所生活介護事業所等、姫路市指定地域密着型

サービスの事業の人員、設備及び運営等に関する基準を定める条例（平成２４年

姫路市条例第５３号。以下「指定地域密着型サービス基準条例」という。）第６

２条の３第１項に規定する指定地域密着型通所介護事業所、指定地域密着型サー

ビス基準条例第６４条第１項に規定する併設型指定認知症対応型通所介護の事業

を行う事業所又は姫路市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及

び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な

支援の方法等に関する基準を定める条例（平成２４年姫路市条例第５４号。以下

「指定地域密着型介護予防サービス基準条例」という。）第６条第１項に規定す

る併設型指定介護予防認知症対応型通所介護の事業を行う事業所が併設される場

合においては、当該併設される事業所の生活相談員、栄養士、機能訓練指導員又

は調理員その他の従業者については、当該特別養護老人ホームの生活相談員、栄

養士、機能訓練指導員又は調理員、事務員その他の職員により当該事業所の利用

者の処遇が適切に行われると認められるときは、これを置かないことができる。 

  第２２条の２中「医師」の次に「及び協力医療機関の協力を得て、当該医師及び

当該協力医療機関」を加え、同条に次の１項を加える。 

２ 特別養護老人ホームは、前項の医師及び協力医療機関の協力を得て、１年に１

回以上、緊急時等における対応方法の見直しを行い、必要に応じて緊急時等にお

ける対応方法の変更を行わなければならない。 

  第２７条の見出しを「（協力医療機関等）」に改め、同条第１項中「入院治療を

必要とする入所者のために」を「入所者の病状の急変等に備えるため」に、「協力

病院」を「次の各号に掲げる要件を満たす協力医療機関（第３号の要件を満たす協

力医療機関にあっては、病院に限る。）」に改め、同項に次のただし書及び各号を

加える。 
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   ただし、複数の医療機関を協力医療機関として定めることにより当該各号の要

件を満たすこととしても差し支えない。 

 ⑴ 入所者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う体

制を、常時確保していること。 

⑵ 当該特別養護老人ホームからの診療の求めがあった場合において診療を行う体

制を、常時確保していること。 

⑶ 入所者の病状が急変した場合等において、当該特別養護老人ホームの医師又は

協力医療機関その他の医療機関の医師が診療を行い、入院を要すると認められた

入所者の入院を原則として受け入れる体制を確保していること。 

 第２７条中第２項を第６項とし、第１項の次に次の４項を加える。 

２ 特別養護老人ホームは、１年に１回以上、協力医療機関との間で、入所者の病

状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療機関の名称等を、市長

に届け出なければならない。 

３ 特別養護老人ホームは、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する

法律（平成１０年法律第１１４号）第６条第１７項に規定する第二種協定指定医

療機関（次項において「第二種協定指定医療機関」という。）との間で、新興感

染症（同条第７項に規定する新型インフルエンザ等感染症、同条第８項に規定す

る指定感染症又は同条第９項に規定する新感染症をいう。次項において同じ。）

の発生時等の対応を取り決めるように努めなければならない。 

４ 特別養護老人ホームは、協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合に

おいては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応

について協議を行わなければならない。 

５ 特別養護老人ホームは、入所者が協力医療機関その他の医療機関に入院した後

に、当該入所者の病状が軽快し、退院が可能となった場合においては、再び当該

特別養護老人ホームに速やかに入所させることができるように努めなければなら

ない。 

  第３１条の２の次に次の１条を加える。 

  （入所者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策

－145－



を検討するための委員会の設置） 

第３１条の３ 特別養護老人ホームは、当該特別養護老人ホームにおける業務の効

率化、介護サービスの質の向上その他の生産性の向上に資する取組の促進を図る

ため、当該特別養護老人ホームにおける入所者の安全並びに介護サービスの質の

確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会（テレビ電話装置

等を活用して行うことができるものとする。）を定期的に開催しなければならな

い。 

第４１条中第５項を第６項とし、第４項の次に次の１項を加える。 

５ ユニット型特別養護老人ホームの施設長は、ユニット型施設の管理等に係る研

修を受講するよう努めなければならない。 

第４６条第１１項中「姫路市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営等

に関する基準を定める条例（平成２４年姫路市条例第５１号。以下「指定居宅サー

ビス等基準条例」という。）第１４９条第１項に規定する指定短期入所生活介護事

業所又は姫路市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介

護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法等に関する基準を定

める条例（平成２４年姫路市条例第５２号。以下「指定介護予防サービス等基準条

例」という。）第１３１条第１項に規定する指定介護予防短期入所生活介護事業所

（以下「指定短期入所生活介護事業所等」という。）」を「指定短期入所生活介護

事業所等」に改め、同条第１２項中「姫路市指定地域密着型サービスの事業の人員

、設備及び運営等に関する基準を定める条例（平成２４年姫路市条例第５３号。以

下「指定地域密着型サービス基準条例」という。）」を「指定地域密着型サービス

基準条例」に、「姫路市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び

運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援

の方法等に関する基準を定める条例（平成２４年姫路市条例第５４号。以下「指定

地域密着型介護予防サービス基準条例」という。）」を「指定地域密着型介護予防

サービス基準条例」に改める。 

 第５３条中「第２２条まで」の次に「、第２４条の２」を加え、「、第３２条」

を「から第３２条まで」に改める。 
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（姫路市軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正） 

第９条 姫路市軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４

年姫路市条例第６０号）の一部を次のように改正する。 

  第９条第２項第３号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第４号中

「第３１項第２項の」の次に「規定による」を加え、同項第５号中「第３３条第２

項の」の次に「規定による」を加える。 

  第１１条第４項中「同一敷地内にある」を削る。 

  第２７条中第２項を第７項とし、第１項の次に次の５項を加える。 

２ 軽費老人ホームは、前項の規定に基づき協力医療機関を定めるに当たっては、

次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定めるように努めなければならない。 

⑴ 入所者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う

体制を、常時確保していること。 

⑵ 当該軽費老人ホームからの診療の求めがあった場合において診療を行う体制

を、常時確保していること。 

３ 軽費老人ホームは、１年に１回以上、協力医療機関との間で、入所者の病状が

急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療機関の名称等を、市長に届

け出なければならない。 

４ 軽費老人ホームは、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

（平成１０年法律第１１４号）第６条第１７項に規定する第二種協定指定医療機

関（次項において「第二種協定指定医療機関」という。）との間で、新興感染症

（同条第７項に規定する新型インフルエンザ等感染症、同条第８項に規定する指

定感染症又は同条第９項に規定する新感染症をいう。次項において同じ。）の発

生時等の対応を取り決めるように努めなければならない。 

５ 軽費老人ホームは、協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合におい

ては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応につ

いて協議を行わなければならない。 

６ 軽費老人ホームは、入所者が協力医療機関その他の医療機関に入院した後に、

当該入所者の病状が軽快し、退院が可能となった場合においては、再び当該軽費
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老人ホームに速やかに入所させることができるように努めなければならない。 

  第２８条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重要事項」

という。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する事項」を「重要事項」に、「

同項」を「前項」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 軽費老人ホームは、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければな

らない。 

  第３８条第３項中「同一敷地内にある」を削る。 

  第４１条第１項中「、交付」を削る。 

（姫路市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営等に関する基準を定める条例の

一部改正） 

第１０条 姫路市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営等に関する基準を定める

条例（平成２６年姫路市条例第５９号）の一部を次のように改正する。 

  第２条第４項中「地域包括支援センター」の次に「（以下「地域包括支援センタ

ー」という。）」を加える。 

  第４条第２項中「利用者の数が３５」を「利用者の数（当該指定居宅介護支援事

業者が指定介護予防支援事業者の指定を併せて受け、又は法第１１５条の２３第３

項の規定により地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事業者から

委託を受けて、当該指定居宅介護支援事業所において指定介護予防支援（法第５８

条第１項に規定する指定介護予防支援をいう。以下この項及び第１５条第２６号に

おいて同じ。）を行う場合にあっては、当該事業所における指定居宅介護支援の利

用者の数に当該事業所における指定介護予防支援の利用者の数に３分の１を乗じた

数を加えた数。次項において同じ。）が４４」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 前項の規定にかかわらず、指定居宅介護支援事業所が、公益社団法人国民健康

保険中央会（昭和３４年１月１日に社団法人国民健康保険中央会という名称で設

立された法人をいう。）が運用及び管理を行う指定居宅介護支援事業者及び指定

居宅サービス事業者等の使用に係る電子計算機と接続された居宅サービス計画の

情報の共有等のための情報処理システムを利用し、かつ、事務職員を配置してい

る場合における第１項に規定する員数の基準は、利用者の数が４９又はその端数
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を増すごとに１とする。 

  第５条第３項第２号中「同一敷地内にある」を削る。 

  第６条第２項中「あらかじめ」の次に「、利用者又はその家族に対し」を加え、

「、前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成された居宅サービス計画

の総数のうちに訪問介護、通所介護、福祉用具貸与及び地域密着型通所介護（以下

この項において「訪問介護等」という。）がそれぞれ位置付けられた居宅サービス

計画の数が占める割合、前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成され

た居宅サービス計画に位置付けられた訪問介護等ごとの回数のうちに同一の指定居

宅サービス事業者又は指定地域密着型サービス事業者によって提供されたものが占

める割合」を削り、同条第８項を同条第９項とし、同条第７項中「第４項」を「第

５項」に改め、同項第１号中「第４項各号」を「第５項各号」に改め、同項を同条

第８項とし、同条第６項中「第４項第１号」を「第５項第１号」に改め、同項を同

条第７項とし、同条第５項を同条第６項とし、同条第４項中「第７項」を「第８項

」に改め、同項を同条第５項とし、同条中第３項を第４項とし、第２項の次に次の

１項を加える。 

３ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あらかじ

め、利用者又はその家族に対し、前６月間に当該指定居宅介護支援事業所におい

て作成された居宅サービス計画の総数のうちに訪問介護、通所介護、福祉用具貸

与及び地域密着型通所介護（以下この項において「訪問介護等」という。）がそ

れぞれ位置付けられた居宅サービス計画の数が占める割合及び前６月間に当該指

定居宅介護支援事業所において作成された居宅サービス計画に位置付けられた訪

問介護等ごとの回数のうちに同一の指定居宅サービス事業者又は指定地域密着型

サービス事業者によって提供されたものが占める割合につき説明を行い、理解を

得るよう努めなければならない。 

  第１５条第２号の次に次の２号を加える。 

  ⑵の２ 指定居宅介護支援の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の

生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他

利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」という。）を行ってはな
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らない。 

  ⑵の３ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

  第１５条第１３号の２中「主治の医師若しくは歯科医師」を「主治の医師等」に

改め、同条第１４号ア中「、利用者の居宅を訪問し」を削り、同号中イをウとし、

アの次に次のように加える。 

  イ アの規定による面接は、利用者の居宅を訪問することによって行うこと。た

だし、次のいずれにも該当する場合であって、少なくとも２月に１回、利用者

の居宅を訪問し、利用者に面接するときは、利用者の居宅を訪問しない月にお

いては、テレビ電話装置等を活用して、利用者に面接することができるものと

する。 

(ア) テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて、文書により利用者

の同意を得ていること。 

(イ) サービス担当者会議等において、次に掲げる事項について主治の医師、担

当者その他の関係者の合意を得ていること。 

   ａ 利用者の心身の状況が安定していること。   

   ｂ 利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通を行うことができること。 

   ｃ 介護支援専門員が、テレビ電話装置等を活用したモニタリングでは把握

できない情報について、担当者から提供を受けること。 

  第１５条第２６号中「基づき、」の次に「地域包括支援センターの設置者である

」を加える。 

  第２４条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重要事項」

という。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する事項」を「重要事項」に、「

同項」を「前項」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 指定居宅介護支援事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しな

ければならない。 

  第３１条第２項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項

第６号とし、同項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項
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第５号とし、同項第３号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項

第４号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。 

  ⑶ 第１５条第２号の３の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利

用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

（姫路市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係

る介護予防のための効果的な支援の方法等に関する基準を定める条例の一部改正） 

第１１条 姫路市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援

等に係る介護予防のための効果的な支援の方法等に関する基準を定める条例（平成

２６年姫路市条例第６０号）の一部を次のように改正する。 

  第４条中「指定介護予防支援事業者」を「地域包括支援センターの設置者である

指定介護予防支援事業者」に改め、「（以下「指定介護予防支援事業所」という。

）」を削り、同条に次の１項を加える。 

２ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、当該指定に係る事

業所ごとに１以上の員数の指定介護予防支援の提供に当たる必要な数の介護支援

専門員を置かなければならない。 

  第５条第１項中「指定介護予防支援事業所」を「当該指定に係る事業所（以下「

指定介護予防支援事業所」という。）」に改め、同条第２項中「前項に規定する」

を「地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事業者が前項の規定に

より置く」に改め、同条に次の２項を加える。 

３ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者が第１項の規定により

置く管理者は、介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１４０条

の６６第１号イ（３）に規定する主任介護支援専門員（以下この項において「主

任介護支援専門員」という。）でなければならない。ただし、主任介護支援専門

員の確保が著しく困難である等やむを得ない理由がある場合については、介護支

援専門員（主任介護支援専門員を除く。）を第１項に規定する管理者とすること

ができる。 

４ 前項の管理者は、専らその職務に従事する者でなければならない。ただし、次

に掲げる場合は、この限りでない。 
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  ⑴ 管理者がその管理する指定介護予防支援事業所の介護支援専門員の職務に従

事する場合 

  ⑵ 管理者が他の事業所の職務に従事する場合（その管理する指定介護予防支援

事業所の管理に支障がない場合に限る。） 

  第６条第２項中「あらかじめ」の次に「、利用者又はその家族に対し」を加え、

同条第３項中「担当職員」の次に「（指定居宅介護支援事業者である指定介護予防

支援事業者の場合にあっては介護支援専門員。以下この章及び次章において同じ。

）」を加える。 

  第１２条に次の２項を加える。 

２ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、前項の利用料のほ

か、利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域の居宅を訪問して指定

介護予防支援を行う場合には、それに要した交通費の支払を利用者から受けるこ

とができる。 

３ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、前項に規定する費

用の額に係るサービスの提供に当たっては、あらかじめ、利用者又はその家族に

対し、当該サービスの内容及び費用について説明を行い、利用者の同意を得なけ

ればならない。 

 第１３条中「前条」を「前条第１項」に改める。 

  第１４条中「指定介護予防支援事業者」を「地域包括支援センターの設置者であ

る指定介護予防支援事業者」に改め、同条第４号中「規定」の次に「（第３３条第

２９号の規定を除く。）」を加える。 

  第２３条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重要事項」

という。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する事項」を「重要事項」に、「

同項」を「前項」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 指定介護予防支援事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しな

ければならない。 

  第３０条第２項第２号エ中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第５

号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第６号とし、同項第４
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号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３

号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２

号の次に次の１号を加える。 

  ⑶ 第３３条第２号の３の規定による身体的拘束その他利用者の行動を制限する

行為（第３３条第２号の２及び第２号の３において「身体的拘束等」という。

）の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由

の記録 

  第３３条第２号の次に次の２号を加える。 

  ⑵の２ 指定介護予防支援の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の

生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行

ってはならない。 

⑵の３ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

  第３３条第１６号ア中「及びサービスの評価期間が終了する月並びに利用者の状

況に著しい変化があったときは、利用者の居宅を訪問し」を削り、同号ウを同号オ

とし、同号イ中「訪問しない月」の次に「（イただし書の規定によりテレビ電話装

置等を活用して利用者に面接する月を除く。）」を加え、同号イを同号エとし、同

号アの次に次のように加える。 

イ アの規定による面接は、利用者の居宅を訪問することによって行うこと。

ただし、次のいずれにも該当する場合であって、サービスの提供を開始する

月の翌月から起算して３月ごとの期間（以下この号において単に「期間」と

いう。）について、少なくとも連続する２期間に１回、利用者の居宅を訪問

し、面接するときは、利用者の居宅を訪問しない期間において、テレビ電話

装置等を活用して、利用者に面接することができる。 

(ア) テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて、文書により利用

者の同意を得ていること。 

(イ) サービス担当者会議等において、次に掲げる事項について主治の医師、

担当者その他の関係者の合意を得ていること。 
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     ａ 利用者の心身の状況が安定していること。 

ｂ 利用者がテレビ電話装置等を介して意思疎通を行うことができること。 

     ｃ 担当職員が、テレビ電話装置等を活用したモニタリングでは把握でき

ない情報について、担当者から提供を受けること。 

ウ サービスの評価期間が終了する月及び利用者の状況に著しい変化があった

ときは、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接すること。 

  第３３条に次の１号を加える。 

(29) 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、法第１１５条

の３０の２第１項の規定により市町村長から情報の提供を求められた場合には

、その求めに応じなければならない。 

（姫路市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例の

一部改正） 

第１２条 姫路市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める

条例（平成３０年姫路市条例第３１号）の一部を次のように改正する。 

  第１９条第１項中「協力病院」を「協力医療機関」に改める。 

  第２６条中「同一敷地内にある」を削る。 

  第３３条第２項第１号及び第２号中「又は」を「及び」に改める。 

  第３４条の見出しを「（協力医療機関等）」に改め、同条第１項中「協力病院」

を「次の各号に掲げる要件を満たす協力医療機関（第３号の要件を満たす協力医療 

機関にあっては、病院に限る。）」に改め、同項に次のただし書及び各号を加える。 

   ただし、複数の医療機関を協力医療機関として定めることにより当該各号の要

件を満たすこととしても差し支えない。 

  ⑴ 入所者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う

体制を、常時確保していること。 

  ⑵ 当該介護医療院からの診療の求めがあった場合において診療を行う体制を、

常時確保していること。 

  ⑶ 入所者の病状が急変した場合等において、当該介護医療院の医師又は協力医

療機関その他の医療機関の医師が診療を行い、入院を要すると認められた入所
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者の入院を原則として受け入れる体制を確保していること。 

  第３４条中第２項を第６項とし、第１項の次に次の４項を加える。 

２ 介護医療院は、１年に１回以上、協力医療機関との間で、入所者の病状が急変

した場合等の対応を確認するとともに、協力医療機関の名称等を、市長に届け出

なければならない。 

３ 介護医療院は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平

成１０年法律第１１４号）第６条第１７項に規定する第二種協定指定医療機関（

次項において「第二種協定指定医療機関」という。）との間で、新興感染症（同

条第７項に規定する新型インフルエンザ等感染症、同条第８項に規定する指定感

染症又は同条第９項に規定する新感染症をいう。次項において同じ。）の発生時

等の対応を取り決めるように努めなければならない。 

４ 介護医療院は、協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合においては

、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応について

協議を行わなければならない。 

５ 介護医療院は、入所者が協力医療機関その他の医療機関に入院した後に、当該

入所者の病状が軽快し、退院が可能となった場合においては、再び当該介護医療

院に速やかに入所させることができるように努めなければならない。 

  第３５条第１項中「協力病院」を「協力医療機関」に改め、「重要事項」の次に

「（以下この条において単に「重要事項」という。）」を加え、同条第２項中「前

項に規定する事項」を「重要事項」に、「同項」を「前項」に改め、同条に次の１

項を加える。 

３ 介護医療院は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければならな

い。 

  第４０条の２の次に次の１条を加える。 

  （入所者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策

を検討するための委員会の設置） 

 第４０条の３ 介護医療院は、当該介護医療院における業務の効率化、介護サービ

スの質の向上その他の生産性の向上に資する取組の促進を図るため、当該介護医
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療院における入所者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に

資する方策を検討するための委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことがで

きるものとする。）を定期的に開催しなければならない。 

  第５３条中第５項を第６項とし、第４項の次に次の１項を加える。 

５ ユニット型介護医療院の管理者は、ユニット型施設の管理等に係る研修を受講

するよう努めなければならない。 

 （姫路市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営等に関する基準を定める   

条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第１３条 姫路市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営等に関する基準を

定める条例等の一部を改正する条例（令和３年姫路市条例第１０号）の一部を次の

ように改正する。 

  附則第２条及び第３条を次のように改める。 

  （虐待の防止に係る経過措置） 

第２条 この条例の施行の日から令和９年３月３１日までの間、第１条の規定によ

る改正後の姫路市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営等に関する基

準を定める条例（以下「新居宅サービス等基準条例」という。）第３条第５項（

新居宅サービス等基準条例第９２条第１項に規定する指定居宅療養管理指導事業

者に適用される場合に限る。）及び第４０条の２（新居宅サービス等基準条例第

９９条において準用する場合に限る。）並びに第２条の規定による改正後の姫路

市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サー

ビス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法等に関する基準を定める条例

（以下「新介護予防サービス等基準条例」という。）第３条第５項（新介護予防

サービス等基準条例第９０条第１項に規定する指定居宅療養管理指導事業者に適

用される場合に限る。）及び第５６条の１０の２（新介護予防サービス等基準条

例第９５条において準用する場合に限る。）の規定の適用については、これらの

規定中「講じなければ」とあるのは「講じるように努めなければ」とし、新居宅

サービス等基準条例第９７条及び新介護予防サービス等基準条例第９３条の規定

の適用については、これらの規定中「、次に」とあるのは「、虐待の防止のため
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の措置に関する事項に関する規程を定めておくよう努めるとともに、次に」と、

「重要事項」とあるのは「重要事項（虐待の防止のための措置に関する事項を除

く。）」とする。 

（業務継続計画の策定等に係る経過措置） 

第３条 この条例の施行の日から令和９年３月３１日までの間、新居宅サービス等

基準条例第３２条の２（新居宅サービス等基準条例第９９条において準用する場

合に限る。）及び新介護予防サービス等基準条例第５６条の２の２（新介護予防

サービス等基準条例第９５条において準用する場合に限る。）の規定の適用につ

いては、これらの規定中「講じなければ」とあるのは「講じるよう努めなければ

」と、「実施しなければ」とあるのは「実施するよう努めなければ」と、「行う

ものとする」とあるのは「行うよう努めるものとする」とする。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、第１条中第６７条、

第７３条、第７９条、第８２条、第８６条、第８７条、第８９条、第９６条、第９

８条、第１３８条、第１４１条、第１４２条、第１４６条並びに第１９２条第１項

第１号及び第５号（「介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（

平成３０年厚生労働省令第５号）第４３条」を「介護医療院基準条例第４４条」に

改める部分に限る。）の改正規定並びに第２条中第６７条、第７５条、第７８条、

第７９条、第８１条、第８５条、第８８条、第９４条、第９７条、第１１９条、第

１２４条、第１２７条並びに第１７６条第１項第１号及び第５号（「介護医療院の

人員の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（平成３０年厚生労働省令第５

号）第４３条」を「介護医療院基準条例第４４条」に改める部分に限る。）の改正

規定は、同年６月１日から施行する。 

 （重要事項の掲示に係る経過措置） 

第２条 この条例の施行の日から令和７年３月３１日までの間は、第１条の規定によ

る改正後の姫路市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営等に関する基準

を定める条例（以下「新居宅サービス等基準条例」という。）第３４条第３項（新
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居宅サービス等基準条例第４３条の３、第４８条、第６０条、第６４条、第８０条

、第９０条、第９９条、第１１４条、第１１６条、第１３６条、第１４７条、第１

６９条（新居宅サービス等基準条例第１８２条において準用する場合を含む。）、

第１８２条の３、第１８９条、第２０５条（新居宅サービス等基準条例第２１７条

において準用する場合を含む。）、第２３８条及び第２４９条において準用する場

合を含む。）の規定の適用については、同項中「指定訪問介護事業者は、原則とし

て、重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。」とあるのは「削除」と

、新居宅サービス等基準条例第２６２条第３項（新居宅サービス等基準条例第２６

６条及び第２７７条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、同

項中「指定福祉用具貸与事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載し

なければならない。」とあるのは「削除」と、第２条の規定による改正後の姫路市

指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス

等に係る介護予防のための効果的な支援の方法等に関する基準を定める条例（以下

「新介護予防サービス等基準条例」という。）第５６条の４第３項（新介護予防サ

ービス等基準条例第６４条、第７６条、第８６条、第９５条、第１２５条、第１４

４条（新介護予防サービス等基準条例第１６１条において準用する場合を含む。）

、第１６６条の３、第１７３条、第１８３条（新介護予防サービス等基準条例第１

９８条において準用する場合を含む。）、第２１９条及び第２３６条において準用

する場合を含む。）の規定の適用については、同項中「指定介護予防訪問入浴介護

事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。」と

あるのは「削除」と、新介護予防サービス等基準条例第２４８条第３項（新介護予

防サービス等基準条例第２５５条及び第２６４条において準用する場合を含む。）

の規定の適用については、同項中「指定介護予防福祉用具貸与事業者は、原則とし

て、重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。」とあるのは「削除」と

、第３条の規定による改正後の姫路市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備

及び運営等に関する基準を定める条例（以下「新地域密着型サービス基準条例」と

いう。）第３５条第３項（新地域密着型サービス基準条例第６２条、第６２条の２

０、第６２条の２０の３、第６２条の３８、第８３条、第１１１条、第１３１条、
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第１５２条、第１８１条、第１９３条及び第２０６条において準用する場合を含む

。）の規定の適用については、同項中「指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事

業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。」とあ

るのは「削除」と、第４条の規定による改正後の姫路市指定地域密着型介護予防サ

ービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る

介護予防のための効果的な支援の方法等に関する基準を定める条例（以下「新地域

密着型介護予防サービス基準条例」という。）第３３条第３項（新地域密着型介護

予防サービス基準条例第６８条及び第８９条において準用する場合を含む。）の規

定の適用については、同項中「指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、原則

として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。」とあるのは「削除

」と、第５条の規定による改正後の姫路市指定介護老人福祉施設の人員、設備及び

運営等に関する基準を定める条例（以下「新指定介護老人福祉施設基準条例」とい

う。）第３４条第３項（新指定介護老人福祉施設基準条例第５５条において準用す

る場合を含む。）の規定の適用については、同項中「指定介護老人福祉施設は、原

則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。」とあるのは「削

除」と、第６条の規定による改正後の姫路市介護老人保健施設の人員、施設及び設

備並びに運営に関する基準を定める条例（以下「新介護老人保健施設基準条例」と

いう。）第３４条第３項（新介護老人保健施設基準条例第５４条において準用する

場合を含む。）の規定の適用については、同項中「介護老人保健施設は、原則とし

て、重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。」とあるのは「削除」と

、第９条の規定による改正後の姫路市軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準

を定める条例（以下「新軽費老人ホーム基準条例」という。）第２８条第３項（新

軽費老人ホーム基準条例第４０条において準用する場合を含む。）の規定の適用に

ついては、同項中「軽費老人ホームは、原則として、重要事項をウェブサイトに掲

載しなければならない。」とあるのは「削除」と、第１０条の規定による改正後の

姫路市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営等に関する基準を定める条例（以

下「新指定居宅介護支援等基準条例」という。）第２４条第３項（新指定居宅介護

支援等基準条例第３３条において準用する場合を含む。）の規定の適用については
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、同項中「指定居宅介護支援事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲

載しなければならない。」とあるのは「削除」と、第１１条の規定による改正後の

姫路市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る

介護予防のための効果的な支援の方法等に関する基準を定める条例（以下「新指定

介護予防支援等基準条例」という。）第２３条第３項（新指定介護予防支援等基準

条例第３５条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、同項中「

指定介護予防支援事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなけれ

ばならない。」とあるのは「削除」と、第１２条の規定による改正後の姫路市介護

医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例（以下「新介護

医療院基準条例」という。）第３５条第３項（新介護医療院基準条例第５５条にお

いて準用する場合を含む。）の規定の適用については、同項中「介護医療院は、原

則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。」とあるのは「削

除」とする。 

 （身体的拘束等の適正化に係る経過措置） 

第３条 この条例の施行の日から令和７年３月３１日までの間は、新居宅サービス等

基準条例第１５６条第６項（新居宅サービス等基準条例第１８２条の３及び第１８

９条において準用する場合を含む。）、第１７５条第８項、第１９５条第６項及び

第２１０条第８項、新介護予防サービス等基準条例第１３８条第３項（新介護予防

サービス等基準条例第１６１条、第１６６条の３及び第１７３条において準用する

場合を含む。）及び第１７９条第３項（新介護予防サービス等基準条例第１９８条

において準用する場合を含む。）、新地域密着型サービス基準条例第９５条第７号

及び第２０１条第７号並びに新地域密着型介護予防サービス基準条例第５６条第３

項の規定の適用については、これらの規定中「講じなければ」とあるのは、「講じ

るよう努めなければ」とする。 

 （利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を

検討するための委員会の設置に係る経過措置） 

第４条 この条例の施行の日から令和９年３月３１日までの間は、新居宅サービス等

基準条例第１６８条（新居宅サービス等基準条例第１８２条、第１８２条の３、第

－160－



１８９条、第２０５条（新居宅サービス等基準条例第２１７条において準用する場

合を含む。）及び第２３８条において準用する場合を含む。）、新介護予防サービ

ス等基準条例第１４２条の２（新介護予防サービス等基準条例第１６１条、第１６

６条の３、第１７３条、第１８３条（新介護予防サービス等基準条例第１９８条に

おいて準用する場合を含む。）及び第２１９条において準用する場合を含む。）、

新地域密着型サービス基準条例第１０９条の２（新地域密着型サービス基準条例第

１３１条、第１５２条、第１８１条、第１９３条及び第２０６条において準用する

場合を含む。）、新地域密着型介護予防サービス基準条例第６６条の２（新地域密

着型介護予防サービス基準条例第８９条において準用する場合を含む。）、新指定

介護老人福祉施設基準条例第４０条の３（新指定介護老人福祉施設基準条例第５５

条において準用する場合を含む。）、新介護老人保健施設基準条例第３９条の３（

新介護老人保健施設基準条例第５４条において準用する場合を含む。）、第１０条

の規定による改正後の姫路市特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定

める条例（以下「新特別養護老人ホーム基準条例」という。）第３１条の３（新特

別養護老人ホーム基準条例第４３条、第４９条及び第５３条において準用する場合

を含む。）及び新介護医療院基準条例第４０条の３（新介護医療院基準条例第５５

条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、これらの規定中「し

なければ」とあるのは、「するよう努めなければ」とする。 

 （口腔
くう

衛生の管理に係る経過措置） 

第５条 この条例の施行の日から令和９年３月３１日までの間は、新居宅サービス等

基準条例第２２９条の２及び新介護予防サービス等基準条例第２１２条の２の規定

の適用については、これらの規定中「行わなければ」とあるのは、「行うよう努め

なければ」とする。 

 （協力医療機関との連携に関する経過措置） 

第６条 この条例の施行の日から令和９年３月３１日までの間は、新地域密着型サー

ビス基準条例第１７６条第１項（新地域密着型サービス基準条例第１９３条におい

て準用する場合を含む。）、新指定介護老人福祉施設基準条例第３３条第１項（新

指定介護老人福祉施設基準条例第５５条において準用する場合を含む。）、新介護
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老人保健施設基準条例第３３条第１項（新介護老人保健施設基準条例第５４条にお

いて準用する場合を含む。）、第７条の規定による改正後の姫路市養護老人ホーム

の設備及び運営に関する基準を定める条例第２５条第１項、新特別養護老人ホーム

基準条例第２７条第１項（新特別養護老人ホーム基準条例第４３条、第４９条及び

第５３条において準用する場合を含む。）及び新介護医療院基準条例第３４条第１

項（新介護医療院基準条例第５５条において準用する場合を含む。）の規定の適用

については、これらの規定中「定めておかなければ」とあるのは、「定めておくよ

う努めなければ」とする。 
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議  案  第  ３９号   

令和 ６年 ２月１５日   

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

姫路市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一 

部を改正する条例について 

 

姫路市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条

例を次のように制定する。 

 

   姫路市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部を改正する条例 

 姫路市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年姫路市

条例第６８号）の一部を次のように改正する。 

第３３条中「婦人相談所等」を「女性相談支援センター等」に改める。 

   附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議  案  第 ４０号 

令和 ６年 ２月１５日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

姫路市建築確認申請手数料等徴収条例の一部を改正する条例につい

て 

 

姫路市建築確認申請手数料等徴収条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

姫路市建築確認申請手数料等徴収条例の一部を改正する条例 

姫路市建築確認申請手数料等徴収条例（平成１２年姫路市条例第１２号）の一部を

次のように改正する。 

第２条第１項第１号中「及び第２号」を削り、同項第２号中「第１号」を「前号」

に改め、同項中第４５号の３の２を第４５号の３の３とし、第４５号の３の次に次の

１号を加える。 

(45)の３の２ 建築基準法施行令第１３７条の１２第６項又は第７項の規定に基づ

く建築基準法令の適用を受けない建築物の大規模の修繕又は大規模の模様替の認

定の申請に対する審査 建築基準法令の適用を受けない建築物の大規模修繕又は

大規模模様替の認定に係る申請手数料 ２７，０００円 

第２条第１項第５３号を次のように改める。 

(53) 削除 

 第２条第１項第６３号及び第６４号中「宅地造成等規制法」を「宅地造成及び特定

盛土等規制法」に改め、同項第７２号中「建築基準法施行規則」の次に「（昭和２５

年建設省令第４０号）」を加え、同項第７８号中「建築物のエネルギー消費性能の向

上に関する法律」を「建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律」に改め、

同項第８１号中「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律施行規則」を「建

築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則」に改める。 
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附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、第２条第１項第１号、第２

号、第５３号、第６３号、第６４号及び第７２号の改正規定は、公布の日から施行す

る。 
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議  案  第 ４１号 

令和 ６年 ２月１５日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

姫路市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例の一

部を改正する条例について 

 

姫路市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例の一部を改正する条

例を次のように制定する。 

 

姫路市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例の一

部を改正する条例 

姫路市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例（平成１７年姫路市

条例第７６号）の一部を次のように改正する。 

題名を次のように改める。 

  姫路市情報通信技術を活用した行政の推進に関する条例 

第１条中「情報通信の技術」を「情報通信技術」に、「市民」を「手続等に係る関

係者」に、「を図るとともに、」を「並びに」に、「に資する」を「を図り、もって

市民生活の向上に寄与する」に改める。 

第２条第２号を次のように改める。 

⑵ 市の機関等 次に掲げるものをいう。 

ア 本市又はその機関 

イ アに掲げる機関の職員であって法令又は条例等により独立して権限を行使す

ることを認められたもの 

ウ 地方自治法第２４４条の２第３項に規定する指定管理者 

第２条第３号中「図形等」を「図形その他の」に改め、同条第６号に後段として次

のように加える。 
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この場合において、経由機関（条例等の規定に基づき他の市の機関等又は民間事

業者（情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律（平成１４年法律第１５

１号）第３条第４号に規定する民間事業者であって、市の機関等を除いたものをい

う。以下この号及び次号において同じ。）を経由して行われる申請等における当該

他の市の機関等又は民間事業者をいう。以下この号において同じ。）があるときは

、当該申請等については、当該申請等をする者から経由機関に対して行われるもの

及び経由機関から他の経由機関又は当該申請等を受ける市の機関等に対して行われ

るものごとに、それぞれ別の申請等とみなして、この条例の規定を適用する。 

第２条第７号に後段として次のように加える。 

この場合において、経由機関（条例等の規定に基づき他の市の機関等又は民間事

業者を経由して行う処分通知等における当該他の市の機関等又は民間事業者をいう

。以下この号において同じ。）があるときは、当該処分通知等については、当該処

分通知等を行う市の機関等が経由機関に対して行うもの及び経由機関が他の市の機

関又は当該処分通知等を受ける者に対して行うものごとに、それぞれ別の処分通知

等とみなして、この条例の規定を適用する。 

第３条第１項中「市の機関等は、」を削り、「規定により」を「規定において」に

、「としている」を「その他のその方法が規定されている」に、「申請等をする者」

を「その手続等の相手方」に改め、「いう」の次に「。以下同じ」を加え、「使用し

て行わせる」を「使用する方法により行う」に改め、同条第２項中「前項の規定」を

「前項の電子情報処理組織を使用する方法」に、「を書面等により行うものとして規

定した申請等に関する」を「に関する他の」に、「規定する書面等」を「規定する方

法」に改め、「みなして、」の次に「当該条例等その他」を加え、同条第３項中「規

定」を「電子情報処理組織を使用する方法」に、「同項の」を「当該申請等を受ける

」に改め、同条第４項中「第１項の場合において、市の機関等は、」を「申請等のう

ち」に、「規定により」を「規定において」に、「としているもの」を「が規定され

ているものを第１項の電子情報処理組織を使用する方法により行う場合には、当該署

名等」に改め、「かかわらず、」の次に「電子情報処理組織を使用した個人番号カー

ド（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成
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２５年法律第２７号）第２条第７項に規定する個人番号カードをいう。第８条におい

て同じ。）の利用その他の」を加え、「当該署名等に代えさせる」を「代える」に改

め、同条に次の２項を加える。 

５ 申請等のうち当該申請等に関する他の条例等の規定において証紙をもってするこ

とその他の使用料、手数料その他の歳入（以下この項において「使用料等」という

。）の納付の方法が規定されているものを第１項の電子情報処理組織を使用する方

法により行う場合には、当該使用料等の納付については、当該条例等の規定にかか

わらず、電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信技術を利用する方法で

あって規則で定めるものをもってすることができる。 

６ 申請等をする者について対面により本人確認をするべき事情がある場合、申請等

に係る書面等のうちにその原本を確認する必要があるものがある場合その他の当該

申請等のうちに第１項の電子情報処理組織を使用する方法により行うことが困難又

は著しく不適当と認められる部分がある場合として規則で定める場合には、規則で

定めるところにより、当該申請等のうち当該部分以外の部分につき、前各項の規定

を適用する。この場合において、第２項中「行われた申請等」とあるのは、「行わ

れた申請等（第６項の規定により前項の規定を適用する部分に限る。以下この項か

ら第５項までにおいて同じ。）」とする。 

第４条第１項中「市の機関等は、」を削り、「規定により」を「規定において」に

、「としている」を「その他のその方法が規定されている」に改め、「（市の機関等

の使用に係る電子計算機と処分通知等を受ける者の使用に係る電子計算機とを電気通

信回線で接続した電子情報処理組織をいう。）」を削り、「使用して」を「使用する

方法により」に改め、同項に次のただし書を加える。 

ただし、当該処分通知等を受ける者が当該電子情報処理組織を使用する方法によ

り受ける旨の規則で定める方式による表示をする場合に限る。 

第４条第２項中「前項の規定」を「前項の電子情報処理組織を使用する方法」に、

「を書面等により行うものとして規定した処分通知等に関する」を「に関する他の」

に、「規定する書面等」を「規定する方法」に改め、「みなして、」の次に「当該条

例等その他の」を加え、同条第３項中「規定」を「電子情報処理組織を使用する方法
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」に、「同項の処分通知等」を「当該処分通知等」に改め、同条第４項中「第１項の

場合において、市の機関等は、」を「処分通知等のうち」に、「規定により」を「規

定において」に、「としているもの」を「が規定されているものを第１項の電子情報

処理組織を使用する方法により行う場合には、当該署名等」に改め、「当該署名等に

」を削り、同条に次の１項を加える。 

５ 処分通知等を受ける者について対面により本人確認をするべき事情がある場合、

処分通知等に係る書面等のうちにその原本を交付する必要があるものがある場合そ

の他の当該処分通知等のうちに第１項の電子情報処理組織を使用する方法により行

うことが困難又は著しく不適当と認められる部分がある場合として規則で定める場

合には、規則で定めるところにより、当該処分通知等のうち当該部分以外の部分に

つき、前各項の規定を適用する。この場合において、第２項中「行われた処分通知

等」とあるのは、「行われた処分通知等（第５項の規定により前項の規定を適用す

る部分に限る。以下この項から第４項までにおいて同じ。）」とする。 

第５条第１項中「市の機関等は、」を削り、「規定により」を「規定において」に

、「としている」を「が規定されている」に改め、「書面等の縦覧等に代えて」を削

り、「書類の縦覧等を」を「書類により」に改め、同条第２項中「前項の規定」を「

前項の電磁的記録に記録されている事項又は書類」に、「当該縦覧等を書面等により

行うものとして規定した縦覧等に関する条例等の規定に規定する」を「当該縦覧等に

関する他の条例等の規定により」に改め、「みなして、」の次に「当該条例等その他

の」を加える。 

第６条第１項中「市の機関等は、」を削り、「規定により」を「規定において」に

、「としている」を「が規定されている」に改め、「書面等の作成等に代えて」を削

り、「電磁的記録の作成等を」を「電磁的記録により」に改め、同条第２項中「前項

の規定」を「前項の電磁的記録」に、「を書面等により行うものとして規定した作成

等に関する条例等の規定に規定する」を「に関する他の条例等の規定により」に改め

、「みなして、」の次に「当該条例等その他の」を加え、同条第３項中「第１項の場

合において、市の機関等は、」を「作成等のうち」に、「規定により」を「規定にお

いて」に、「としているもの」を「が規定されているものを第１項の電磁的記録によ
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り行う場合には、当該署名等」に改め、「当該署名等に」を削る。 

第８条の見出し中「手続等に係る電子情報処理組織の使用」を「情報通信技術を活

用した行政の推進」に改め、同条中「市長は、少なくとも毎年度１回、市の機関等が

」を「市の機関等は、」に、「使用して行わせ、又は」を「使用する方法により」に

改め、「できる」の次に「当該市の機関等に係る」を加え、「情報通信の技術の利用

」を「情報通信技術を活用した行政の推進」に改め、同条を第１０条とする。 

第７条第１項中「市は、市の機関等に係る手続等における情報通信の技術の利用」

を「本市は、情報通信技術を活用した行政」に改め、「図るため、」の次に「市の機

関等の手続等に係る」を加え、同条第２項中「市」を「本市」に、「情報通信の技術

の利用」を「情報通信技術の活用」に改め、同条第３項中「市は、市の機関等に係る

手続等における情報通信の技術の利用」を「本市は、情報通信技術を活用した行政」

に、「当該手続等」を「市の機関等の手続等」に改め、同条を第９条とし、第６条の

次に次の２条を加える。 

（適用除外） 

第７条 次に掲げる手続等については、第３条から前条までの規定は、適用しない。 

⑴ 手続等のうち、申請等に係る事項に虚偽がないかどうかを対面により確認する

必要があること、許可証その他の処分通知等に係る書面等を事業所に備え付ける

必要があることその他の事由により当該手続等を電子情報処理組織を使用する方

法その他の情報通信技術を利用する方法により行うことが適当でないものとして

規則で定めるもの 

⑵ 手続等のうち当該手続等に関する他の条例等の規定において電子情報処理組織

を使用する方法その他の情報通信技術を利用する方法により行うことが規定され

ているもの 

（添付書面等の省略） 

第８条 申請等をする者に係る住民票の写し、戸籍又は除かれた戸籍の謄本又は抄本

、登記事項証明書その他の規則で定める書面等であって当該申請等に関する他の条

例等の規定において当該申請等に際し添付することが規定されているものについて

は、当該条例等の規定にかかわらず、市の機関等が、当該申請等をする者が行う電
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子情報処理組織を使用した個人番号カードの利用その他の措置であって当該書面等

の区分に応じ規則で定めるものにより、直接に、又は電子情報処理組織を使用して

、当該書面等により確認すべき事項に係る情報を入手し、又は参照することができ

る場合には、添付することを要しない。 

本則に次の１条を加える。 

（委任） 

第１１条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の姫路市情報通信技術を活用した行政の推進に関する条例

（以下「新条例」という。）第３条及び第４条の規定は、この条例の施行の日以後

に行われる申請等又は処分通知等について適用し、同日前に行われた申請等又は処

分通知等については、なお従前の例による。 

３ この条例の施行の際現にこの条例による改正前の姫路市行政手続等における情報

通信の技術の利用に関する条例第５条又は第６条の規定により行われている縦覧等

又は作成等は、新条例第５条又は第６条の規定により行われている縦覧等又は作成

等とみなす。 
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議  案  第 ４２号 

令和 ６年 ２月１５日 

     

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

姫路市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部を改正 

する条例について 

 

 姫路市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例を次の

ように制定する。 

   

   姫路市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部を改正 

する条例 

 姫路市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例（令和３年姫路市条例第５４

号）の一部を次のように改正する。 

 第８条中「第２４３条の２の２第８項」を「第２４３条の２の８第８項」に改める。 

 別表第２中「夢前町玉田、」を削る。 

 附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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                         議  案  第 ４３号   

                         令和 ６年 ２月１５日  

 

                      姫路市長  清 元 秀 泰    

 

姫路市消防団条例の一部を改正する条例について 

 

 姫路市消防団条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

   姫路市消防団条例の一部を改正する条例 

 姫路市消防団条例（昭和２５年姫路市条例第２２号）の一部を次のように改正する。 

別表第２姫路市家島町消防団の項中「１２１，４００円」を「１２６，４００円」

に、「６５，０００円」を「７５，０００円」に改める。 

附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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                         議  案  第 ４４号   

                         令和 ６年 ２月１５日   

 

                      姫路市長  清 元 秀 泰    

 

姫路市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例について 

 

姫路市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

   姫路市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例 

姫路市消防団員等公務災害補償条例（昭和４１年姫路市条例第３０号）の一部を次

のように改正する。 

第５条第２項第２号中「８，９００円」を「９，１００円」に改める。 

別表中 

「 

１２，４４０円 １３，３２０円 １４，２００円  

１０，６７０ １１，５５０ １２，４４０  を 

８，９００ ９，７９０ １０，６７０  

                           」 

「 

円 

１２，５００ 

円 

１３，３５０ 

円 

１４，２００ 
 に改める。 

１０，８００ １１，６５０ １２，５００ 

９，１００ ９，９５０ １０，８００ 

                           」 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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 （経過措置） 

２ この条例による改正後の第５条第２項及び別表の規定は、この条例の施行の日以

後に支給すべき事由の生じた姫路市消防団員等公務災害補償条例第５条第１項に規

定する損害補償（以下「損害補償」という。）並びに同日前に支給すべき事由の生

じた同日以後の期間に係る同条例第４条第３号に規定する傷病補償年金、同条第４

号アに規定する障害補償年金及び同条第６号アに規定する遺族補償年金（以下「傷

病補償年金等」という。）について適用し、同日前に支給すべき事由の生じた損害

補償（傷病補償年金等を除く。）及び同日前に支給すべき事由の生じた同日前の期

間に係る傷病補償年金等については、なお従前の例による。 
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                         議  案  第 ４５号   

                         令和 ６年 ２月１５日   

 

                      姫路市長  清 元 秀 泰    

 

   姫路市火災予防条例の一部を改正する条例について 

 

 姫路市火災予防条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

   姫路市火災予防条例の一部を改正する条例 

 姫路市火災予防条例（昭和３７年姫路市条例第１４号）の一部を次のように改正す

る。 

 第３７条第１項第１号中「延面積が、主要構造部」を「延べ面積が、特定主要構造

部（建築基準法第２条第９号の２イに規定する特定主要構造部をいう。以下同じ。）

」に、「主要構造部」を「特定主要構造部」に、「建築基準法第２条第９号の３イ」

を「同条第９号の３イ」に改め、同項第２号中「主要構造部」を「特定主要構造部」

に改める。 

第３９条第１項第１号中「主要構造部」を「特定主要構造部」に改める。 

   附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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                         議  案  第 ４６号 

令和 ６年 ２月１５日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

姫路市消防事務手数料徴収条例の一部を改正する条例について 

 

姫路市消防事務手数料徴収条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

姫路市消防事務手数料徴収条例の一部を改正する条例 

姫路市消防事務手数料徴収条例（平成１２年姫路市条例第１４号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 別表⑵の項中「１，１８０，０００円」を「１，４５０，０００円」に、「１，４

１０，０００円」を「１，７２０，０００円」に、「１，５９０，０００円」を「１

，９２０，０００円」に、「１，９５０，０００円」を「２，３６０，０００円」に

、「２，２７０，０００円」を「２，７４０，０００円」に、「４，５５０，０００

円」を「５，６４０，０００円」に、「５，８２０，０００円」を「７，２４０，０

００円」に、「７，０７０，０００円」を「８，７９０，０００円」に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議  案  第 ４７号 

令和 ６年 ２月１５日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

姫路市敬老金条例を廃止する条例について 

 

姫路市敬老金条例を廃止する条例を次のように制定する。 

 

姫路市敬老金条例を廃止する条例 

姫路市敬老金条例（昭和４５年姫路市条例第６号）は、廃止する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日前にこの条例による廃止前の姫路市敬老金条例第２条に規定

する支給すべき事由が生じた者に係る敬老金の支給及び返還については、なお従前

の例による。 
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議  案  第 ４８号

令和 ６年 ２月１５日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

    

姫路市都市開発事業及び都市整備事業に地方公営企業法の財務規定

等を適用する条例及び姫路市都市開発事業及び都市整備事業の設置

等に関する条例を廃止する条例について 

 

姫路市都市開発事業及び都市整備事業に地方公営企業法の財務規定等を適用する条

例及び姫路市都市開発事業及び都市整備事業の設置等に関する条例を廃止する条例を

次のように制定する。 

 

姫路市都市開発事業及び都市整備事業に地方公営企業法の財務規定

等を適用する条例及び姫路市都市開発事業及び都市整備事業の設置

等に関する条例を廃止する条例 

次に掲げる条例は、廃止する。 

⑴ 姫路市都市開発事業及び都市整備事業に地方公営企業法の財務規定等を適用す

る条例（昭和４０年姫路市条例第５２号） 

⑵ 姫路市都市開発事業及び都市整備事業の設置等に関する条例（昭和４１年姫路

市条例第４９号） 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 令和５年度の都市開発整備事業及び都市整備事業の決算に係るこの条例による廃

止前の姫路市都市開発事業及び都市整備事業に地方公営企業法の財務規定等を適用

する条例の規定による地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）の財務規定等
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の適用については、なお従前の例による。 

３ 令和５年度の都市開発整備事業及び都市整備事業に係るこの条例による廃止前の

姫路市都市開発事業及び都市整備事業の設置等に関する条例第６条の規定により業

務の状況を説明する書類を作成し、及び公表しなければならない義務については、

なお従前の例による。 
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議  案  第 ４９号 

令和 ６年 ２月１５日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

包括外部監査契約の締結について 

 

包括外部監査契約を下記のとおり締結したい。 

地方自治法第２５２条の３６第１項の規定により提出する。 

記 

１ 契 約 の 目 的 当該契約に基づく監査及び監査の結果に関する報告 

２ 契 約 の 始 期 令和６年４月１日 

３ 契 約 金 額 １４，９００，０００円を上限とする額 

４ 費用の支払方法 監査の結果に関する報告提出後に一括払い 

５ 契約の相手方 住所  

          氏名 合田 幹孝 

          資格 公認会計士 
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議  案  第 ５０号   

令和 ６年 ２月１５日   

 

姫路市長  清 元 秀 泰    

 

   姫路市立家島交流センターに係る指定管理者の指定について 

 

 地方自治法第２４４条の２第３項に規定する指定管理者として次のとおり指定した

い。 

 地方自治法第２４４条の２第６項の規定により提出する。 

                  記 

１ 管理を行わせる施設の名称 

  姫路市立家島交流センター 

２ 指定管理者となる団体 

⑴ 所在地 姫路市家島町宮１０９番１６ 

⑵ 名 称 いえしまコンシェルジュ株式会社 

⑶ 代表者 代表取締役 中西 和也 

３ 指定の期間 

  姫路市立家島交流センター条例（令和５年姫路市条例第３９号）の施行の日から

令和１１年３月３１日まで 
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姫路市長　　清　元　秀　泰

市道路線の認定及び廃止について

下記路線を市道として認定し、及び廃止したい。

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第２項及び第１０条第３項の規定によ

り提出する。

記

議　　案　　第　５１号

令和　６年　２月１５日

１　認定する路線

重要な
路　 線　 名

起　　　　　　　　　　点

終　　　　　　　　　　点 経過地

砥堀 ９０号線
姫路市砥堀９１３番９地先

姫路市砥堀１１２５番１地先

砥堀 １０６号線
姫路市仁豊野５６４番２地先

姫路市仁豊野５６４番１地先

荒川 ３８０号線
姫路市岡田６１７番２２地先

姫路市岡田６１７番２３地先

荒川 ３８１号線
姫路市苫編３３６番２地先

姫路市苫編３３５番７地先

荒川 ３８２号線
姫路市苫編４００番３地先

姫路市苫編３８７番３地先

糸引 １７１号線
姫路市東山９１番１８地先

姫路市東山１１４番４地先

2024年1月23日 －議案第　５１号－
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糸引 １９５号線
姫路市継２９２番１地先

姫路市継２９２番７地先

飾磨 ５７４号線
姫路市飾磨区構四丁目３１８番２地先

姫路市飾磨区構四丁目３１８番４地先

八幡 ３９４号線
姫路市広畑区則直１７１番１４地先

姫路市広畑区則直１７１番２０地先

旭陽 ２５８号線
姫路市網干区坂上３８４番５地先

姫路市網干区坂上３８３番２０地先

花田 １９６号線
姫路市花田町小川３３１番５地先

姫路市花田町小川３３１番７地先

花田 １９７号線
姫路市花田町加納原田５０５番２３地先

姫路市花田町加納原田５０９番３地先

四郷 １３６号線
姫路市四郷町東阿保８４２番１地先

姫路市四郷町東阿保８４０番５地先

２　廃止する路線

重要な
路　 線　 名

起　　　　　　　　　　点

終　　　　　　　　　　点 経過地

砥堀 ９０号線
姫路市砥堀９１３番９地先

姫路市砥堀１１６１番１７地先

糸引 １７１号線
姫路市東山４９番１地先

姫路市東山９１番１８地先

英賀 ９号線
姫路市飾磨区山崎２９２番１地先

姫路市飾磨区山崎２９２番１地先

2024年1月23日
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１

１

S=1:2,500

《参考》市道路線認定廃止位置図

　認定

番 号 路　線　名

１ 砥堀　９０号線

　廃止

番 号 路　線　名

１ 砥堀　９０号線

砥堀

国

道

３

１

２

号

（

播

但

連

絡

道

路

）

国
道
３
１
２
号

Ｊ
Ｒ

播

但

線
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１

国
道
３
１
２
号

Ｊ
Ｒ
播
但
線

市川

仁豊野

《参考》市道路線認定位置図

S=1:2,500

　認定

番 号 路　線　名

１ 砥堀１０６号線

砥堀
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１

岡田

井ノ口

市立荒川小学校

町坪

県
道
田
寺
今
在
家
線

県道
和久
今宿
線

ＪＲ
山陽
本線

水
尾
川

　認定

番 号 路　線　名

１ 荒川３８０号線

《参考》市道路線認定位置図
S=1:2,500
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１

２

国道２号（姫路バイパス）

ＪＲ
山陽
本線

県道
和久
今宿
線

苫編

県道付城細江線

苫編南二丁目

《参考》市道路線認定位置図
S=1:2,500

　認定

番 号

１ 荒川３８１号線

路　線　名

２ 荒川３８２号線
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１

S=1:2,500

　廃止

番 号 路　線　名

１ 糸引１７１号線

　認定

番 号 路　線　名

１ 糸引１７１号線

《参考》市道路線認定廃止位置図

継

県

道

北

原

八

家

線

東山

市立糸引小学校

１

市立糸引幼稚園
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国
道
２
号
（
姫
路
バ
イ
パ
ス
）

白浜町

県

道

北

原

八

家

線

継

東山

１

　認定

番 号 路　線　名

１ 糸引１９５号線

《参考》市道路線認定位置図

S=1:2,500

市立糸引小学校

市立糸引幼稚園
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１

飾磨区構四丁目

玉手二丁目

玉手三丁目

水尾
川

市立飾磨西中学校

県道付城細江線

　認定

番 号 路　線　名

１ 飾磨５７４号線

《参考》市道路線認定位置図
S=1:2,500

飾磨区構四丁目
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１

広畑区則直

ＪＲ山陽本線

S=1:2,500

《参考》市道路線認定位置図

　認定

番 号 路　線　名

八幡３９４号線１

広畑区則直

広畑区才
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網干区坂上

市立旭陽小学校

市立旭陽幼稚園

主
要
地
方
道
太
子
御
津
線

１

　認定

番 号 路　線　名

１ 旭陽２５８号線

《参考》市道路線認定位置図
S=1:2,500

網干区津市場
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１

花田町小川

飾東町佐良和

《参考》市道路線認定位置図

S=1:2,500

　認定

番 号 路　線　名

１ 花田１９６号線
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１

花田町加納原田

花田町勅旨
S=1:2,500

《参考》市道路線認定位置図

　認定

番 号 路　線　名

１ 花田１９７号線
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１

四郷町東阿保

《参考》市道路線認定位置図

S=1:2,500

　認定

番 号 路　線　名

１ 四郷１３６号線

市川

県道妻鹿花田線
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１

《参考》市道路線廃止位置図
S=1:2,500

　廃止

番 号

英賀　　９号線

路　線　名

１

飾磨区山崎

ＪＲ
山陽
本線

県
道
和
久
今
宿
線
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議  案  第 ５２号 

令和 ６年 ２月１５日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

公有水面埋立てに関する意見について 

 

公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号）第３条第１項の規定により、兵庫県知

事から下記の姫路港浜田地区公有水面埋立てに関して意見照会があったので、当該埋

立てについて下記のとおり回答したい。 

公有水面埋立法第３条第４項の規定により提出する。 

 

               記 

 

１ 埋立申請者の名称 

  兵庫県 

２ 埋立区域 

⑴ 位置   

姫路市網干区浜田１６４５番地から同１６５１番地、同１６４１番地及び１６

４０番地を経て同１６３５番地に至る間の地先公有水面（別図のとおり） 

⑵ 面積 

   第１工区  ２８，７５３．１４㎡ 

   第２工区 ２０６，３０５．４０㎡ 

３ 埋立地の用途 

  製造業用地及び埠
ふ

頭用地 

４ 埋立工事期間 

⑴ 第１工区 ４年 

⑵ 第２工区 ９年 
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５ 意見 

  姫路港浜田地区公有水面埋立てについては、地域産業の活性化、港湾機能の効率

化、浚渫
しゅんせつ

土砂処分場の確保による港湾機能維持等のために必要である。 
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（別図）公有水面埋立免許の申請に係る埋立区域位置図

埋立区域（第１工区）

埋立区域（第２工区）
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報  告  第 １ 号 

令和 ６年 ２月１５日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

専決処分の報告について 

 

市長の専決処分事項に関する条例第１号の規定に基づき、下記のとおり専決処分し

たので、地方自治法第１８０条第２項の規定により報告する。 

記 

専 決 第 ３２号 

専 決 処 分 書 

市長の専決処分事項に関する条例第１号の規定に基づき、次のことについて専決処

分する。 

 

事 件 区 分 自動車損傷事故 

損害賠償額 ４４，７９０円 

事件の概要 

令和５年９月２６日１５時３５分頃、姫路市網干区網干浜４番地１

のエコパークあぼしにおいて、本市職員が運搬していた粗大ごみを

相手方軽乗用自動車に接触させ、当該車両に損害を与えたもの 

 

 

－202－



報  告  第 ２ 号 

令和 ６年 ２月１５日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

専決処分の報告について 

 

市長の専決処分事項に関する条例第１号の規定に基づき、下記のとおり専決処分し

たので、地方自治法第１８０条第２項の規定により報告する。 

記 

専 決 第 ３３号 

専 決 処 分 書 

市長の専決処分事項に関する条例第１号の規定に基づき、次のことについて専決処

分する。 

 

事 件 区 分 交通事故 

損害賠償額 ３８，５００円 

事件の概要 

令和５年９月２１日９時５０分頃、姫路市網干区垣内南町２０６１

番地３の相手方宅の駐車場において、本市軽貨物自動車が相手方所

有のブロック塀に接触し、当該ブロック塀に損害を与えたもの 
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報  告  第 ３ 号 

令和 ６年 ２月１５日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

専決処分の報告について 

 

市長の専決処分事項に関する条例第１号の規定に基づき、下記のとおり専決処分し

たので、地方自治法第１８０条第２項の規定により報告する。 

記 

専 決 第 ３４号 

専 決 処 分 書 

市長の専決処分事項に関する条例第１号の規定に基づき、次のことについて専決処

分する。 

 

事 件 区 分 道路事故 

損害賠償額 １１６，０００円 

事件の概要 

令和５年３月１日２１時２０分頃、相手方普通貨物自動車が姫路市

市之郷１４５３番６地先の市道幹第４６号線を走行中、同市道に繁

茂してはみ出た樹木に接触し、当該車両に損害を与えたもの 
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報  告  第 ４ 号 

令和 ６年 ２月１５日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

専決処分の報告について 

 

市長の専決処分事項に関する条例第１号の規定に基づき、下記のとおり専決処分し

たので、地方自治法第１８０条第２項の規定により報告する。 

記 

専 決 第 ３５号 

専 決 処 分 書 

市長の専決処分事項に関する条例第１号の規定に基づき、次のことについて専決処

分する。 

 

事 件 区 分 道路事故 

損害賠償額 １３４，７５０円 

事件の概要 

姫路市御立東二丁目４６７番１９０地先の市道安室１５７号線にお

いて、同市道の街路樹の根が相手方所有の家屋の排水管に侵入し、

令和５年９月１日８時頃、当該排水管を詰まらせ、当該家屋に損害

を与えたもの 
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報  告  第 ５ 号 

令和 ６年 ２月１５日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

専決処分の報告について 

 

市長の専決処分事項に関する条例第３号の規定に基づき、下記のとおり専決処分し

たので、地方自治法第１８０条第２項の規定により報告する。 

記 

専 決 第 ３６号 

専 決 処 分 書 

 市長の専決処分事項に関する条例第３号の規定に基づき、次のことについて専決処

分する。 

記 

和解について 

１ 事件名  家屋明渡し等請求事件 

２ 当事者  原告 姫路市安田四丁目１番地 

            姫路市 

             代表者  市長 清元 秀泰 

       被告  

             

３ 住宅名  （普通市営住宅） 

４ 和解内容 

 ⑴ 原告及び被告は、被告が原告に対し、本件建物に係る滞納家賃相当額を既に支

払ったことを確認する。 

 ⑵ 被告は、本和解成立後直ちに姫路市営住宅管理条例（平成９年姫路市条例第２

５号）第１６条の規定に基づき、入居の承継に係る手続を行うことを確約する。 
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 ⑶ 被告が、入居の承継に係る手続を完了した後、家賃を３箇月分以上滞納したと

きは、本件建物の賃貸借契約は、原告からの通知、催告を要することなく当然に

解除となり、被告は、原告に対し、直ちに本件建物を明け渡し、かつ、賃貸借契

約の解除の日までの滞納家賃及び同日の翌日から本件建物の明渡し済みまでの損

害金を直ちに支払う。 
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報  告  第 ６ 号 

令和 ６年 ２月１５日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

専決処分の報告について 

 

市長の専決処分事項に関する条例第１号の規定に基づき、下記のとおり専決処分し

たので、地方自治法第１８０条第２項の規定により報告する。 

記 

専 決 第 １ 号 

専 決 処 分 書 

市長の専決処分事項に関する条例第１号の規定に基づき、次のことについて専決処

分する。 

 

事 件 区 分 交通事故 

損害賠償額 １８１，５００円 

事件の概要 

令和５年１０月３０日１５時頃、姫路市東山５１４番１地先の市道

糸引５３号線において、本市軽貨物自動車が相手方所有の電気メー

ターボックスに接触し、当該電気メーターボックスに損害を与えた

もの 
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報  告  第 ７ 号 

令和 ６年 ２月１５日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

専決処分の報告について 

 

市長の専決処分事項に関する条例第１号の規定に基づき、下記のとおり専決処分し

たので、地方自治法第１８０条第２項の規定により報告する。 

記 

専 決 第 ２ 号 

専 決 処 分 書 

市長の専決処分事項に関する条例第１号の規定に基づき、次のことについて専決処

分する。 

 

事 件 区 分 交通事故 

相 手 方 
 

 

損害賠償額 ２７９，１２５円 

事件の概要 

令和５年１１月２０日１４時３０分頃、姫路市神屋町１４３番地２

の姫路市文化コンベンションセンター駐車場において、本市普通乗

用自動車が相手方普通乗用自動車に接触し、当該車両に損害を与え

たもの 
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報  告  第 ８ 号 

令和 ６年 ２月１５日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

専決処分の報告について 

 

市長の専決処分事項に関する条例第１号の規定に基づき、下記のとおり専決処分し

たので、地方自治法第１８０条第２項の規定により報告する。 

記 

専 決 第 ３ 号 

専 決 処 分 書 

市長の専決処分事項に関する条例第１号の規定に基づき、次のことについて専決処

分する。 

 

事 件 区 分 道路事故 

相 手 方 
 

 

損害賠償額 ３８７，００２円 

事件の概要 

令和５年１１月３日１４時４０分頃、相手方軽乗用自動車が姫路市

本町６８番地先の市道城西１２号線を走行中、同市道の街路樹の枝

が折れて当該車両に接触し、当該車両に損害を与えたもの 
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報  告  第 ９ 号 

令和 ６年 ２月１５日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

専決処分の報告について 

 

市長の専決処分事項に関する条例第１号の規定に基づき、下記のとおり専決処分し

たので、地方自治法第１８０条第２項の規定により報告する。 

記 

専 決 第 ４ 号 

専 決 処 分 書 

市長の専決処分事項に関する条例第１号の規定に基づき、次のことについて専決処

分する。 

 

事 件 区 分 施設敷地内事故 

損害賠償額 １４４，１４０円 

事件の概要 

令和５年６月２４日１８時３０分頃、姫路市香寺町行重３３５番地

の姫路市立香寺総合公園スポーツセンターにおいて、相手方が敷地

内に設置された排水溝のグレーチングの上を歩行したところ、腐食

により取付けが不完全になっていたグレーチングが落ち込んで排水

溝に転落し、負傷したもの 
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